


























平成２８年度調査報告（規制の特例措置用）

１． 関係府省庁名 厚生労働省
２． 特例措置番号 939
３． 特定事業の名称 児童発達支援センターにおける給食の外部搬入方式の容認事業

４． 弊害の発生に関する調査

① 調査内容
児童発達支援センターにおける給食の外部搬入委託を行うにあたり、安全性の確保や障害児の発達状況に応じた食事提
供の配慮がなされているかどうか等について、状況を把握するもの。

② 調査方法
構造改革特別区域の認定に係る地方公共団体（都道府県、市町村）及び児童発達支援センターに対して、調査票を配布・
回収し、その結果をとりまとめる。

③ 調査対象

構造改革特別区域の認定に係る地方公共団体（都道府県、市町村）及び児童発達支援センター
・地方公共団体（都道府県、市町村）・・・10か所（特区未実施は１か所）
・児童発達支援センター（施設）・・・12か所
・外部搬入事業者・・・11か所

④ 実施スケジュール
調査票の配布 平成29年２月２日
調査票の回答 平成29年２月13日

特区実施自治体等からの回答内容（抜粋）は以下のとおり。

〈外部搬入の実施理由〉
Ⅰ 外部搬入の実施理由
1 給食の外部搬入を実施することとした（しようとした）理由は何ですか。あてはまるもの全てに○をしてください。【都道府
県、市町村】
（回答数：９自治体）

【結果の概要】
・外部搬入の実施理由については、「業務の効率化を図るため」が７自治体、「人件費の削減を図るため」が５自治体などで
あった。

Ⅱ 外部搬入の実施方法
２ （６）事業者とは契約書を締結若しくは覚書を交わし、又は確認事項を書面で取り交わしましたか。
（回答数：８自治体）

【結果の概要】
・契約書を締結若しくは覚書を交わし、又は確認事項を書面で「取り交わした」が６自治体、「取り交わしていない」が２自治
体であった。

（７）において、「1 取り交わした」と答えた都道府県、市町村のみお答えください。契約書又は確認事項を記載した書面（以下
「契約書等」と言います。）にはどのような条件を付していますか。
（回答数：６自治体）

【結果の概要】
・契約書等で付した条件については、「給食の提供回数」が５自治体、「アレルギー児への対応の義務づけ」などが４自治体
であった。

自治体
1．業務の効率化を図るため 7
2．給食メニューの多様化を図るため 2
3．少子化により低下した学校給食センターの稼働率を上げるため 0
4．地元農産物の活用や幼稚園・小学校・中学校などとの一貫的な体制の確保を推進するため 3
5. 人件費の削減を図るため 5
6．その他 3

自治体
1．取り交わした 6
2．取り交わしていない 2

自治体
1．発達段階に応じた対応の義務づけ 2
2．アレルギー児への対応の義務づけ 4
3．体調不良児に対する対応の義務づけ 2
4．食材に関する内容 4
5. 食育の推進 2
6. 給食の提供回数 5
7. 外部搬入の対象とする年齢 0
8. 給食内容等に関する施設・事業者で構成する会議の開催 4
9．その他 2
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（4）外部搬入後の給食について、施設において、個々の利用児童の発達段階や障害の特性等に応じてきざみ等を行うな
ど、適切な対応をしていますか。あてはまるもの全てに○をしてください。【施設】
（回答数：12施設）

【結果の概要】
・施設における子どもの発達状況に応じた適切な食事の提供では、「個々の利用児童の発達段階に応じた対応をしている」
が11施設、
「個々の利用児童の発達段階に応じた対応をしている」が１施設であった。

（5）（4）の対応を行っている者は誰ですか。あてはまるものに1つに○をしてください。【施設】
【回答数：12施設】

【結果の概要】
・施設において、個々の利用児童の発達段階に応じた対応を行っている者については、「施設の調理員」が３施設、「その他
の保育士」・「施設の栄養士」が２施設であった。

(6) 外部搬入の実施期間中において、各児童発達支援センターで発達状況や障害の特性等に応じた適切な食事の提供を
行うにあたって、外部搬入に起因した問題が起こりましたか。あてはまるものに1つに○をしてください。【施設】
（回答数：12施設）

【結果の概要】
・外部搬入に起因した問題については、「何らかの問題が発生した」が１施設、「何らかの問題は発生していない」は11施設
であった。
「何らかの問題が発生した」の具体的な内容は、アレルギー除去食の取り違いであった。

〈食物アレルギー児への対応〉
Ⅶ 食物アレルギー児への対応
（6）外部搬入実施後の状況に対応した食物アレルギー児に対する給食への対応に係るマニュアル（食物アレルギー児の把
握、外搬事業者への連絡などの手順をまとめたもの）を作成していますか。あてはまるもの1つに○をしてください。【施設】
（回答数：12施設）

【結果の概要】
・食物アレルギー児に対する給食への対応に係るマニュアルの作成については、「作成している」が７施設、「作成していな
い」が５施設であった。

〈体調不良児への対応〉
Ⅷ 体調不良児への対応
（6）体調不良児に対する給食への対応に係るマニュアル（体調不良児の把握、事業者への連絡などの手順をまとめたもの）
を作成していますか。あてはまるもの1つに○をしてください。【施設】
（回答数：12施設）

【結果の概要】
・体調不良児に対する給食への対応に係るマニュアルの作成については、「作成している」が１施設、「作成していない」が１
１施設であった。

⑤ 調査結果

施設
1. 何らかの問題が発生した 1
2. 何らかの問題は発生していない 11

施設
1．作成している 7
2．作成していない 5

施設
1．作成している 1
2．作成していない 11

施設
1. 個々の利用児童の発達段階に応じた対応をしている 11
 a. 給食の量を調整している 11
 b. 食材の種類（繊維の多い食材等）や、きざんだり、つぶしたりするなど食べやすいように形態を調整して
いる

9

 c. 味を薄くするなど味付けを調整している 1
 d. 団子や魚の小骨など窒息等の事故が起こる恐れのあるものを除いている 5
 e. その他 0
2．個々の利用児童の発達段階に応じた対応をしていない 1

施設
1. 対象児童の担当児童指導員 1
2. 対象児童の担当保育士 0
3. その他の児童指導員 0
4. その他の保育士 2
5. 施設の栄養士 2
6. 施設の調理員 3
7. その他 4
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〈食事内容の評価〉
Ⅲ 食事内容
（1）外部搬入実施後、給食の献立等には変化がありましたか。1、2のうちあてはまるもの1つに○をしてください。【直接処遇
職員】
（回答数：11施設の職員）

【結果の概要】
・給食の献立等の変化については、「変化があった」が８施設の職員、「変化がなかった」が３施設の職員、未回答が１施設
の職員だった。

２ 障害児の食事の内容、回数及び時期に応じた給食の評価
（1）一人一人の月齢・年齢・発育状態や食事の回数・時機などに応じた適切な対応が行われましたか。1、2のうち、あてはま
るもの1つに○をしてください。【直接処遇職員】
（回答数：12施設の職員）

【結果の概要】
・ 障害児の食事の内容、回数及び時期に応じた給食の評価については、「行われた」が８施設、「行われなかった」が４施
設であった。

〈総合評価〉
Ⅳ 総合評価
１ 経営の効率化
（1）給食の外部搬入は、各児童発達支援センターのコスト削減等効率的な運営に資することにつながりましたか。1、2のうち
あてはまるもの1つに○をしてください。1を選択した場合には、a、bのうちあてはまるもの1つに○をしてください。【都道府
県、市町村】
（回答数：８自治体）

【結果の概要】
・経営の効率化については、「つながった」が８自治体、「つながらなかった」が０自治体、未回答が１自治体であった。

自治体
1．つながった 8

a．給食調理の外部委託により、コストを削減できた。（コストの削減割合について、アからオのうちあては
まるもの1つに○をしてください。

-

ア．3割以上 3
イ．2割以上3割未満 0
ウ．1割以上2割未満 1
エ．0.5割以上1割未満 2
オ．0.5割未満 1
b．その他 1

2．つながらなかった 0

職員
1．変化があった 8
・変化があった場合、aからjのうちあてはまるもの全てに○をしてください。 －
 a．給食の献立そのもの（メニュー）が多様化した 3
 b．アレルギー児、体調不良児への対応が容易になった 2
 c．成長の度合いに応じ、給食の献立が多様になった 1
 d．療育内容が豊かになった 1
 e．給食の献立そのもの（メニュー）が画一化した 0
 f．アレルギー児、体調不良児への対応が困難になった 1
 g．各年齢を通じて小学校の給食の量を減らしただけの食事となった 0
 h. 冷たいものをそのまま食べるようになった 1
 i. 療育内容が乏しくなった 0
 j．その他 3
2．変化がなかった 3

職員
1．行われた 8
・行われた場合、aからcのうちあてはまるもの全てに○をしてください。 -
 a．施設内調理の時よりも、障害児の年齢や発達の段階、それぞれの障害の特性等に応じた適切なメ
   ニューとなった

2

 b．施設内調理の時から特段悪化した事項はない 2
 c．その他 5
2．行われなかった 4
・行われなかった場合、aからeのうちあてはまるもの全てに○をしてください。 -
 a．小学校の給食の量を減らしただけのような食事となった（障害児の年齢や発達の段階、それぞれの障
  害の特性等に対応した食事ではなく、量を変化させただけの画一的な食事となった）

1

 b．障害児には不向きな調理（きざみ方、大きさ、辛さ、甘さ、塩分等）となった 2
 c．延長支援等を行う場合の対応が以前より困難になった 1
 d．その他 1
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２ 外部搬入の総合評価
（1）各児童発達支援センターにおいて、給食を外部搬入した結果、生じた結果全てに○をしてください。【都道府県、市町村、
施設、直接処遇職員】
（回答数：８自治体、12施設、12施設の職員）

【結果の概要】
・外部搬入の総合評価では、「メニューが多様化した」との回答が多かった。

３ 外部搬入の要件について
（1）外部搬入を認めるための要件として追加すべきと考える事項について、aからhのうち、あてはまるもの全てに○をしてく
ださい。【都道府県、市町村、施設、直接処遇職員】
（回収数：９自治体、12施設、12施設の職員）

【結果の概要】
外部搬入の要件として、「障害児の発達段階に合わせた調理の実施」を要件として追加すべきという回答が多かった。

⑥

特区において適
用された規制の
特例措置による
弊害の発生の
有無

○食物アレルギーのある子どもに対する給食の提供を行うにあたって、アレルギー除去食の取り違えが１か所あった。

○施設の職員から以下のような弊害が発生しているとの回答を得ている。
・小学校の給食の量を減らしただけのような食事となった（障害児の年齢や発達の段階、それぞれの障害の特性等に対応し
た食事ではなく、量を変化させただけの画一的な食事となった）（１施設の職員）
・障害児には不向きな調理（きざみ方、大きさ、辛さ、甘さ、塩分等）となった（２施設の職員）

⑦
全国展開により
発生する弊害の
有無

○ 特別区域計画を策定し、万全の準備を行っている自治体・児童発達支援センターでさえ、「アレルギー除去食の取り違
え」という命に関わるような重大な事案が生じていることから、全国展開に耐えられる状況にない。

○ また、現在、特区の認定がされている自治体は１0自治体（うち１自治体は未実施）と非常に少なく、全国展開へのニー
ズはあまりないと考えている。

○ 食物アレルギーのある子どもや体調不良の子どもへの対応等が十分に行われていない状況にある。障害のある子ども
への食事提供を行うにあたり、外部搬入の要件が十分に認識されていない中で全国展開を行えば、障害児支援の現場に
おいて適切な対応が期待出来ない。

自治体 施設 職員
a．障害児支援に造詣が深い栄養士の配置 3 5 5
b．障害児の発達段階にあわせた調理の実施（離乳食、きざみ方、事故の起こりそうな食材の除去など） 7 8 9
c．アレルギー児に係る対応のマニュアル化 2 4 5
d．体調不良児への対応のマニュアル化 0 1 1
e．外部搬入に係る責任者の配置又は明確化 2 4 4
f．事業者、施設等からなる、外部搬入に係る情報や課題を共有するための会議の設置 2 3 2
g．障害児の「食」の重要性を十分に考慮できているか 2 5 5
h．その他 0 1 1

自治体 施設 職員
a．体調不良児、アレルギー児への対応が容易になった 3 3 6
b．メニューが多様化した 4 7 5
c．コストが削減された 4 4 1
d．味が良くなった、残食が少なくなった 1 1 1
e．各児童発達支援センターと小学校・中学校などと一環的な給食の提供ができるようになった 1 3 3
f．地元食材の大量購入などにより、食育を進めることができた 2 0 0
g．体調不良児、アレルギー児への対応が困難になった 0 0 0
h．メニューが画一化した 0 1 1
i．味が悪くなった、残食が多くなった 0 0 0
j．量が少ない又は多い 0 0 1
k．小骨の多い魚や、のどにつまりやすい食材の使用など幼児向きではない給食になった 0 0 0
l．配膳などの時間が自由にできなくなった 0 1 1
m. 食育の活動が十分に行えなくなった 0 0 0
n．保護者への支援が十分に行えなくなった 0 0 0
o．その他 2 3 3
p．特になし 1 1 0
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構造改革特別区域推進本部 評価・調査委員会 

令和３年度 規制の特例措置の評価に関する調査 
 

 

 

 

 

・本調査は、質問票１と質問票２により構成されています。 

・質問票１は、すべての特例措置について共通の質問です。 

・質問票２は、特例措置ごとに異なる質問です。 

・各設問の指示に従って、対応する回答票に記入してください。 
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質問票１（規制の特例措置に共通の質問項目）  

 

Ｑ１－１ 

本特定事業の現在の進捗段階は特区認定時の予定どおりですか。あてはまる

ものを１つだけ選んでください。 

１．予定より進んでいる 

２．予定どおりに進んでいる 

３．予定より遅れている 

⇒「１．」「３．」を選択した場合 → Ｑ１－２へ 

 「２．」を選択した場合 → Ｑ２－１へ 

 

Ｑ１－２ ＜Ｑ１－１で「１．」「３．」を選んだ地方公共団体への質問＞ 

予定より進んでいる（遅れている）理由を具体的にご記入下さい。特に遅れて

いる場合、以下の事項についてお気づきの点があればご記入ください。 

・本特定事業における要件・手続きに関する事項 

・本特定事業に関連する他の法制度等に関する事項 

・現場での事業運営上の事項 

 

Ｑ２－１ 

本特定事業による効果は発現していますか。あてはまるものを選んでくださ

い（１と２は重複回答可）。また、その内容・理由について具体的にご記入く

ださい。 

１．計画当初から期待していた効果が発現している 

２．計画当初には期待していなかった効果が発現している 

３．発現していない 

４．わからない 

⇒「１．」「２．」を選択した場合 → Ｑ２－２へ 

 「３．」「４．」を選択した場合 → Ｑ３へ 

 

Ｑ２－２ ＜Ｑ２－１で「１．」「２．」を選んだ地方公共団体への質問＞ 

本特定事業により発現した効果は、地域の活性化につながっていますか。経済

的効果と社会的効果の面から、具体的にご記入ください。 

・経済的効果（雇用の創出、産業への波及、費用の節減等） 

・社会的効果（地域の高齢者の社会参加や活力向上、住民のまちづくりへの

取組み意識の向上等） 
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Ｑ３ 

本特定事業の実施にあたって、地方公共団体としてどのような役割を果たし

ていますか。また、特定事業者に対して何らかの支援を行いましたか。具体的

にご記入ください。 

 

Ｑ４ 

本特定事業がより活用されるように、貴地域において工夫されていることが

あれば、具体的にご記入ください。 
 

Ｑ５ 

本特定事業が成功するための最も重要な鍵は何と考えますか。具体的にご記

入ください。 
 

Ｑ６ 

本特定事業の実施で、他地域ではおそらく発現しないと思われる、貴地域特有

の条件による効果等がありますか。具体的にご記入ください。 
 

Ｑ７ 

本特定事業をより効果的・効率的に推進するために、追加で緩和することが望

ましい規制事項等があれば、具体的にご記入ください。 

 

Ｑ８ 

本特定事業の将来に向けての展望など、ご自由にご記入ください。 

 

⇒ 質問票１は以上です。質問票２へ進んでください。 
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質問票２ 

質問票２（規制の特例措置ごとに異なる質問項目） 

                             

特例措置番号 ２００１ 

特定事業の名称 公立幼保連携型認定こども園における給食の外部搬入方式

の容認事業 

特例措置の内容 公立幼保連携型認定こども園の給食について、園外で調理

し搬入することを可能にする。 

 

まず、質問票１にある共通質問項目Ｑ１～Ｑ８までの回答を地方公共団体に

おいてご記入ください。 

次に、質問票２にあるＱ９に進んでください。Ｑ１９～Ｑ２６についてはこ

ども園の園長から、同様にＱ２７～Ｑ２８はこども園の職員（できるだけ全員

となるようご配慮ください）、Ｑ２９～Ｑ３０は園児の保護者（各施設、３歳未

満児の子供を持つ保護者５人以上となるようご配慮ください）、Ｑ３１～Ｑ３４

は給食の搬入元からそれぞれご意見を聴取の上、地方公共団体でとりまとめの

上ご記入ください。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

Ｑ９ ＜地方公共団体 への質問＞ 

食物アレルギー児や体調不良児の給食に対しては、嘱託医やかかりつけ医等

の指示や協力の下に適切に対応するとともに、「保育所におけるアレルギー対

応ガイドライン」（平成２３年３月）などを参考に、各こども園で給食の対応

マニュアルを作成し、原因となる食品の除去を確実に行うほか、代替食を提

供することが求められています。 

貴地方公共団体では、これらの点について、どのような対応や工夫を行って

いますか。具体的な取組内容をご記入ください。 

⇒ 回答欄９ 

 

Ｑ１０ ＜地方公共団体 への質問＞ 

「保育所におけるアレルギー対応ガイドライン」が、平成３１年４月に改訂

されています。 

貴地方公共団体では、当該ガイドラインの改訂を踏まえ、新たに取組を行い

ましたか。次の選択肢から選んでください。 

１．新たな取組を行った。 

≪必ずお読みください≫ 

・本質問票は、公立幼保連携型認定こども園における給食の外部搬入事業のうち、３歳

未満児に関するものについて、活用実績及びその効果等を確認することを目的として

おります。 

・したがって、ご回答にあたっては、あくまでも３歳未満児についての実績等をご記入

ください。 
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質問票２ 

 ２．新たな取組を行っていない。 

 ３．その他（          ） 

⇒ 回答欄１０ 

 

Ｑ１０－２ ＜地方公共団体 への質問＞ 

※ Ｑ１０で１を選択した地方公共団体のみお答えください。 

新たにどのような取組を行いましたか。具体的にご記入下さい。 

⇒ 回答欄１０－２ 

 

Ｑ１０－３ ＜地方公共団体 への質問＞ 

※ Ｑ１０で２又は３を選択した地方公共団体のみお答えください。 

新たな取組を行っていない理由についてご記入ください。 

⇒ 回答欄１０－３ 

 

Ｑ１１ ＜地方公共団体 への質問＞ 

３歳未満の乳幼児に対しては、歯の萌出状況や咀嚼機能の発達段階に応じた

きめ細かな配慮が求められます。 

貴地方公共団体では、この点について、どのような対応や工夫を行っていま

すか。具体的な取組内容をご記入ください。 

⇒ 回答欄１１ 

 

Ｑ１２ ＜地方公共団体 への質問＞ 

家庭における食育の機能が低下している中、こども園における食育の推進が

重要になっています。 

貴地方公共団体では、この点について、どのような対応や工夫を行っていま

すか。具体的な取組内容をご記入ください。 

⇒ 回答欄１２ 

 

Ｑ１３ ＜地方公共団体 への質問＞ 

３歳未満児への適切な個別対応を行うためには、外部搬入事業者、こども園、

市町村担当等が連携し、情報共有を図ることが求められています。 

貴地方公共団体では、この点について、どのような対応や工夫を行っていま

すか。具体的な取組内容をご記入ください。 

⇒ 回答欄１３ 
 

Ｑ１４ ＜地方公共団体 への質問＞ 
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質問票２ 

本特定事業に取り組む中で、Ｑ９～Ｑ１３の問い以外に課題がありますか。

また、その課題を改善するためにどのような取組を行っていますか。課題及

び取組内容を具体的にご記入ください。 

⇒ 回答欄１４ 

 

Ｑ１５ ＜地方公共団体 への質問＞ 

外部搬入の導入による費用節減額と、その内訳をご記入ください。特に、人

件費の減少については、削減された人数についても記入ください。導入前後

の直接的な比較が困難な場合は、現在の給食サービスを全て自園調理により

提供した場合の想定と比較することにより回答ください。 

⇒ 回答欄１５ 

 

Ｑ１５－２ ＜地方公共団体 への質問＞ 

本特定事業の実施による効果として、福祉サービスの向上（開園時間の延長、

児童への処遇の向上など）が図られていれば、その内容を具体的にご記入く

ださい。受入児童数や雇用の増加を伴う場合は、増加人数についてもご記入

ください。また、当該取組と、Ｑ１５で回答した節減分との関係が明らかで

ある場合は、その関係について具体的にご記入ください。 

⇒ 回答欄１５－２ 

 

Ｑ１６ ＜地方公共団体 への質問＞ 

本特定事業の実施により、地域への波及効果はありましたか（地域産業の育

成・振興、地産地消の推進等）。具体的にご記入ください。 

⇒ 回答欄１６ 

 

Ｑ１７ ＜地方公共団体 への質問＞ 

※  同一の市町村内に、自園調理を行っている公立保育所（公立幼保連携型認

定こども園を含む。）と３歳未満児に対する給食の外部搬入を行っている公

立幼保連携型認定こども園が混在している市町村のみお答え下さい。 

自園調理を行っている保育所（公立幼保連携型認定こども園を含む。）と、３

歳未満児に対する給食の外部搬入を行っていると公立幼保連携型認定こども

園を比較して、特に外部搬入に関し、問題点がありますか。 

問題点があれば具体的にご記入ください。また、その問題に対しどのように

対応していますか、具体的にご記入ください。 

（例）園の運営に係る経費、問題の発生や苦情の多寡、給食の質、園児・保

護者の声、職員の士気等 

⇒ 回答欄１７ 
 

Ｑ１８ ＜地方公共団体 への質問＞ 
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質問票２ 

貴地方公共団体において、公立幼保連携型認定こども園以外に、３歳未満児

に外部搬入により給食を提供している施設はありますか。ある場合、何らか

の問題となる事態が生じたことはありますか。また、問題となる事態が生じ

た際に、どのような措置を取られましたか。 

⇒ 回答欄１８ 

 

Ｑ１９ ＜園長への質問＞ 

食物アレルギー児や体調不良児の給食に対しては、嘱託医やかかりつけ医等

の指示や協力の下に適切に対応するとともに、「保育所におけるアレルギー対

応ガイドライン」（平成２３年３月）などを参考に、各こども園で給食の対応

マニュアルを作成し、原因となる食品の除去を確実に行うほか、代替食を提

供することが求められています。 

貴園では、これらの点について、どのような対応や工夫を行っていますか。

具体的な取組内容をご記入ください。 

⇒ 回答欄１９ 

 

Ｑ２０ ＜園長 への質問＞ 

「保育所におけるアレルギー対応ガイドライン」が、平成３１年４月に改訂

されています。 

当該ガイドラインの改訂を踏まえ、新たに取組を行いましたか。次の選択肢

から選んでください。 

１．新たな取組を行った。 

 ２．新たな取組を行っていない。 

 ３．その他（          ） 

⇒ 回答欄２０ 

 

Ｑ２０－２ ＜園長 への質問＞ 

※ Ｑ２０で１を選択した地方公共団体のみお答えください。 

新たにどのような取組を行いましたか。具体的にご記入下さい。 

⇒ 回答欄２０－２ 

 

Ｑ２０－３ ＜園長 への質問＞ 

※ Ｑ２０で２又は３を選択した地方公共団体のみお答えください。 

新たな取組を行っていない理由についてご記入ください。 

⇒ 回答欄２０－３ 
 

Ｑ２１ ＜園長への質問＞ 

３歳未満の乳幼児に対しては、歯の萌出状況や咀嚼機能の発達段階に応じた

きめ細かな配慮が求められます。 
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質問票２ 

貴園では、この点について、どのような対応や工夫を行っていますか。具体

的な取組内容をご記入ください。 

⇒ 回答欄２１ 
 

Ｑ２２ ＜園長への質問＞ 

家庭における食育の機能が低下している中、こども園における食育の推進が

重要になっています。 

貴園では、これらの点について、どのような対応や工夫を行っていますか。

具体的な取組内容をご記入ください。 

⇒ 回答欄２２ 

 

Ｑ２３ ＜園長への質問＞ 

３歳未満児への適切な個別対応を行うためには、外部搬入事業者、こども園、

市町村担当等が連携し、情報共有を図ることが求められています。 

貴園では、これらの点について、どのような対応や工夫を行っていますか。

具体的な取組内容をご記入ください。 

⇒ 回答欄２３ 

 

Ｑ２４ ＜園長への質問＞ 

給食業務の外部搬入の実施によって、どのような点が良くなりましたか。ま

た、貴園にとってどのようなメリット・効果がありましたか（児童の増加、

職員の増加等）。具体的にご記入ください。 

また、悪くなった点がありましたら、そちらもご記入ください。 

⇒ 回答欄２４ 

 

Ｑ２５ ＜園長への質問＞  

本特定事業における適用の要件や手続きの問題について、お気づきの点があ

れば、具体的にご記入ください。  

⇒ 回答欄２５ 

 

Ｑ２６ ＜園長 への質問＞ 

本特定事業の実施にあたり、更なる規制緩和の提案があれば具体的にご記入

ください。 

⇒ 回答欄２６ 

 

Ｑ２７ ＜こども園の職員 への質問＞ 

10



質問票２ 

給食業務の外部搬入の実施によって、給食のサービスは向上したと思います

か。次の選択肢から近いものを１つだけ選び、その選択理由について具体的

にご記入ください。 

 １．向上した 

 ２．変わらない 

 ３．低下した 

⇒ 回答欄２７ 

 

Ｑ２８ ＜こども園の職員 への質問＞ 

給食業務の外部搬入の実施によって、給食サービス以外の点でどのような点

が良くなりましたか。具体的にご記入ください。また、悪くなった点があり

ましたら、そちらもご記入ください。 

⇒ 回答欄２８ 

 

Ｑ２９ ＜園児の保護 者への質問＞ 

給食業務の外部搬入の実施によって、給食のサービスは向上したと思います

か。次の選択肢から近いものを１つだけ選び、その選択理由について具体的

にご記入ください。 

 １．向上した 

 ２．変わらない 

 ３．低下した 

⇒ 回答欄２９ 

 

Ｑ３０ ＜園児の保護 者への質問＞ 

給食業務の外部搬入の実施によって、給食サービス以外の点でどのような点

が良くなりましたか。具体的にご記入ください。また、悪くなった点があり

ましたら、そちらもご記入ください。 

⇒ 回答欄３０  

 

Ｑ３１ ＜外部搬入事業 所への質問＞ 

食物アレルギー児や体調不良児の給食に対しては、嘱託医やかかりつけ医等

の指示や協力の下に適切に対応するとともに、「保育所におけるアレルギー対

応ガイドライン」（平成２３年３月）などを参考に、各こども園で給食の対応

マニュアルを作成し、原因となる食品の除去を確実に行うほか、代替食を提

供することが求められています。 

貴事業所では、これらの点について、どのような対応や工夫を行っています

か。具体的な取組内容をご記入ください。 

⇒ 回答欄３１ 

 

Ｑ３２ ＜外部搬入事業 所への質問＞ 
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質問票２ 

３歳未満の乳幼児に対しては、歯の萌出状況や咀嚼機能の発達段階に応じた

きめ細かな配慮が求められます。 

貴事業所では、これらの点について、どのような対応や取組を行っています

か。具体的な取組内容をご記入ください。 

⇒ 回答欄３２ 
 

Ｑ３３ ＜外部搬入事業所 への質問＞ 

家庭における食育の機能が低下している中、こども園における食育の推進が

重要になっています。 

貴事業所では、これらの点について、どのような対応や工夫を行っています

か。具体的な取組内容をご記入ください。 

⇒ 回答欄３３ 

 

Ｑ３４ ＜外部搬入事業所 への質問＞ 

３歳未満児への適切な個別対応を行うためには、外部搬入事業者、こども園、

市町村担当等が連携し、情報共有を図ることが求められています。 

貴事業所では、これらの点について、どのような対応や工夫を行っています

か。具体的な取組内容をご記入ください。 

⇒ 回答欄３４ 
 
 

質問はこれで終わりです。ご協力ありがとうございました。 
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令和３年度調査の概要 

 

１．関 係 府 省 庁 名  

２．特 例 措 置 番 号  

３．特定事業の名称  

 

 

４．弊害の発生に関する調査 

① 調査内容 給食の外部搬入による弊害を明らかにするために、以下の事

項について調査を行う。 

・外部搬入の実施理由 

・外部搬入の実施方法 

・食事内容の評価 

・外部搬入の総合評価 

② 調査方法 アンケート調査を行った上、必要に応じて適宜ヒアリング、現

地調査を行う。 

③ 調査対象 ①市町村担当者、②外部搬入事業者、③認定こども園園長、

④保育従事者 

④ 実施スケジュール 調査票の配布     令和３年 11 月上旬 

調査票の回収     令和３年 11 月下旬 

調査結果とりまとめ  令和４年１月下旬 

５．担当連絡先 

① 所属 内閣府子ども・子育て本部（認定こども園担当） 

② 役職 係員 

③ 氏名 佐藤 康貴 

④ ＴＥＬ 03-6257-3095 

⑤ ＦＡＸ 03-3581-2808 

⑥ メールアドレス koki.sato.y7t@cao.go.jp 

 

 

 

 

 

 

 

内閣府、文部科学省、厚生労働省 

2001 

公立の幼保連携型認定こども園における給食の外部搬入

方式の容認事業 
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【記載要領】 

 

① 調査内容 ※どのような弊害を想定し、何を明らかにするための調査か

を記入してください。具体的には以下のとおり。 

・特定事業の実施状況について 

・特定事業を実施できていない原因について 

・規制の特例措置の実施に支障がないかについて 

 

② 調査方法 ※原則書面の送付による調査とします（電子メールを含む）。 

※書面調査を行った上で、ヒアリング、現地調査等、必要に応

じて追加的に行う調査方法があれば記入してください。 

 

③ 調査対象 ※調査の対象となる全ての主体を具体的に記入してくださ

い。 

（認定地方公共団体、事業者の他、利用者等にも調査を行う

場合等、全ての対象を記入願います。） 

 

④ 実施スケジュール ※特段の事情がない限り、実施スケジュールは以下のとおり

お願いします。 

調査票の配布     令和３年 11 月 

調査票の回収     令和４年１月 

調査結果とりまとめ  令和４年１月 

なお、ヒアリング・現地調査を行う場合も、令和４年１月中にと

りまとめを終えるようにしてください。 
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公立幼保連携型認定こども園の給食の外部搬入容認事業に係る弊害調査集計表

Ⅰ 外部搬入の実施理由
1 給食の外部搬入を実施することとした（しようとした）理由は何ですか。あてはまるもの全てに○をしてください。【市町村】

1．業務の効率化を図るため
2．給食メニューの多様化を図るため
3．少子化により低下した学校給食センターの稼働率を上げるため
4．地元農産物の活用や幼稚園・小学校・中学校などとの一貫的な体制の確保を推進するため
5. 人件費の削減を図るため
6．その他
 具体的に記入（ ）

Ⅱ 外部搬入の実施方法
1 外部搬入の実施状況
（1）各施設における入所児童の年齢ごとに外部搬入の実施状況をお答えください。あてはまるもの1つに○をしてください。【施設】

1．全年齢において実施
2．離乳期初期の年齢（おおよそ5月齢）から実施
3．離乳期の途中の年齢（おおよそ5月齢から15月齢の間）から実施
4．離乳期後の年齢(15月齢以上)から実施
5．その他
 具体的に記入（ ）

2 施設に給食を搬入する事業者（搬入元）について
（1）搬入元はどのような事業者ですか。あてはまるもの全てに○をしてください。【施設】

1．学校給食センター
2．ケータリング業者
3．他の保育所、認定こども園
4．その他
 具体的に記入（ ）

（2）専門的な立場から必要な指導を行う栄養士又は栄養教諭（以下栄養士等という。）が配置されていますか。あてはまるもの全てに○をし
てください。【施設】

1．市町村に配置されている
2．施設に配置されている
3．事業者に配置されている
4．配置していない

（3）搬入元を選定する際にどのようなことを重視しましたか。あてはまるもの3つまで○をしてください。【市町村】
1．学校給食での実績
2．病院給食等での実績
3．企業規模又は事業者の経営状況
4．施設との距離の近接状況
5．市町村との契約の際の料金
6．調理設備
7．外部搬入の実施体制の充実度
8．栄養士等の有無
9．食材の購入に係る契約締結内容
10．アレルギー食、乳児食等多様なメニューに対する対応力又は契約締結内容
11．その他
 具体的に記入（ ）

（4）搬入元は、調理業務従事者に対し、定期的に健康診断及び検便を実施していますか。あてはまるもの1つに○をしてください。【事業者】

1．実施している
2．実施していない

（5）搬入元に対し、定期的に健康診断及び検便の実施状況及び結果を確認していますか。あてはまるもの1つに○をしてください。【市町村、
施設】

1．確認している
2．確認していない

（6）搬入元とは契約書を締結若しくは覚書を交わし、又は確認事項を書面で取り交わしましたか。あてはまるもの1つに○をしてください。
【市町村】

1．取り交わした
2．取り交わしていない

（6－a）（6）において、「1 取り交わした」と答えた市町村のみお答えください。契約書又は確認事項を記載した書面（以下「契約書等」と
言います。）にはどのような条件を付していますか。あてはまるもの全てに○をしてください。【市町村】

1．発達段階に応じた対応の義務づけ
2．アレルギー児への対応の義務づけ
3．体調不良児に対する対応の義務づけ
4．食材に関する内容
5. 食育の推進
6. 給食の提供回数
7. 外部搬入の対象とする年齢
8. 給食内容等について定期的に検討する施設と事業者側で構成する会議に係る内容
9．その他
 具体的に記入（ ）

3 給食の内容
（1）給食材料、献立等の決定は誰がどのように行っていますか。あてはまるもの1つに○をしてください。【施設】

A．献立の決定について
a．市町村保育担当部局が決定
b．施設が決定
c．事業者が決定
d．事業者と施設が相談して決定
e．その他

 具体的に記入（ ）

B．給食材料の決定について
a．市町村保育担当部局が決定
b．施設が決定
c．事業者が決定
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公立幼保連携型認定こども園の給食の外部搬入容認事業に係る弊害調査集計表

d．事業者と施設が相談して決定
e．その他

 具体的に記入（ ）

（2）施設は、入所児童の栄養基準及び献立の作成基準等を、事前に搬入元に対し明示していますか。あてはまるもの1つに○をしてください。
（事業者側の栄養士等で作成基準を策定している場合は、明示していないを選択してください。）【施設】

1．明示している
・誰が明示していますか
a．市町村保育担当部局
b．施設
c．その他

 具体的に記入（ ）

・何を明示していますか（複数回答可）
a．栄養基準
b．献立の作成基準
c．食材の購入基準
d．年齢に応じた調理加工基準
e．アレルギー児への対応
f．体調不良児への対応
g．その他

 具体的に記入（ ）

2．明示していない
・明示していない理由は何ですか

a．事業者の栄養士等が作成することとしているため
b．事業者の栄養士等以外の事業者の職員が作成することとしているため
c．明示することはそもそも考えていないため
d．その他

 具体的に記入（ ）

（2－a）（2）において、「1 明示している」と答えた施設のみお答えください。明示している場合には、献立表が当該基準どおり作成されて
いるか事前に確認が行われていますか。あてはまるもの1つに○をしてください。【施設】

1．確認を行っている
2．確認を行っていない

（2－b）（2）において、「2 明示していない」中、a又はbと答えた施設のみお答えください。事業者ではどのような基準を作成しているか確
認していますか。あてはまるもの1つに○をしてください。【施設】

1．事前に確認している
・事前に確認している場合、次の中から、確認している内容すべてに○をしてください。

a．栄養基準
b．献立の作成基準
c．食材の購入基準
d．年齢に応じた調理加工基準
e．アレルギー児への対応
f．体調不良児への対応
g．その他

 具体的に記入（ ）
2．事前に確認していないが、事後に確認している
3．確認していない

（2－c）（2）において、「2 明示していない」中、a又はbと答えた施設で、（2-b）において「1 事前に確認している」と回答した施設のみ
お答えください。献立表が事業者が作成した基準どおり作成されているか事前に確認を行いましたか。あてはまるもの1つに○をしてくださ
い。【施設】

1．事前に確認を行った
2．事前に確認を行っていない

（3）給食内容等について定期的に検討する、施設と事業者側で構成する会議を設置していますか。1、2のうちあてはまるもの1つに○をしてく
ださい。【施設】

1．設置している
・誰が会議に参加していますか。aからjのうち、あてはまるもの全てに○をしてください。

a．市町村保育担当部局
b．施設の長
c. 施設の保育従事者
d. 施設の栄養士等
e. 施設の調理員
f．事業者の長
g. 事業者の栄養士等
h. 事業者の調理員
i. 事業者のその他の職員
j．その他

 具体的に記入（ ）
2．設置していない

4 事故等の発生

（1）外部搬入の実施期間中において、実際に、食物アレルギー対応、誤飲、食中毒等のひやりはっと事例はありましたか。あてはまるもの1つ
に○をしてください。【市町村、施設、事業者】

1．何らかのひやりはっと事例が発生した
 具体的に記入（ ）
2．特になし

（2）外部搬入の実施期間中において、実際に、食中毒や異物混入等の事故は起こりませんでしたか。1、2のうちあてはまるもの1つに○をして
ください。【市町村、施設、事業者】

1．何らかの事故が発生した
2．事故は発生していない

5 施設における給食の配膳方法等

（1）延長保育等の実施により1日の給食回数と1日の搬入回数が異なっている場合のみお答えください。昼の給食時以外の時には実際にどのよ
うに配膳していますか。あてはまるもの全てに○をしてください。【施設】
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1. 外部搬入、自園調理、市販品の活用を組み合わせ、配膳を行っている
2．搬入後、保管された給食を施設において温め直している
3．搬入後、保管された給食(本来温めるなどの必要のないもの)をそのまま配膳している
4．搬入後、保管された給食について、本来温めるなどの必要があるが人員の問題からそのまま配膳している
5．搬入後、保管された給食について、本来温めるなどの必要があるが設備の問題からそのまま配膳している
6．離乳食期の乳幼児のみ、簡単な調理のうえ配食している
7．その他
具体的に（ ）

6 子どもの発達状況に応じた適切な食事の提供

(1)離乳食について、月齢・発達に応じて、何段階で外部搬入による給食を提供していますか。あてはまるもの1つに○をしてください。
（注）離乳食初期、離乳食中期、離乳食後期、離乳食完了期で分けて、給食を作って提供している場合には、４段階となります。【施設】

1．1段階
2．2段階
3．3段階
4．4段階
5．5段階以上
6．離乳食は外部搬入をしていない。（自園で作っている。）
7．離乳する月齢の入所児童に対して特別に離乳食を提供していない。（通常の給食を提供している。）
8．その他
 具体的に記入（ ）

（2）搬入元は、当該施設のほか、どのような施設に給食等を提供していますか。あてはまるもの全てに○をしてください。【事業者】
1．他の認定こども園、保育所等
2．幼稚園
3．小学校
4．中学校
5．高校
6．その他の児童福祉施設
6．児童福祉施設以外の社会福祉施設
7．病院
8．その他
 具体的に記入（ ）

（3-a）3歳未満児の給食について、搬入元が、就学前児童以外に小学生や高齢者など他の年齢層の者の食事も同時に提供している場合、これら
の者と同じ構成の食事内容ですか。若しくは、何らか食事内容を変更して提供していますか。1、2のうちあてはまるもの1つに○をしてくださ
い。※3歳未満児に対し、外部搬入の給食を提供している場合のみお答えください。【事業者】

1．変更している
・変更している場合、つぎのaからfのうち、あてはまるもの全てに○をしてください。
a．給食の量を調整している
b．食材の種類（繊維の多い食材等）や、きざんだり、つぶしたりするなど食べやすいように形態を調整している
c．味を薄くするなど味付けを調整している
d. 団子や魚の小骨など窒息等の事故が起こる恐れのあるものを除いている
f．その他

 具体的に記入（ ）
2．変更していない

（3-b）3歳未満児の給食について、搬入元が、就学前児童以外に小学生や高齢者など他の年齢層の者の食事も同時に提供している場合、食事内
容を変更しなかった理由は何ですか。あてはまるもの全てに○をしてください。【事業者】

1．就学前児童だけ別に給食を作ることは、設備的に困難であるため
・困難な理由を具体的に（ ）

2．就学前児童だけ別に給食を作ることは、人員的に困難であるため
・困難な理由を具体的に（ ）

3．就学前児童だけ別に給食を作ることは、1、2以外の理由で困難であるため
・困難な理由を具体的に（ ）

4．就学前児童だけ別に給食を作ることは、そもそも検討しなかった
5．その他
 具体的に記入（ ）

(3-c)3歳未満児の給食について、外部搬入による給食について、個々の入所児童の発達段階に応じてきざみ等を行うなど、適切な対応をしてい
ますか。あてはまるもの全てに○をしてください。【施設】

1．個々の入所児童の発達段階に応じた対応をしている
a．給食の量を調整している
b．食材の種類（繊維の多い食材等）や、きざんだり、つぶしたりするなど食べやすいように形態を調整している

  c．味を薄くするなど味付けを調整している
  d. 団子や魚の小骨など窒息等の事故が起こる恐れのあるものを除いている
  e．その他
 具体的に記入（ ）
2．個々の入所児童の発達段階に応じた対応をしてない

（3-d）3歳未満児の給食について、(3-c)のa～eの対応を行っている者は誰ですか。あてはまるもの1つに○をしてください。【施設】

a．対象児童の担任
b．その他の保育従事者
c．施設の栄養士等
d．施設の調理員
e. その他

具体的に記入（ ）

7 食物アレルギー児への対応
(1-a) このアンケート記入日において、3歳未満児のアレルギー児は何人いますか。あてはまるもの1つに○をしてください。【施設】

1. 0人
2. 1～3人
3. 4～6人
4. 7～9人
5. 10人以上

(1-b) このアンケート記入日において、3歳以上児のアレルギー児は何人いますか。あてはまるもの1つに○をしてください。【施設】
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1. 0人
2. 1～3人
3. 4～6人
4. 7～9人
5. 10人以上

（2）（1-a）又は（1-b）でアレルギー児が1人以上いると答えた施設のみ回答してください。従来、食物アレルギー児の給食はどのように実施
していましたか。あてはまるもの全てに○をしてください。【施設】

・食物アレルギー児の把握方法
1．入所申込書の記載又は入所申込み時の質問により把握していた
2．入所後の保護者との面談の際に申告させていた
3．保護者の自己申告に委ねていた
4．特段把握していなかった
5．その他
 具体的に記入（ ）

・食事方法
1．その日の献立内容に応じて、当該児童分だけ別に調理を行っていた
2．その日の献立内容に応じて、当該児童にだけ自宅から弁当を持参させていた
3．原則当該児童にだけ自宅から弁当を持参させていた
4．特に対応を異ならせていなかった
5．その他
 具体的に記入（ ）

（3）外部搬入を実施後、食物アレルギー児の給食はどのように実施していますか。【施設】
・食物アレルギー児の把握方法

1．入所申込書の記載又は入所申込み時の質問により把握している
2．入所後の保護者との面談の際に申告させている
3．保護者の自己申告に委ねている
4．特段把握していない
5．その他
 具体的に記入（ ）

・ 食事方法
1．その日の献立内容に応じて、当該児童分だけ保育施設内の調理機能を活用し、別に調理を行っている
2．その日の献立内容に応じて、当該児童分だけ外搬事業者が別に調理を行っている
3．その日の献立内容に応じて、当該児童にだけ自宅から弁当を持参させている
4．原則当該児童だけ自宅からの弁当を持参させている
5．特に対応を異ならせていない
6．その他
 具体的に記入（ ）

（4）食物アレルギー児に対する給食への対応に係るマニュアル（食物アレルギー児の把握、事業所への連絡などの手順をまとめたもの）を作
成していますか。あてはまるもの1つに○をしてください。【施設】

1．作成している
2．作成していない

（5）生活管理指導表を使用していますか。あてはまるもの1つに○をしてください。【施設】
1．使用している。
2．使用を検討中もしくは使用していない
・２の場合、aからhのうち、あてはまるもの1つに○をしてください。
a.自治体独自の書式を使用している（生活管理指導表に準じた書式）
b.自治体独自の書式を使用している（上記以外）
c.医師の診断書や血液検査結果を使用
d.使用したいが、関係者・関係機関の理解が得られない。
e.使用したいが、活用方法がわからない。
f.使用する必要性を感じない。
g.生活管理指導表を知らなかった。
h.その他（ ）

8 体調不良児への対応

(1)年平均で、1週間あたり3歳未満の体調不良児はのべ何人いますか。最もあてはまるもの1つに○をしてください。【施設】

1. 0人
2. 1～3人程度
3. 4～6人程度
4. 7～9人程度
5. 10人以上程度

（2）従来、体調不良児に対する給食はどのように実施していましたか。あてはまるもの全てに○をしてください。【施設】
・体調不良児の把握方法

1．登所時に保護者から聞き取り
2．登所時又は保育中の観察
3．連絡帳により把握
4．その他

 具体的に記入（ ）

・ 食事方法
1．その日の献立内容に応じて、当該児童分だけ別に調理(柔らかくしたりすることなどを含む。)を行っていた

2. 症状により量の加減や品目の除去又は変更を行う。（消化に悪いものをのぞき、消化に良いものだけを食べさせる、牛乳をお茶に替
える等）

3．特別な対応はしなかった
3．原則帰宅させていた
4．その他

 具体的に記入（ ）

（3）外部搬入を実施後、体調不良児の給食はどのように実施していますか。あてはまるもの全てに○をしてください。【施設】
・ 体調不良児の把握方法

1．登所時に保護者から聞き取り
2．登所時又は保育中の観察
3．連絡帳により把握
4．その他
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 具体的に記入（ ）

・ 食事方法
1．その日の献立内容に応じて、当該児童分だけ施設内の調理機能を活用し、施設において別に調理(柔らかくしたりすることなどを含
む)を行っている
2．その日の献立内容に応じて、当該児童分だけ外搬事業者が別に調理(柔らかくしたりすることなどを含む)を行っている
3．症状により量の加減や品目の除去又は変更を行う（消化の悪いものを除き、消化に良いものだけを食べさせる、牛乳をお茶に変える
4．特別な対応はしなかった
5．原則帰宅させている
6．その他

 具体的に記入（ ）

（4）体調不良児に対する給食への対応に係るマニュアル（体調不良児の把握、事業者への連絡などの手順をまとめたもの）を作成しています
か。また、事業者にその内容を把握させていますか。あてはまるもの1つに○をしてください。【施設】

1．作成している
2．作成していない

9 食育への取組み
（1）外部搬入実施前の取組について、実施していたもの全てに○をしてください。【施設】

1. 野菜作りを行うなど食材に目を向け、食材と給食との関係に関心を持つための取組の実施（例：野菜などの栽培や収穫を行う、旬ものや
季節感のある食材や料理を食べるなど）

2. 調理場面を見せる等調理者や食材の生産者に対し関心を持ち、これらの者に関心又は感謝の気持ちを持つための取組の実施（例：給食セ
ンターの見学等）

3. 調理保育（皮むき、洗う、切る、煮る、蒸すなど）を行う機会等を設ける
4. お誕生日会、季節に応じた行事食やバイキング等、いつもと違った食事スタイルの給食の実施
5. 食育計画を保護者に配布している
6. 地元産等、食材の選び方に配慮している
7. 施設と調理事業者で構成する定期的な連絡会を設けている

（2）外部搬入実施後の取組について、実施していたもの全てに○をしてください。【施設】

1. 野菜作りを行うなど食材に目を向け、食材と給食との関係に関心を持つための取組の実施（例：野菜などの栽培や収穫を行う、旬ものや
季節感のある食材や料理を食べるなど）

2. 調理場面を見せる等調理者や食材の生産者に対し関心を持ち、これらの者に関心又は感謝の気持ちを持つための取組の実施（例：給食セ
ンターの見学等）

3. 調理保育（皮むき、洗う、切る、煮る、蒸すなど）を行う機会等を設ける
4. お誕生日会、季節に応じた行事食やバイキング等、いつもと違った食事スタイルの給食の実施
5. 食育計画を保護者に配布している
6. 保護者が給食を見ることができるよう、展示している
7. 地元産等、食材の選び方に配慮している
8. 施設と調理事業者で構成する定期的な連絡会を設けている

（3）（1）で行っていた取組であって、（2）で行わなくなった取組がある場合のみお答えください。外部搬入実施前に行っていた取組が、外
部搬入実施後に行えなくなった理由は何ですか。あてはまるもの全てに○をしてください。【施設】

1．自園調理を行わなくなったため
2．コストを削減するため
3．その他
 具体的に記入（ ）

10 事後確認と改善に向けた取組み
（1）施設や市町村等の栄養士等により、献立等につき必要な事項を搬入元に対し指導・助言等を行っていますか。1、2のうちあてはまるもの1
つに○をしてください。【施設】

1．行った
2．行っていない
・行っていない場合、aからcのうち、あてはまるもの1つに○をしてください。

a．献立表は提出させるのみで栄養士等によるチェックは行っていない
  b．栄養士等にチェックさせているが、特に指導・助言等を行うべきことはなかった
  c．その他
 具体的に記入（ ）

（2）毎回、検食を行っていますか。あてはまるもの1つに○をしてください。【施設】
1．行っている
2．行っていない

（3）随時児童の嗜好調査の実施及び喫食状況の把握を行っていますか。1、2のうちあてはまるもの1つに○をしてください。【施設、事業者】

・嗜好調査について
1．実施

・実施している場合、あてはまるもの全てに○をしてください。
a．保護者からの聞き取り調査
b．児童からの聞き取り調査
c．日々の観察
d．その他

 具体的に記入（ ）
2．実施していない

・喫食状況の把握について
1．実施

・実施している場合、最もあてはまるもの1つに○をしてください。
a．毎食後、児童ごとに残食状況を記録
b．毎食後、全体的な残食状況を記録
c．定期的に、児童ごとの残食状況を記録
d．定期的に、全体的な残食状況を記録
e. 定期的に、巡回して観察し記録
f. 不定期に、気になったときだけ残食状況を記録
g．その他

 具体的に記入（ ）
2．実施していない
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（4）給食が、実際に栄養基準を満たしているかにつき確認を行っていますか（例えば、「献立の内容検討表」（献立によって摂取されること
が予想される栄養素量及びエネルギー量並びに食品使用量の一覧表）と「月次報告書」（献立を1ヶ月実施した後、実際に栄養素量及びエネル
ギー量並びに食品使用量が目標どおり提供できたかどうかの一覧表）の提出を事業者に対し求めるなど）。1、2のうち、あてはまるもの1つに
○をしてください。【施設】

1．行った
・行った場合、aからcのうちあてはまるもの1つに○をしてください。
a．毎日、報告等を受ける又は事業者との連絡会などで確認を行っている
b．毎月、報告等を受ける又は事業者との連絡会などで確認を行っている
c．その他

 具体的に記入（ ）
2．行っていない

（5）調理業務の衛生的取扱いについて確認等を行っていますか。1、2のうち、あてはまるもの1つに○をしてください。【施設】
1．行った（器具の消毒等につき点検表で確認など）

・行った場合、aからcのうちあてはまるもの1つに○をしてください。
  a．器具の消毒等につき点検表で確認
  b．食材検収表の記録
  c．その他
 具体的に記入（ ）
2．行っていない

（6）外部搬入を実施後、保護者等を対象にした試食会等の定期的な実施など、保護者の要望を反映させる取組みや保護者への情報提供を行っ
ていますか。1、2のうち、あてはまるもの1つに○をしてください。【施設】

1．行った
・行った場合、aからdのうちあてはまるもの1つに○をしてください。
a．給食の展示
b．給食だより等の発行
c．給食の試食会の実施
d．その他

 具体的に記入（ ）
2．行わなかった

（7）給食を食べた児童の反応等につき、施設において記録を残す等の措置を講じていますか。あてはまるもの1つに○をしてください。【施
設】

1．講じた
2．講じていない

（8）外部搬入された給食を食べた児童の反応等が、作り手（事業者）に伝わるように何らかの配慮を行いましたか。1、2のうち、あてはまる
もの1つに○をしてください。【施設】

1．行った
・行った場合、aからcのうちあてはまるもの全てに○をしてください。
a．搬入事業者との定期的な連絡（連絡ノート、電話連絡等）
b．事業者と施設との連絡会議を設けて報告
c．その他

 具体的に記入（ ）
2．行わなかった

（9）事業者と施設の間で、給食に係る情報のやりとりや課題の共有を行う仕組みはありますか。1、2のうち、あてはまるもの1つに○をしてく
ださい。【施設】

1．ある
・仕組みがある場合、aからcのうちあてはまるもの全てに○をしてください。
a．事業者と施設等で会議を設置し、定期的に情報交換等を行っている
b．事業者と施設等で報告書等により、定期的に情報交換等を行っている
c．その他

 具体的に記入（ ）
2．ない

Ⅲ 食事内容の評価
1 食事内容
（1）外部搬入実施後、給食の献立等には変化がありましたか。1、2のうちあてはまるもの1つに○をしてください。【保育従事者】

1．変化があった
・変化があった場合、aからjのうちあてはまるもの全てに○をしてください。

a．給食の献立そのもの（メニュー）が多様化した
b．アレルギー児、体調不良児への対応が容易になった
c．成長の度合いに応じ、給食の献立が多様になった
d．保育内容が豊かになった
e．給食の献立そのもの（メニュー）が画一化した
f．アレルギー児、体調不良児への対応が困難になった
g．各年齢を通じて小学校の給食の量を減らしただけの食事となった
h. 冷たいものをそのまま食べるようになった
i. 保育内容が豊かにならなかった
j．その他

 具体的に記入（ ）
2．変化がなかった

2 年齢に応じた給食の評価
（1）一人一人の月齢・年齢・発育状態や食事の回数・時機などに応じた適切な対応が行われましたか。1、2のうち、あてはまるもの1つに○を
してください。【保育従事者】

1．行われた
・行われた場合、aからcのうちあてはまるもの全てに○をしてください。

a．施設内調理の時よりも、年齢・月齢ごとの発育状況に応じた適切なメニューとなった
b．施設内調理の時から特段悪化した事項はない
c．その他

 具体的に記入（ ）

2．行われなかった
・行われなかった場合、aからeのうちあてはまるもの全てに○をしてください。

a．小学校の給食の量を減らしただけのような食事となった（年齢ごとに対応した食事ではなく、年齢を通じて量を変化させただけの画
一的な食事となった）
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b．乳幼児には不向きな調理（きざみ方、大きさ、辛さ、甘さ、塩分等）となった
c．低年齢児への対応がなおざりになった
d．延長保育、夜間保育等を行う場合の対応が以前より困難になった
e．その他

 具体的に記入（ ）

3 食物アレルギー児に対する給食
（1）Ⅱ7（1-a）又は（1-b）で、アレルギー児が1人以上いると答えた施設のみ回答してください。食物アレルギー児に対する給食に関し、適
切な対応が行われましたか。1、2のうちあてはまるもの1つに○をしてください。【保育従事者】

1．行われた
・行われた場合、aからcのうちあてはまるもの全てに○をしてください。

a．その日の献立内容に応じて、当該児童分だけ保育施設内の調理機能を活用し、別に調理を行っている
b．その日の献立内容に応じて、当該児童分だけ外搬事業者が別に調理を行っている
c．その他

 具体的に記入（ ）
2．行われなかった
・行われなかった場合、aからcのうちあてはまるもの全てに○をしてください。

a．その日の献立内容に応じて、当該児童にだけ自宅から弁当を持参させている
b．原則当該児童だけ自宅からの弁当を持参させている
c．その他

 具体的に記入（ ）

4 体調不良児に対する給食の評価
（1）体調不良児に対する給食に関し、適切な対応が行われましたか。1、2のうちあてはまるもの1つに○をしてください。【保育従事者】

1．行われた
・行われた場合、aからcのうちあてはまるもの全てに○をしてください。

a．その日の献立内容に応じて、当該児童分だけ別に調理(柔らかくしたりすることなどを含む。)を行っていた

b. 症状により量の加減や品目の除去又は変更を行う。（消化に悪いものをのぞき、消化に良いものだけを食べさせる、牛乳をお茶に替
える等）

c．その他
 具体的に記入（ ）
2．行われなかった
・行われなかった場合、a、bのうちあてはまるもの全てに○をしてください。

a. 原則帰宅させていたため、特に対応していない
b．その他

 具体的に記入（ ）

Ⅳ 総合評価
1 経営の効率化

（1）給食の外部搬入は、公立施設のコスト削減等効率的な運営に資することにつながりましたか。1、2のうちあてはまるもの1つに○をしてく
ださい。1を選択した場合には、a、bのうちあてはまるもの1つに○をしてください。【市町村】

1．つながった
a．給食調理の外部委託により、コストを削減できた。（コストの削減割合について、アからオのうちあてはまるもの1つに○をしてくだ

ア．3割以上
イ．2割以上3割未満
ウ．1割以上2割未満
エ．0.5割以上1割未満
オ．0.5割未満

b．その他
 具体的に記入（ ）

2．つながらなかった
 具体的に記入（ ）

2 外部搬入の総合評価
（1）施設において、給食を外部搬入した結果、生じた結果全てに○をしてください。【市町村、施設、保育従事者】

【外部搬入した結果 良くなった点】
a．体調不良児、アレルギー児、低年齢児への対応が容易になった
b．メニューが多様化した
c．コストが削減された
d．味が良くなった、残食が少なくなった
e．小学校・中学校などと一環的な給食の提供ができるようになった
f．地元食材の大量購入などにより、食育を進めることができた
g.その他
 具体的に記入（ ）
h.特になし

【外部搬入した結果 悪くなった点】
i．体調不良児、アレルギー児、低年齢児への対応が困難になった

j．メニューが画一化した
k．味が悪くなった、残食が多くなった
l．量が少ない又は多い
m．小骨の多い魚や、のどにつまりやすい食材の使用など幼児向きではない給食になった
n．配膳などの時間が自由にできなくなった
o. 食育の活動が十分に行えなくなった
p．保護者への支援が十分に行えなくなった
q．その他
 具体的に記入（ ）
r．特になし
t．保護者への支援が十分に行えなくなった
u．その他
 具体的に記入（ ）
v．特になし

3 外部搬入の要件について
（1）外部搬入を認めるための要件として追加すべきと考える事項について、aからhのうち、あてはまるもの全てに○をしてください。【市町
村、施設、保育従事者】

a．乳幼児専門の栄養士等の配置
b．乳幼児の発達段階にあわせた調理の実施（離乳食、きざみ方、事故の起こりそうな食材の除去など）
c．アレルギー児に係る対応のマニュアル化
d．体調不良児への対応のマニュアル化
e．外部搬入に係る責任者の配置又は明確化
f．事業者、施設等からなる、外部搬入に係る情報や課題を共有するための会議の設置
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g．乳幼児期の「食」の重要性を十分に考慮できているか
h．その他
 具体的に記入（ ）
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２００１ 公立幼保連携型認定こども園における給食の外部搬入方式の容認事   

業 

 

１．特例を設ける趣旨 

幼保連携型認定こども園においては、３歳未満児に対する給食の外部搬入

が原則認められていませんが、一定の要件を満たす場合、公立の幼保連携型認

定こども園に限って３歳未満児に対する給食の外部搬入が可能となるよう、特

例を設けるものです。 

  ※平成 26 年の地方からの提案等に関する対応方針に基づき、「構造改革特

別区域法第３条に基づく構造改革特別区域基本方針別表１の 920 公立保

育所における給食外部搬入の容認事業」の認定内容を、保育所だけでは

なく幼保連携型認定こども園にも対応させるもの。 

 

２．特例の概要 

構造改革特別区域内の公立幼保連携型認定こども園について、次の要件に

該当する場合、当該公立幼保連携型認定こども園における３歳未満児に対する

給食の外部搬入を可能とします。 

この場合において当該公立幼保連携型認定こども園は、当該食事の提供につ

いて当該方法によることとしてもなお、当該幼保連携型認定こども園において

行うことが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備える

ものとします。 
 

(1)  満三歳未満の園児に対する食事の提供の責任が当該公立幼保連携型認

定こども園にあり、その管理者が、衛生面、栄養面等業務上必要な注意を

果たし得るような体制及び調理業務の受託者との契約内容が確保されて

いること。 

(2)  当該公立幼保連携型認定こども園又は他の施設、保健所、市町村等の栄

養教諭その他の栄養士により、献立等について栄養の観点からの指導が受

けられる体制にある等、栄養教諭その他の栄養士による必要な配慮が行わ

れること。 

(3) 調理業務の受託者を、当該公立幼保連携型認定こども園における給食の

趣旨を十分に認識し、衛生面、栄養面等、調理業務を適切に遂行できる能

力を有する者とすること。 

(4)  満三歳未満の園児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事

の提供や、アレルギー、アトピー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、

満三歳未満の園児の食事の内容、回数及び時機に適切に応じることができ
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ること。 

(5)  食を通じた園児の健全育成を図る観点から、園児の発育及び発達の過程

に応じて食に関し配慮すべき事項を定めた食育に関する計画に基づき食

事を提供するよう努めること。 
 
また、本特例を適用するにあたっては、公立保育所における給食の外部搬入

方式の容認事業を行う場合の要件についても留意することとしています。 

 
３．基本方針の記載内容の解説 

 ①「公立幼保連携型認定こども園」 

   迅速かつ的確な指揮・監督を行い、衛生面等における安全性を担保する

ため、当該認定を受ける主体である市町村が設置主体である公立幼保連携

型認定こども園に限って３歳未満児に対する給食の外部搬入を可能としま

す。 

②「当該公立幼保連携型認定こども園又は他の施設、保健所、市町村等の栄

養教諭その他の栄養士により」 
   他の施設とは、公営の給食調理場等を想定しています。本事業は、公立

幼保連携型認定こども園についてその運営の合理化を進める等の観点から、

公営の給食調理場等を活用することにより、公立幼保連携型認定こども園

及び給食調理場相互で一体的な運営を行うこと等を想定しています。 

③「食育に関する計画に基づき食事を提供するよう努めること」 

食育に関する計画とは、市町村が策定している食育の計画等や「幼保連

携型認定こども園教育・保育要領」に基づき各幼保連携型認定こども園に

作成が求められている食育の計画等を指します。 

④「調理機能を有する設備」 

再加熱を行うための設備、冷蔵庫等の保存のための設備、給食を配膳す

るための適切な用具及びスペース、離乳食、食物アレルギー及び体調不良児

等の対応に支障が生じない設備を想定しています。 

⑤「公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業を行う場合の要件」 

「保育所における食事の提供について（平成２２年６月１日雇児第０６

０１第４号）」を指しています。 

 

４．特区計画及び添付書類の記載に当たって特に留意すべき点 

下記の点についてそれぞれ特区計画に具体的に記載していただきたいと考え

ております 

・ 保存、配膳等のために必要な調理機能を有する設備を設けていることを示
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すため、有する設備、衛生管理や防火への対応等 

・ 当該特例に係る公立幼保連携型認定こども園の管理者が衛生面、栄養面等

の注意を果たし得るような体制及び契約、受託者が園児の食事の内容・回

数・時機に適切に応じることができることを示す食事の提供体制等 

 

５．当該特例に関して特に必要な添付書類 

委託契約書の写し、設備を備える部屋の写真、図面等を添付していただきた

いと考えております。 
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番
号

都道府県
名

申請地方
公共団体

名
特区の名称 区域の範囲 特区の概要

規制の特
例措置の
番号

規制の特例措置の名称 認定回

## 福井県 坂井市 坂井すこやか給食特区 坂井市の全域

坂井市では多様化した保育ニーズに対応するため、乳児
保育、障害児保育、延長保育等様々な事業を行っている
が、少子化等の影響から定員割れが続いている。
そこで特区を活用し、公立保育所及び新設する認定こど

も園の給食を調理余力のある三国学校給食センターからの
外部搬入とすることで、調理業務の効率化・合理化を進め、
さらなる保育サービスの充実を図るとともに、地場産の米や
野菜類を用いた郷土料理や季節料理を盛り込んだ多彩な
メニューを提供するなどし、幼児期から中学校までの一貫し
た食育の実施と地産池消の推進に貢献する。

920（一部）
2001

・公立保育所における給
食の外部搬入方式の容
認事業
・公立幼保連携型認定こ
ども園における給食の外
部搬入方式の容認事業

第１７回（２）
平成20年8月22日

認定

## 岐阜県 恵那市 恵那市食育推進給食特区 恵那市の全域

恵那市では、子育て支援に対するニーズの多様化が進ん
でおり、地域全体で子育てを支え、守り育てる環境の整備
が急務となっている中、地産地消や食農教育を推進してい
る。
学校給食センターでは、積極的に地域で栽培された農作物
を利用しているが、公立こども園では園の規模が異なるた
め、単独での地元農作物の利用が難しい状況にある。この
ため、公立こども園の給食を学校給食センターから供給し、
地域の食材を利用することで、食農教育を推進するととも
に、望ましい食習慣の定着や心身の健全な育成を図り、子
ども達の健やかな成長を育む。

920（一部）
2001

・公立保育所における給
食の外部搬入容認
・公立幼保連携型認定こ
ども園における給食の外
部搬入方式の容認事業

第１５回
平成19年11月22

日認定

## 愛知県 常滑市
はばたけ未来へ！心豊かなとこ
なめっ子給食特区

常滑市の全域

常滑市では、保育に対する需要と多様なニーズに対応し
た子育て支援を市の重要施策と位置づけて取り組んでいる
が、公立保育所及び公立幼保連携型認定こども園の調理
室設備の老朽化と、増加する保育需要により、園内調理で
のきめ細かな対応が困難な状況にある。
このため、学校給食センターから給食の外部搬入を実施す
ることにより、給食の調理業務の効率化を推進し、保育
サービスを拡大し子育て支援を更に充実させるとともに、食
育と地産地消にも積極的に取り組む。

920（一部）
2001

・公立保育所における給
食の外部搬入容認
・公立幼保連携型認定こ
ども園における給食の外
部搬入方式の容認事業

第１７回（２）
平成20年8月22日

認定

## 三重県 伊賀市 伊賀市あんしん給食特区

伊賀市の区域
の一部（阿山
及び大山田地
区）

伊賀市では、現在、山間部において過疎化により保育所
児童が減少している。また、施設の老朽化により保育所内
での給食調理を行うことが困難な状況にある。このため、公
立保育所において給食の外部搬入方式を実施することで、
小規模の公立保育所の運営の合理化を図る。また、合理
化により節減された経費を財源として児童福祉の充実を図
る。さらに、学校給食とともに地産地消と食育に取組み、安
心安全な給食の提供を行う。

2001
・公立幼保連携型認定こ
ども園における給食の外
部搬入方式の容認事業

第１８回
平成20年11月11

日認定

## 大阪府 柏原市 元気でにこにこ柏原給食特区 柏原市の全域

本市の公立保育所は、建築年が昭和40年代から昭和50
年代と古く、調理室設備の老朽化と増加する保育需要によ
り、自園調理の実施が困難な状況にある。一方保育所で
は、よりきめ細やかな保育サービスに対する取り組みと、親
の子育ての負担を軽減するための施策を図る必要がある。
公立保育所における給食の外部搬入の実施により、安全
衛生面、食育等に十分配慮しながら、調理員の人件費の節
減や給食材料の一元購入など経費面での節減が図られ、
その財源を保育サービスの向上及び、子育て支援施策の
充実に活用することが可能となる。

920
2001

・公立保育所における給
食の外部搬入方式の容
認事業
・公立幼保連携型認定こ
ども園における給食の外
部搬入方式の容認事業

第２９回
平成24年11月30

日認定

## 兵庫県 市川町 市川町安心安全給食特区
兵庫県神崎郡
市川町の全域

市川町は、現在、公立保育所３園において、市川町安心
安全給食特区として学校給食共同調理所から外部搬入を
行っているが、少子高齢化の進行に伴い、公立の子育て支
援施設の再編を行うこととし、その一環として就学前施設再
編計画により、平成３１年３月に公立保育所３園と幼稚園１
園を廃止し、４月に幼保連携型認定こども園を２園開設する
こととしている。幼児期の食育について、地産地消、栄養士
による指導、料理教室など、安心安全な食の提供を継続す
るためには、衛生面安全面で設備の整った学校給食調理
所から給食を外部搬入するほうが効果的であることから、
新たに設置される認定こども園でも給食を外部搬入するこ
ととし、引き続き、働く親のニーズに添ったサービスの提供
に努める。

2001
・公立幼保連携型認定こ
ども園における給食の外
部搬入方式の容認事業

第１９回
平成21年3月27日

認定

## 香川県 綾川町 安心・安全の給食特区
香川県綾歌郡
宇多津町の全
域

綾川町内の一部地域（山田保育所：令和2年4月に認定こど
も園へ移行予定）の給食について、町立学校給食共同調理
場（民間委託）で調理し、外部搬入方式とすることにより効
率化し、経費の節減に繋げるとともに、幼稚園・保育所、小
学校、中学校と一貫した給食の提供を可能とし、調理施設
を活かした幅広い献立作成や地域の特産物を活用し「食
育」の推進を図る。

2001
・公立幼保連携型認定こ
ども園における給食の外
部搬入方式の容認事業

第４８回
令和元年8月14日

認定

規制の特例措置を適用した特区計画の一覧
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評価意見 

① 別表１の番号 ２００１ 

② 特定事業の名称 公立幼保連携型認定こども園における給食の外部搬入方式の容認事業 

③ 措置区分 政令・省令 

④ 
特区における規制の

特例措置の内容 

公立の幼保連携型認定こども園における３歳未満児への食事の提供につい

て、公立の保育所と同様に、給食の外部搬入を可能とする。 

⑤ 評価 その他（特例措置 920 の評価結果を踏まえ評価を行う） 

⑥ 
⑤の評価の判断の理

由等 

関係府省庁の調査によれば、給食の外部搬入により一部施設においてア

レルギー児や体調不良児への対応や発達段階に応じた食事の提供等につ

いて不十分な実態が確認されたが、実施する施設が少なく、全国展開により

外部搬入が増加した場合、新たに弊害が発生する可能性を否定できないこ

とから、児童に対する給食の安全性を確保するため、引き続き実施状況を把

握するとともに、慎重な検討が必要であるとのことであった。 

 

評価・調査委員会による調査では、実施する施設が少なく効果は限定的

であるが、調理の合理化等の効果が発現しているとともに、発達段階やアレ

ルギー、体調不良に対して、食材等の工夫や特別食、定例会議による関係

者間の情報共有等の対応を行っていることが確認された。 

 

 このような結果を考慮し、医療・福祉・労働部会においては、本特例措置に

ついて、共通の事情を有し一定の実績が蓄積されている特例措置920「公立

保育所における給食の外部搬入方式の容認事業」の評価を踏まえ、検討す

ることされた。 

 

特例措置920においては、本特例措置に関係する内容として、「関係府省

庁は、保育所の食事提供のリスク低減のため、具体的なリスク低減策を検

討し、その実施を各保育所等へ求め、調査等によるモニタリングにより実施

状況及び効果を検証しつつ、弊害解消策の構築に向けた取組を着実に実施

する。 

関係府省庁は、これらの取組を踏まえた保育所の対応、運営改善の状況

及び弊害解消策を評価・調査委員会に報告し、同委員会は２０２１年度まで

に改めて評価を行う。」旨の評価意見とされた。 

 

⑦ 今後の対応方針 

 関係府省庁は、認定こども園の食事提供のリスク低減のため、具体的な方

策を検討し、その実施を各施設に求め、調査等によるモニタリングにより実

施状況及び効果を検証しつつ、リスク低減の取組を着実に実施する。 

関係府省庁は、これらの取組を踏まえた認定こども園の対応、運営改善

の状況及びリスク低減策について２０２１年度までに評価・調査委員会に報

告する。 

 評価・調査委員会は、２０２１年度までに行う「公立保育所における給食の

外部搬入方式の容認事業」の評価も踏まえ、改めて評価を行う。 

⑧ 全国展開の実施内容 － 

⑨ 全国展開の実施時期 － 
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平成２８年度調査報告（規制の特例措置用）

１． 関係府省庁名 内閣府
２． 特例措置番号 2001
３． 特定事業の名称 公立幼保連携型認定こども園における給食の外部搬入方式の容認事業

４． 弊害の発生に関する調査

① 調査内容
公立幼保連携型認定こども園おける３歳未満児に対する給食の外部搬入を実施するにあたり、園児

の発達過程等に応じた配慮等がされているかどうか、外部搬入によりできなくなったことや生じた弊害
はあるか等について、状況を確認した。

② 調査方法 特例措置により外部搬入を実施している幼保連携型認定こども園に対して、アンケートを配布した。

③ 調査対象
特区認定を受けている６市町の内、実際に特例措置を実施している全ての幼保連携型認定こども園

（４市町７施設全園より回答有）

④ 実施スケジュール
2月3日…調査票発出
2月中～下旬…回答提出
3月中旬…結果とりまとめ

⑤ 調査結果

①発達段階に応じた食事の提供について
・ ６施設が、離乳時期の子どもに対して外部搬入による食事の提供をしていた。１施設は、
０～１歳の子どもが入園していなかった。

・ うち、２施設は、搬入元事業者が離乳食を含む発達段階に応じた食事の調整をしていたが、
４施設は３歳以上児と同様の食事で、担任の保育者が、量の調整、刻む・つぶすなどの形状の
調整、窒息の恐れのあるものを除去する等を行っているのみであった。

・ １施設は、外部搬入により発達段階に応じた柔軟な対応が難しくなったと回答している。

②アレルギー、体調不良児への配慮について
・ ７施設中３施設が、搬入元事業者がアレルギー対応食を調理し、４施設が当該園児については
家庭から弁当を持参させるという対応をとっていた。

・ 食物アレルギー児に対する給食への対応に係るマニュアルを作成しているのは３施設であり、
うち１施設は施設独自に作成し、２施設は自治体が作成しているものを活用しており、 いずれも
施設又は自治体が外搬事業者に内容を把握させていた。

・ ４施設はアレルギー対応に係るマニュアルを作成していなかった。
・ 「保育所におけるアレルギー対応ガイドライン」は、全ての施設が活用していた。
・ アレルギーを持つ子どもに対応するための委員会を設置しているのは２施設》であり、いずれも
外部搬入事業者も参加していた。

・ 体調不良児に対するマニュアルを作成し、食事を別に調理し提供しているのは、１施設のみで
あった。

③食育の取組について
・ 全ての施設において食育の計画が作成され、教育・保育の計画に位置付けられていた。
・ １施設が、外部搬入を実施して自園調理がなくなったことにより、調理実習や季節食の提供等
が困難になったと回答している。

・ 一方で、１施設が、外部搬入を行うことで地産地消の取組み（地元食材の活用等）が拡大したと
回答している。

④搬入元事業者との連携について
・ ６施設が市営の給食調理場（うち１施設は民間事業者に業務委託）からの搬入であり、１施設が
近接する他の公立幼保連携型認定こども園からの搬入であった。

・ 搬入元と契約書を締結若しくは覚書を交わし、又は確認事項を書面で取り交わしている
施設は、１施設のみであった。

・ 搬入元事業者に対し改善の要求をした施設は６施設あり、うち５施設は全体的又は部分的
に改善されたが、１施設は改善されなかった。

⑥

特区において適用
された規制の特例
措置による弊害の
発生の有無

今回の調査において、外部搬入により質の低下があったと回答した施設は１施設のみであったが、
質の低下がないと回答した施設についても、アレルギーを持つ子どもに対する対応や、発達段階に応
じた食事の提供が綿密にできていない実態が確認できた。
このような状況を踏まえると、保育の中で重要な位置を占める食事の提供について、質の低下をもた

らさずに外部搬入方式による給食を全国展開するには、依然として解決しなければならない課題が多
く、子どもの健やかな成長の観点から、慎重に検討を進める必要があると考える。

⑦
全国展開により発
生する弊害の有無

上記⑥の通り満３歳未満児の食事を外部搬入するにあたっては課題が見られ、また本事業の実施施
設も７施設と規模が小さいことから、全国展開にあたっては、より多くの施設での事業展開及び課題の
解消状況を踏まえた上で検討する必要があると考えられる。
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構造改革特別区域推進本部 評価・調査委員会 

令和３年度 規制の特例措置の評価に関する調査 
 

 

 

 

 

・本調査は、質問票１と質問票２により構成されています。 

・質問票１は、すべての特例措置について共通の質問です。 

・質問票２は、特例措置ごとに異なる質問です。 

・各設問の指示に従って、対応する回答票に記入してください。 

 

  

3



 
 

質問票１（規制の特例措置に共通の質問項目）  

 

Ｑ１－１ 

本特定事業の現在の進捗段階は特区認定時の予定どおりですか。あてはまる

ものを１つだけ選んでください。 

１．予定より進んでいる 

２．予定どおりに進んでいる 

３．予定より遅れている 

⇒「１．」「３．」を選択した場合 → Ｑ１－２へ 

 「２．」を選択した場合 → Ｑ２－１へ 

 

Ｑ１－２ ＜Ｑ１－１で「１．」「３．」を選んだ地方公共団体への質問＞ 

予定より進んでいる（遅れている）理由を具体的にご記入下さい。特に遅れて

いる場合、以下の事項についてお気づきの点があればご記入ください。 

・本特定事業における要件・手続きに関する事項 

・本特定事業に関連する他の法制度等に関する事項 

・現場での事業運営上の事項 

 

Ｑ２－１ 

本特定事業による効果は発現していますか。あてはまるものを選んでくださ

い（１と２は重複回答可）。また、その内容・理由について具体的にご記入く

ださい。 

１．計画当初から期待していた効果が発現している 

２．計画当初には期待していなかった効果が発現している 

３．発現していない 

４．わからない 

⇒「１．」「２．」を選択した場合 → Ｑ２－２へ 

 「３．」「４．」を選択した場合 → Ｑ３へ 

 

Ｑ２－２ ＜Ｑ２－１で「１．」「２．」を選んだ地方公共団体への質問＞ 

本特定事業により発現した効果は、地域の活性化につながっていますか。経済

的効果と社会的効果の面から、具体的にご記入ください。 

・経済的効果（雇用の創出、産業への波及、費用の節減等） 

・社会的効果（地域の高齢者の社会参加や活力向上、住民のまちづくりへの

取組み意識の向上等） 
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Ｑ３ 

本特定事業の実施にあたって、地方公共団体としてどのような役割を果たし

ていますか。また、特定事業者に対して何らかの支援を行いましたか。具体的

にご記入ください。 

 

Ｑ４ 

本特定事業がより活用されるように、貴地域において工夫されていることが

あれば、具体的にご記入ください。 
 

Ｑ５ 

本特定事業が成功するための最も重要な鍵は何と考えますか。具体的にご記

入ください。 
 

Ｑ６ 

本特定事業の実施で、他地域ではおそらく発現しないと思われる、貴地域特有

の条件による効果等がありますか。具体的にご記入ください。 
 

Ｑ７ 

本特定事業をより効果的・効率的に推進するために、追加で緩和することが望

ましい規制事項等があれば、具体的にご記入ください。 

 

Ｑ８ 

本特定事業の将来に向けての展望など、ご自由にご記入ください。 

 

⇒ 質問票１は以上です。質問票２へ進んでください。 
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質問票２ 

 
 

質問票２（規制の特例措置ごとに異なる質問項目） 

                             

特例措置番号 ８３４（８３５） 

特定事業の名称 地方公共団体の長による学校等施設の管理及び整備に関す

る事務の実施事業 

特例措置の内容 教育委員会が行うこととされている学校等施設の管理・整

備に関する事務を地方公共団体の長が実施することを可能

とする。 

 

まず、質問票１にある共通質問項目Ｑ１～Ｑ８までの回答を地方公共団体に

おいてご記入ください。 

次に、質問票２にあるＱ９に進んでください。Ｑ２２～Ｑ２５については教

育委員会からご意見を聴取の上、地方公共団体でご記入ください。 
 
Ｑ９ ＜地方公共団体への質問＞ 

事業を実施にするに当たって必要とされる規則の整備は、平成３１年３月時

点で終えたものと承知していますが、その後に当該規則の改正等が行われて

いる場合には、改正時期、改正された規則、改正内容をご回答ください。 

⇒ 回答欄９  

 
 
Ｑ１０ ＜地方公共団体への質問＞ 

貴市の特区計画には、計画の実施により期待される経済的社会的効果が記載

されておりますが、特区計画に示された以下の①～④に関し、現時点における

実際の効果の有無について、下記の A～D の中で最も当てはまるものを選択

するとともに、そのように考える理由を回答欄に記入願います。その際、得ら

れた便益や削減されたコストを示すなど、可能な限り定量的にご回答くださ

い。 

 Ａ 特区計画通りの効果が得られた 

 Ｂ 特区計画通りの効果があったとはいえないが、ある程度の効果は見ら

れた 

 Ｃ 特に効果は得られなかった 

 Ｄ 分からない（計画の事業が未実施であるため効果を検証できない場合

を含む） 

 

①学校等施設を含む公の施設の一体的な管理による効果 

②学校等施設を含む公の施設の一体的な整備による効果 

③耐震化等施設整備の計画的な検討及び計画管理の集中による効果 

④効率的な行財政運営（二重行政の解消等）による効果 

⇒ 回答欄１０  
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質問票２ 

 
 

Ｑ１１ ＜地方公共団体への質問＞（P） 

学校等施設管理費について、①小学校・中学校、②調理場、③図書館、④博物

館、⑤幼稚園、⑥公民館の別に平成 21年度から令和２年度まで年度別の推移

を回答下さい。 

（注）平成 27年度に貴市から回答いいただいた数字につき、直近の状況も含

め確認するものです。 

⇒ 回答欄１１ 

 

Ｑ１２ ＜地方公共団体への質問＞（P） 

社会教育施設の利用者数等について、①図書館、②博物館、③公民館の別に平

成 21年度から令和２年度まで年度別の推移を回答下さい。 

（注）平成 27年度に貴市から回答いいただいた数字につき、直近の状況も含

め確認するものです。 

⇒ 回答欄１２ 

 

Ｑ１３ ＜地方公共団体への質問＞（P） 

社会・経済的効果について、①学校施設、②学校給食センター、③図書館・博

物館、④公民館の別に回答下さい。 

（注）平成 30年度に貴市から回答いいただいた内容につき、直近の状況も含

め確認するものです。 

⇒ 回答欄１３ 

 

 

Ｑ１４ ＜地方公共団体への質問＞ 

綾織小学校整備事業について、「計画策定当初は学校の改築に併せて綾織児童

館を併設する予定だったが、地域を交えた検討の結果、小学校への併設は取り

やめる方針となった」（平成３１年３月時点）ものと承知しています。その後

の状況（「方針どおり、児童館の併設は行なっていない。児童館については、

既存の建物を継続して利用。」など）についてご回答ください。 

⇒ 回答欄１４ 

 

Ｑ１５ ＜地方公共団体への質問＞ 

綾織小学校の遊休施設（旧綾織中学校特別教室棟）は、「地元の地域づくり団

体などからの活用希望を踏まえ、平成３１年度から地域振興団体等へ貸し出

しができるように環境整備を進めて行く予定」（平成３１年３月時点）と承知

しています。その後の状況について、具体的に何に活用されているのか、活用

実績も含め令和元年度、２年度及び３年度上半期の状況についてご回答くだ

さい。 

⇒ 回答欄１５ 
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質問票２ 

 
 

Ｑ１６ ＜地方公共団体への質問＞ 

現行制度では、教育委員会が所管する施設等の管理を首長部局が行う場合、そ

の権限は、首長部局の職員等に委任されますが、当該特例措置においては首長

が権限を持つことになります。権限が首長部局の職員に委任される場合と比

較して、首長の権限として明確化されることによる利点、本特例措置の活用に

より生じた市行政の変化（改善点等）について、具体的に記載してください。 

⇒ 回答欄１６ 

 

Ｑ１７ ＜地方公共団体への質問＞ 

教育委員会から市長部局に担当職員を異動し、市長部局が管理（施設整備、修

繕等）する態勢を平成 30年４月からとっているものと承知しています。これ

により、どのような事務の効率化が図られているか、職員定数の変化、異動前

と異動後における業務処理の流れの相違、具体的に教育委員会事務局から市

長部局に移管された業務・作業内容、市長部局において他の行政財産も含め一

体的に管理することで効率化された作業時間（書類の作成、連絡調整に係る時

間の短縮など）についてご回答下さい。 

⇒ 回答欄１７ 

 

Ｑ１８ ＜地方公共団体への質問＞ 

教育における政治的中立性を担保するため、構造改革特別区域法第 29条第２

項では、「学校等施設の管理及び整備に関する事務のうち学校等における教育

活動と密接な関連を有するもの」については、「認定地方公共団体の長はあら

かじめ教育委員会の意見を聴かなければならない」とされています。貴市で

は、どのように運用しているのか、具体的な内容をご記入下さい。 

⇒ 回答欄１８ 

 

Ｑ１９ ＜地方公共団体への質問＞ 

貴市では、学校等施設の目的外使用の許可、管理、整備についてどのような手

続で対応、判断していますか。教育委員会の意見と相違する場合はありました

か。相違した場合には、どのように調整して対応しましたか。 

⇒ 回答欄１９ 

 

Ｑ２０ ＜地方公共団体への質問＞ 

貴市では、施設の一体的な管理・整備について、首長と教育委員会両者の合意

形成を円滑に実施する工夫として、実施している対策はありますか。具体的な

内容をご記入ください。 

⇒ 回答欄２０  

 

Ｑ２１ ＜地方公共団体への質問＞ 

学校等の施設と他の公共施設との管理・整備を首長が一体的に実施すること
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質問票２ 

 
 

で、利用者の利便性の向上は図られましたか。また、施設を利用する市民の

方々の評判は良くなりましたか。施設利用者へのアンケートを実施するなど

により、その結果も含め具体的にご記入ください。 

⇒ 回答欄２１ 

 

Ｑ２２ ＜教育委員会への質問＞ 

教育における政治的中立性を担保するため、構造改革特別区域法第 29条第２

項では、「学校等施設の管理及び整備に関する事務のうち学校等における教育

活動と密接な関連を有するもの」については、「認定地方公共団体の長はあら

かじめ教育委員会の意見を聴かなければならない」とされています。政治的中

立性を担保する上で、現行の規定だけでは不十分と感じる点はありますか。仮

に不十分と感じる点がある場合には、具体的にどのような要件（措置）が必要

と考えますか、具体的な内容をご記入下さい。 

⇒ 回答欄２２ 

 

Ｑ２３ ＜教育委員会への質問＞ 

教育委員会から出された意見と市の考えが相違する場合はありましたか。そ

の場合、どのような調整が行われましたか。 

⇒ 回答欄２３ 

 

Ｑ２４＜教育委員会への質問＞ 

学校等の施設の管理・整備を教育委員会が担わなくなったことにより、教育活

動や学校の安全面などへの配慮の観点から、本特例措置を改善すべきと考え

られる点はありますか。その内容について具体的にご記入ください。 

⇒ 回答欄２４ 

 

Ｑ２５ ＜教育委員会への質問＞ 

学校等施設の管理・整備の事務作業を首長部局で行うことにより、教育委員会

の業務が教育内容に特化され、教育内容を充実させる取組みが容易になった

等の効果はみられたでしょうか。その効果について具体的にご記入ください。 

⇒ 回答欄２５ 

 

質問はこれで終わりです。ご協力ありがとうございました。 
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令和３年度調査の概要 

 
１．関係府省庁名   

２．特例措置番号   

３．特定事業の名称  

４．弊害の発生に関する調査 

① 調査内容 ・特定事業の実施状況について 

・特定事業を実施できていない場合、その原因について 

・規制の特例措置の実施に支障がないかについて 

※特に、これまでの評価意見等で指摘された点への対応状

況について 

② 調査方法 ・電子メールによる書面調査 

・必要に応じ、ヒアリング 

③ 調査対象 認定地方公共団体 

 

④ 実施スケジュール 調査票の配布     令和３年 11 月 

調査票の回収     令和４年１月 

調査結果とりまとめ  令和４年１月 

 

※予定 

 

 

５．担当連絡先 

① 所属 文部科学省初等中等教育局初等中等教育企画課地方教育

行政係 

② 役職 専門官 

③ 氏名 弓岡 美菜 

④ ＴＥＬ 03-6734-4678 

⑤ ＦＡＸ 03-6734-3731 

⑥ メールアドレス yumioka@mext.go.jp 

 

 

  

文部科学省 

834（835） 

地方公共団体の長による学校等施設の管理及び整備に関

する事務の実施事業 
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【記載要領】 

 

① 調査内容 ※どのような弊害を想定し、何を明らかにするための調査か

を記入してください。具体的には以下のとおり。 

・特定事業の実施状況について 

・特定事業を実施できていない原因について 

・規制の特例措置の実施に支障がないかについて 

 

② 調査方法 ※原則書面の送付による調査とします（電子メールを含む）。 

※書面調査を行った上で、ヒアリング、現地調査等、必要に応

じて追加的に行う調査方法があれば記入してください。 

 

③ 調査対象 ※調査の対象となる全ての主体を具体的に記入してくださ

い。 

（認定地方公共団体、事業者の他、利用者等にも調査を行う

場合等、全ての対象を記入願います。） 

 

④ 実施スケジュール ※特段の事情がない限り、実施スケジュールは以下のとおり

お願いします。 

調査票の配布     令和３年 11 月 

調査票の回収     令和４年１月 

調査結果とりまとめ  令和４年１月 

なお、ヒアリング・現地調査を行う場合も、令和４年１月中にと

りまとめを終えるようにしてください。 
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令和３年度 構造改革特別区域において講じられた規制の特例措置に係る評価 

岩手県遠野市「学びのプラットホーム特区」について【調査票】 

 
 
○ 貴市において現在取り組んでいる構造改革特区に係る事業に関し、以下の質問にご回

答下さい。 
○ 令和 3 年●月 1 日時点で御回答ください。 
○ 回答期限は令和●年●月●日（●）（厳守・必着）とさせていただきます。 
○ 調査票の内容についてご不明な点があれば、お問い合わせください（03-6734-4678）。 
 
＜担当者について＞※本件に関する総括・窓口担当者を御教示ください。 
 

担当部署名  
担当者氏名  
連絡先 直通電話番号：xxxx-xx-xxxx 内線 xxxx 

E-mail：xxx@xxxxx 
 
 
＜調査事項＞ 
 
１．特区計画（特区事業）の実施状況について 
 
※ 本項目では、貴市の構造改革特区計画（特例措置番号 834・835）の達成状況につい

てうかがいます。構造改革特区計画で掲げられている各事業等に関し、以下の（１）

～（６）の設問について、調査時点である令和●年●月 1 日現在における達成状況等

について回答願います。 
 
※ 事業の実施に当たり、貴市において制定された条例・規則等があれば資料として提

出願います。 
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（１）学校施設の管理・整備に係る市長部局への権限の移管に関する規則の整備状況 
及び図書館・博物館に関する規則の整備状況 

 
① 平成 31 年 3 月時点において、整備が遅れていた条例・規則を整備した旨を確認し

たところですが、あらためて現在の条例・規則をご提出ください。（その際、本特区の

関連箇所に下線を引いて提出してください。） 
  また、当該条例・規則の改正状況及び運用状況について、具体的かつ網羅的に記載

願います。 
 
【提出いただきたい条例・規則】 

1. 遠野市行政組織条例 
2. 遠野市市長部局行政組織規則 
3. 遠野市教育委員会行政組織規則 
4. 遠野市民センター所長等に対する事務委任規則 
5. 市民センター管理運営規則 
6. 構造改革特別区域法第 29条第 2項の規定により遠野市教育委員会の意見を聴くこ

とに関する規則 
7. 遠野市立小中学校管理規則 
8. 遠野市立学校施設の開放に関する規則 
9. 遠野市立学校施設使用に関する条例 

 
【条例・規則の改正状況】 
 
 
 
 
 
【条例・規則の運用状況】（運用上発生した疑義・課題及びその解消策等） 
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② 平成 30 年 4 月より担当職員を教育委員会から市長部局に異動し、市長部局におい

て管理する体制を取ったとのことですが、平成 27 年度評価意見では、実態上、教育委

員会事務局職員が兼務等しており、特区の目標である「市長が公の施設の管理・整備

を総合的に担当し、教育委員会は教育内容に専念できる環境を整える」体制になって

いないとの指摘がなされています。当該指摘を受けて、人員体制をどのように整備し、

どのような効果が生じたのか、定量的指標を示しながら具体的に記載願います。 
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③ 学校施設の管理及び整備について、平成 31 年 3 月時点では、市長部局の管理の範

囲が建物に限られるなど、特例措置の一部のみが運用されている状況であったため、

特例措置の目的を達成する効果は出ていないが、平成 30 年 4 月の規則改正において

事務分掌を見直し、役割分担を明確にしたことにより、今後効果が現れてくると想定

されていたところです。 
規則等の整備後に、教育活動・安全管理等や事務負担・管理コスト軽減の面でもた

らされた効果や、生じた支障・課題等について、定量的指標を示しながら具体的に記

載願います。 
 
 
 
 
 

 
 
④ 市長部局で学校施設を管理するにあたり、教育委員会が使用する際の手続き（施設

の一次利用許可や包括利用許可などを行っているか等）について、具体的に記載願い

ます。 
 
 
 
 
 

 
 
⑤ 今回の市長への権限移譲により、教育委員会が整備に関する事務を担当していた場

合に生じていた制度的支障をどのように改善する効果が生じたのか、定量的指標を示

しながら具体的に記載願います。 
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（２）小学校への児童館併設事業（特区計画記載事業）及び保育園整備について 
 

平成 31 年 3 月時点において未着手・整備予定となっていた綾織小学校への児童館併

設事業については、児童館の小学校への併設は取り止め、綾織保育園については旧綾織

小学校校庭に整備することが決定したと報告されていますが、この事業の調査時点での

以下の事項の状況について回答願います。 
 
① 上記 2 箇所の整備に関し、当初計画を達成できなかった理由と、現在の活用状況に

ついて具体的かつ定量的指標を示しながら記載願います。 
 

※定量的な評価が可能となるよう、コスト削減効果や利用人数等の指標を示しながら

記載して下さい。 

 

 

【綾織児童館】（既存の建物を継続して利用し、小学校への併設は計画を取り止め） 

 

 

 

【綾織保育園】（旧綾織小学校校庭に整備、整備時期は平成 31年度を予定） 

 

 

 
 
 
② 今回の市長への権限移譲により、児童館及び保育園の整備に関連して、教育委員会

が学校等に係る整備に関する事務を担当していた場合に生じていた制度的支障をどの

ように改善する効果が生じたのか、定量的指標を示しながら具体的に記載願います。 
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（３）総合教育会議等の場における本特例措置の位置づけについて 
 

平成 31 年 3 月時点において、「総合教育会議では、本特例措置に関してこれまで議論

されていないが、条例改正に伴う運営体制の変更に伴い、状況に応じて協議をする場を

設けることは必要であると捉えている」とされています。 
 
上記に関し、その後何らかの協議の場が設けられたかについて、具体的かつ網羅的に

記載願います。また、もし設けられていない場合は、その理由についても具体的に記載

願います。 
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（５）教育における政治的中立性の担保等について 
 

本特例措置の運用にあたり、構造改革特別区域法第 29 条において、教育の政治的中立

性の担保や、学校等における教育活動の適切な実施に支障を及ぼすことのないよう、認

定地方公共団体の長は教育委員会の意見を聴かなければならない旨定められています。

これを受けて、貴市においては規則を定め、運用していると承知しています。 
 

① 当該規定及び貴市の規則に則り行われた教育委員会からの意見聴取について、下記

の欄に網羅的に回答願います。あわせて、各回における教育委員会からの意見、及び

議事録等の意見聴取の関連書類等あれば資料として提出願います。 
 

意見聴取を行った時期 意見聴取の内容 

平成 22 年 3 月 26 日 
構造改革特別区域法第 29 条第 2 項の規定により遠野市教

育委員会の意見を聴くことに関する規則の制定に関し意見

を求めることについて          （過去の回答） 

平成  年  月  日  

平成  年  月  日  

令和  年  月  日  

※欄が不足している場合は、お手数ですが適宜追加してください。 
 
② 本特例措置の実施に当たり、政治的中立性の担保や学校等における教育活動の適切

な実施に関し生じた疑義・支障等があれば、具体的かつ網羅的に記載願います。（施設

の目的外利用許可の関係等） 
 
 
 

 
③ 本特例措置の実施に当たり、営利企業等による学校施設の利用等に関し生じた効果

（円滑化した等）や疑義・支障等があれば、具体的かつ網羅的に記載願います。 
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（６）児童生徒や市民の目線に沿った効果的・効率的な行財政運営の実現 
 
① 構想改革特別区域の目標として、学校等施設を含めた公の施設の管理・整備の一元

化によって、遊休スペースの利活用など、施設の効率的な管理が実現するとあります。 
この目標に関する調査時点での達成状況について、定量的指標を示しながら具体的

かつ網羅的に記載願います。また、目標を達成できなかった場合は、その理由につい

ても具体的に記載願います。その際、余裕教室や廃校の活用状況、遊休スペースの利

活用に当たり、どのような意思決定過程を経たかという点、給食センターの整備以外

で、効率的な管理の実現状況（経費面、教育委員会・学校の教職員の負担面など）に

ついて記載願います。 
 
 
 
 
 

さらに、上記目標に関連するデータを提出願います。「余裕教室や廃校の活用状況」、

「管理権限を教育委員会から市長へ移譲した 40 施設の施設管理費の推移」、「教育委

員会・学校の教職員の負担軽減の状況」が分かる資料（いずれも過去 10 年度分程度）

は含めてください（これらの項目について該当資料がない場合はその旨上記枠内に記

載願います。）。 
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② 構想改革特別区域の目標として、施設整備に関する計画の進行管理の集中化や小規

模自治体の身の丈に応じた組織体制を構築するとあります。 
この目標に関する調査時点での達成状況について、定量的指標を示しながら具体的

かつ網羅的に記載願います。また、目標を達成できなかった場合は、その理由につい

ても具体的に記載願います。その際、「施設整備に関する計画の進行管理の集中化」に

ついて、具体的にどのような取組を実施したのか（学校施設を含む公共施設全体の横

断的な整備に向けた検討体制の構築、計画の策定など）、学校施設の整備に関する優先

順位がどのように変わったのか、教育内容や指導方法と不可分となる学校施設整備の

案件について、教育委員会とどのように連携して対応したかという点についても記載

願います。 
 
 
 
 
 
さらに、上記目標に関連するデータを提出願います。「域内の学校以外の公共施設整

備の予算の推移」「域内の学校施設整備の予算の推移」（過去 10 年度分程度）は含めて

ください（該当資料がない場合はその旨上記枠内に記載願います。）。 
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２．特区事業への評価について 
 
（１）特区事業に対する外部有識者からの評価について 
 
① 学識経験者からの意見聴取を行いましたか。 

□実施した  □実施していない 
 
② どのような学識経験者から意見を聴取しましたか。（複数回答可） 

□大学教授等  □企業関係者  □弁護士、税理士、公認会計士等 
□NPO 関係者  □PTA 関係者・保護者  □その他（       ） 

 
③ 意見聴取の方法についてご教示下さい。（複数回答可） 

□評価委員会等を開催   □個別にヒアリングを開催   □そ の 他

（       ） 
 
④ 外部有識者からの意見聴取・評価の結果の概要を回答願います。 

 

 
⑤ 意見聴取をした結果の公表方法についてご教示下さい。（複数回答可） 

□広報紙  □ホームページ  □ＴＶ  □新聞 
□その他（          ） 
□公表していない 

 
※学識経験者から聴取した意見についての資料を添付願います。 

 
 
（２）特区事業に対する住民からの評価について 
 
① 住民から意見を聴取しましたか。 

□実施した  □実施していない 
 
② 意見聴取の方法についてご教示下さい。（複数回答可） 

□アンケート  □住民への説明会  □パブリック・コメント 
□その他（       ） 

22



 
 

 
③ 住民からの意見聴取・評価の結果の概要を回答願います。 

 

 
④ 意見聴取をした結果の公表方法についてご教示下さい。（複数回答可） 

□広報紙  □ホームページ  □ＴＶ  □新聞 
□その他（          ） 
□公表していない 

 
※住民から聴取した意見についての資料を添付願います。 

 
 
（３）特区事業についての政策評価について 
 
① 本特区事業を対象として政策評価を実施しましたか。 

□実施した  □実施していない 
 
② 政策評価を実施した場合、その評価結果の概要を回答願います。 

 
 
 
 
 

※政策評価に関する文書等の資料の添付をお願いいたします。 
  

23



 
 

（４）特区事業に関する遠野市議会における審議 
 

遠野市議会の審議で取り扱われた日時・質疑者を列記願います。 
日時 質疑者 

平成 21 年 12 月 8 日 菊池 巳喜男 一般質問           （過去の回答） 

平成 22 年 3 月 11 日 
市民センター条例の一部を改正する条例について、予算等審査

特別委員会に付託された審査の結果報告    （過去の回答） 

  

  

※該当する議事録を資料として添付願います。 
 
 
 
 
 
（調査は以上です。ご協力ありがとうございました。） 
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番号 834（835）
特定事業の名称 地方公共団体の長による学校等施設の管理及び整備に関する事務の実施事業
措置区分 法律
特例措置を講ずべ
き法令等の名称及
び条項

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第21条、第22
条等

特例措置を講ずべ
き法令等の現行規
定

学校等施設の管理及び整備に関する事務については、地方公共団体の教育委員会が
管理し、及び執行する。

特例措置の内容 １．地方公共団体が、その設定する構造改革特別区域において、当該地方公共団体
の教育委員会の所管に属する学校（学校教育法第１条に規定する学校をいい、大学
を除く。）及び社会教育機関（地方教育行政の組織及び運営に関する法律第30条に
規定する教育機関のうち社会教育に関するものをいう。）（以下「学校等」とい
う。）の校舎その他の施設（以下「学校等施設」という。）並びに当該地方公共団
体の長の所管に属する地方自治法第244条第１項に規定する公の施設（以下単に
「公の施設」という。）の利用及び配置の状況その他の地域の事情に照らし、当該
地方公共団体の長が学校等施設の管理及び整備に関する事務の全部又は一部を管理
し、及び執行することが、学校等施設及び公の施設の一体的な利用（学校等施設を
学校教育及び社会教育の目的以外の目的に使用することを含む。）又はこれらの総
合的な整備の促進を図るため必要であり、かつ、学校等における教育活動の適切な
実施に支障を及ぼすおそれがないと認めて内閣総理大臣の認定を申請し、その認定
を受けたときは、当該認定の日以後は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律
第21条及び第22条の規定にかかわらず、当該学校等施設の管理及び整備に関する事
務の全部又は一部については、当該地方公共団体の長が管理し、及び執行する。こ
の場合において、当該地方公共団体の長が管理する学校等施設については、同法第
28条の規定は、適用しない。
２．認定を受けた地方公共団体について、学校の管理機関（管理者）として教育委
員会のみを想定している社会教育法及び学校施設の確保に関する政令の規定に、当
該地方公共団体の長を加える読替えを行う。

同意の要件 特になし
特例措置に伴い必
要となる手続き

１．認定を受けた地方公共団体の長は、その管理し、及び執行する学校等施設の管
理及び整備に関する事務のうち学校等における教育活動と密接な関連を有するもの
として当該地方公共団体の規則で定めるものを管理し、及び執行するに当たって
は、当該地方公共団体の規則で定めるところにより、あらかじめ、当該地方公共団
体の教育委員会の意見を聴かなければならない。
２．認定を受けた地方公共団体の長は、１．の規則を制定し、又は改廃しようとす
るときは、あらかじめ、当該地方公共団体の教育委員会の意見を聴かなければなら
ない。
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８３４（８３５） 地方公共団体の長による学校等施設の管理及び整備に関す 

る事務の実施事業 

 

１．特例を設ける趣旨 

学校及び社会教育機関（以下「学校等」という。）の施設（以下「学校等施

設」という。）と他の公の施設の一体的な管理や整備をすることにより、学校

等施設と公の施設との一体的な利用や、耐震化、バリアフリー化等の総合的な

整備の検討が促進されることや、複合施設の安全点検や利用許可などの管理業

務についても、複数業務を一元的に行うことで、住民の便宜や行政の効率性の

より一層の向上ができることから、構造改革特区において、教育委員会が行う

こととされている学校等施設の管理・整備に関する事務を地方公共団体の長が

実施することを認めるものです。 

 

２．特例の概要 

  地方公共団体の長が学校等施設の管理及び整備に関する事務の全部又は一

部を管理し、及び執行することについて、当該地方公共団体が、学校等施設

及び公の施設の一体的な利用又はこれらの総合的な整備の促進を図るため必

要であり、かつ、学校等における教育活動の適切な実施に支障を及ぼすおそ

れがないと認めて内閣総理大臣の認定を申請し、その認定を受けたときは、

認定の日以後は、当該学校等施設の管理及び整備に関する事務の全部又は一

部については、当該地方公共団体の長が管理し、及び執行することができま

す。 

  この際、認定を受けた地方公共団体の長は、学校等施設の管理及び整備に

関する事務のうち学校等における教育活動と密接な関連を有するものとして

当該地方公共団体の規則で定めるものを管理し、及び執行するに当たっては、

当該地方公共団体の規則で定めるところにより、あらかじめ、教育委員会の

意見を聴かなければなりません。 

また、上記の規則を制定し、又は改廃しようとするときにも、認定を受け

た地方公共団体の長は、あらかじめ、教育委員会の意見を聴かなければなり

ません。 

 

３．基本方針の記載内容の解説 

（１）「学校等施設の管理及び整備に関する事務」について 

   「学校等施設の管理に関する事務」としては、例えば、目的外使用の許

可、維持修繕、安全点検、清掃等の事務が挙げられます。 

また、「学校等施設の整備に関する事務」としては、例えば、施設の整

備に係る計画の策定（整備目標の設定等）、施設の設計・整備事業の実施、
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施設の複合化に係る施設の設計・整備事業の実施等の事務が挙げられます。

（学校等施設の設置及び廃止そのものに係る事務並びに人事管理及び運営

管理は含まれません。） 

 

（２）「校舎その他の施設」について 

学校に関しては校舎のほか、運動場、プール、体育館、給食施設等を、

社会教育機関に関しては公民館のほか、図書館、博物館等の施設を指しま

す。 

 

（３）「利用及び配置の状況」について 

「利用の状況」としては、学校等施設については余裕教室等が十分に活

用されているか、公の施設については住民のニーズが十分に満たされてい

るか等が挙げられます。また、「配置の状況」としては、どのような学校

等施設や公の施設がどこに配置されているか、複合化されていたり隣接し

て配置されていたりするか等一体的に利用を図る必要があるか、全体とし

て住民のニーズを十分満たすものとしての配置状況になっているか等が挙

げられます。 

 

（４）「その他の地域の事情」について 

例えば、将来的な人口の減少や増加を見越して学校等施設の整備を緊急

的に行わなければならない場合等、地方公共団体の長が一体的に事務を行

うことが適切と考えられる状況が想定されます。 

 

（５）「学校等施設及び公の施設の一体的な利用」について 

例えば、学校等施設に余裕教室等が生じている場合にこれを公の施設と

して活用し、複合施設として一体的に利用する場合や、学校等施設と公の

施設が隣接して設置されている場合にこれらを一体的に利用する場合等に

おいて、学校等施設を学校教育及び社会教育の目的に使用することだけで

なく、高齢者との交流スペース等教育以外の目的に使用することも想定さ

れ、具体的には様々なケースが考えられます。 

 

（６）「これらの総合的な整備」について 

例えば、学校等施設と公の施設について一体的な計画を策定する等総合

的な整備を行うことが想定され、具体的には様々なケースが考えられます。 

 

（７）「学校等における教育活動の適切な実施に支障を及ぼすおそれがない」

について 
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例えば、学校等施設と公の施設の複合化を行う場合には、複合化する公

の施設について教育活動へ悪影響を及ぼすような施設は避けるべきであ

り、また、学校等施設と公の施設の整備計画を一体として策定する場合に

も、その地域における教育内容に関わる施策と学校等施設の整備は、齟齬

をきたさないように行われるべきであると考えられます。 

 

（８）「学校等における教育活動と密接な関連を有するもの」について 

例えば、基本的な施設整備計画の策定等が想定されますが、それぞれの

地方公共団体において、地域の実情に応じて主体的に判断されるものです。 

 

４．特区計画及び添付書類の記載に当たって特に留意すべき点 

（１）以下の事項については可能な限り詳細に記載するようにしてください。 

① 移譲の対象となる事務及び施設、並びにその理由 

② 教育活動の適切な実施に支障を及ぼすおそれがないと認めた理由 

③ 学校等における教育活動と密接な関連を有するものとして教育委員

会から意見聴取することとするものの内容及び範囲、意見聴取の時期

及び手法等 

 

（２）認定後に策定することとなる地方公共団体の規則の案を可能な限り添付

するようにしてください。 

 

５．当該特例に関して特に必要な添付書類 

  特になし 
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番号
都道府県

名

申請地方
公共団体

名
特区の名称

区域の
範囲

特区の概要
規制の特
例措置の
番号

規制の特例措置
の名称

認定回

1 岩手県 遠野市
遠野市民センター 学
びのプラットホーム特
区

遠野市
の全域

遠野市では、昭和46年から市民セン
ター構想のもと、地域づくりと社会教育と
が連携し行政運営を行ってきた経緯があ
る。また、近年の過疎化に伴う人口減少、
少子高齢化の進行など、小規模自治体と
して一層効率的な行財政運営が求められ
ている。
そこで、本特例措置により学校等施設と

公の施設の一体的な管理・整備を行うこ
とによって、小規模でも効率的な行財政
運営を図る。また、一体的な施設の管理・
整備により教育活動と地域づくりとの更な
る一体感が醸成され、市民一丸となって
総合力が発揮される地域づくりを推進す
る。

834(835)

・地方公共団体の
長による学校等施
設の管理及び整
備に関する事務の
実施事業

第２１回
平成21年11月26日

認定

規制の特例措置を適用した特区計画の一覧
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評価意見 

 

① 別表１の番号 ８３４（８３５） 

② 特定事業の名称 
地方公共団体の長による学校等施設の管理及び整備に関する事務の実施

事業 

③ 措置区分 法律 

④ 
特区における規制の

特例措置の内容 

教育委員会が行うこととされている学校等施設の管理・整備に関する事務を

地方公共団体の長が実施することを可能とする。 

⑤ 評価 

その他（認定地方公共団体において構造改革特別区域法第 29 条の規定に

基づく規則の整備がなされ、特区計画上の事業が実施された後に、その運

用状況を見た上で、速やかに評価を行う。） 

⑥ 
⑤の評価の判断の理

由等 

 

 評価・調査委員会の調査では、学校等施設の管理・整備について概ね実

施済みであること、本特例措置の活用により教育委員会部局の人員削減や

コスト削減等の効果があることが確認された。 

 

関係府省庁の調査によれば、認定地方公共団体においては、構造改革

特別区域法（以下「特区法」という。）第29条の規定に基づく規則の整備が学

校施設、図書館及び博物館について未措置であるとのことであった。また、

特区計画に記載されている小学校への児童館併設事業については、未だ事

業計画の策定が行われておらず、事業自体が未着手段階にあるため効果・

弊害の評価自体が不可能であるとのことであった。さらに、社会教育施設の

利用者数が大幅に減少していること及び施設管理費が増加していること等

から少なくとも効果は見られないとのことであった。加えて、地方公共団体の

長が管理し、及び執行することとされた事務について、実態上、教育委員会

事務局の職員が補助執行や市長部局との兼務発令により従来どおり行って

いるため、特区の目標である「市長が公の施設の管理・整備を総合的に担

当し、教育委員会は教育内容に専念できる環境を整える」体制になっていな

いとのことであった。 

 

 教育部会の審議において、調査結果等を踏まえて委員より以下のとおり意

見が出された。 

 

本特例措置の現時点での全国展開は時期尚早である。再評価を行うにあた

り、関係府省庁及び事務局においては以下の点について確認、整理の上、

平成 28 年度に評価・調査委員会に報告すること。 

 

・認定地方公共団体において特区法第29条の規定に基づく規則の整備を早

急に進めるよう、関係府省庁及び事務局から認定地方公共団体に対して

引き続き規則の整備を促すこと。 

・特区計画に掲げられた小学校への児童館併設事業について、認定地方公

共団体として、今後、実施する見込みがあるか、あるとすればいつ事業計

画を策定するかについて、事務局より認定地方公共団体に確認すること。

少なくとも、認定地方公共団体においては、遅くとも規則整備までにはその

見解を明確にしておかれたい。 

・関係府省庁においては、本特例措置の全国展開を進めるという視点が重

要であり、どのようにすれば全国展開の可能性があるかについて事務局と

ともに検討すること。 
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・本特例措置に関して、他の地方公共団体の活用ニーズについて事務局に

おいて整理すること。 

・平成 27 年４月１日から各地方公共団体においては総合教育会議が始まっ

ているところ。認定地方公共団体の総合教育会議において本特例措置の

位置付けがどのように議論されているかについて事務局より認定地方公共

団体に確認すること。 

 

⑦ 今後の対応方針 

認定地方公共団体において特区法第 29 条の規定に基づく規則の整備がな

され、特区計画上の事業が実施された後に、その運用状況を見た上で、速

やかに評価を行う。 

関係府省庁及び事務局においては、認定地方公共団体に対して規則の整

備を促すこと。事務局においては、特区計画に掲げられた小学校への児童

館併設事業の実施目途及び認定地方公共団体の総合教育会議における本

特例措置の位置付けの議論について認定地方公共団体に確認することとも

に、本特例措置に関して他の地方公共団体の活用ニーズについて整理する

こと。関係府省庁においては、本特例措置の全国展開を進めるという視点が

重要であり、どのようにすれば全国展開の可能性があるかについて事務局

とともに検討すること。上記の確認・整理事項については、平成 28 年度に評

価・調査委員会に報告すること。 

⑧ 全国展開の実施内容 － 

⑨ 全国展開の実施時期 － 
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平成２７年度調査報告（規制の特例措置用）

１． 規制所管省庁名 文部科学省
２． 特例措置番号 834（835）
３． 特定事業の名称 地方公共団体の長による学校等施設の管理及び整備に関する事務の実施事業

４． 弊害の発生に関する調査

① 調査内容
１．本事業による弊害・効果及び本事業の運用状況等について書面による調査
２．関連資料・データの検証
３．特区計画の実施状況を実地調査

② 調査方法
書面による調査（調査票及び関連資料・データの収集）及び該当地方公共団体（岩手県遠野市）への
実地調査を実施

③ 調査対象 認定地方公共団体（１件：岩手県遠野市）

④ 実施スケジュール

【書面による調査（調査票の配付・回収）】
○配付：平成27年11月2日（月）
○回収：平成27年11月12日（木）

【実地調査（ヒアリングの実施】
平成27年11月18日（水）

⑤ 調査結果

構造改革特別区域法第29条第1項における規制の特例措置については、内閣総理大臣の認定の
日以後は「学校等施設の管理及び整備に関する事務の全部又は一部については、当該地方公共団
体の長が管理し、及び執行する」こととされているが、遠野市における特区計画は未だ完全に実施さ
れていないことが判明した。
例えば、
①行政組織規則上、公民館については、市長の権限と規定されている一方で、小学校及び中学校

施設の管理・整備に関する権限については、教育委員会のままに、総合食育センターについては、市
長と教育委員会双方の権限となっていること
②これらの権限に属する事務について、実態上、教育委員会事務局の職員が、補助執行や市長部

局との兼務発令により従来どおり行っているため、特区の目標である「市長が公の施設の管理・整備
を総合的に担当し、教育委員会は、教育内容に専念できる環境を整える」体制となっていないこと
③綾織小学校に綾織児童館を併設する施設整備について、関係機関の協議が整っていないため、

着手されていない状況であること
が認められた。
また、市長に施設の管理・整備権限が移譲された公民館や図書館等の利用者については減少傾向

にあり、具体的な経済的社会的効果は発現していない。

⑥

特区において適用
された規制の特例
措置による弊害の
発生の有無

遠野市によれば、特区計画は完全に実施されておらず、特区計画の完全実施及び特区の目標を達
成するには、あと３年程度必要とのこと。今後、本特例措置による弊害発生の有無の検証を行うため
には、その運用状況を見極めなければならず、これには計画内容が完全実施されてから相当期間を
要すると考えられる。

⑦
全国展開により発
生する弊害の有無

当該特例措置の適用事例は本件１件のみであり、かつ、上記のとおり現時点では特区計画が完全
に実施されていないため、検証できる段階にない。よって、全国展開による弊害発生の有無について
判断することはできない。
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特例措置番号１２１９の関連資料 

 

① 評価対象となる規制の特例措置の概要・・・・・・・・・・・・・・・１ 

② 評価調査委員会の調査票案【審議事項】 ・・・・・・・・・・・・・２ 

③ 関係府省庁の調査票案【審議事項】 ・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

④ 評価対象となる規制の特例措置の基本方針別表 ・・・・・・・・・・１８ 

⑤ 評価対象となる規制の特例措置の認定申請マニュアル ・・・・・・・１９ 

⑥ 規制の特例措置を適用した特区計画の一覧 ・・・・・・・・・・・・２１ 

⑦ 参考：特例措置の評価・調査経緯 ・・・・・・・・・・・・・・・・２２ 

⑧ 参考：ニーズ調査（平成 20年度実施分） ・・・・・・・・・・・・２３ 

資料２-６ 







 

 

 

構造改革特別区域推進本部 評価・調査委員会 

令和３年度 規制の特例措置の評価に関する調査 
 

 

 

 

 

・本調査は、質問票１と質問票２により構成されています。 

・質問票１は、すべての特例措置について共通の質問です。 

・質問票２は、特例措置ごとに異なる質問です。 

・各設問の指示に従って、対応する回答票に記入してください。 
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質問票１（規制の特例措置に共通の質問項目）  

 

Ｑ１－１ 

本特定事業の現在の進捗段階は特区認定時の予定どおりですか。あてはまる

ものを１つだけ選んでください。 

１．予定より進んでいる 

２．予定どおりに進んでいる 

３．予定より遅れている 

⇒「１．」「３．」を選択した場合 → Ｑ１－２へ 

 「２．」を選択した場合 → Ｑ２－１へ 

 

Ｑ１－２ ＜Ｑ１－１で「１．」「３．」を選んだ地方公共団体への質問＞ 

予定より進んでいる（遅れている）理由を具体的にご記入下さい。特に遅れて

いる場合、以下の事項についてお気づきの点があればご記入ください。 

・本特定事業における要件・手続きに関する事項 

・本特定事業に関連する他の法制度等に関する事項 

・現場での事業運営上の事項 

 

Ｑ２－１ 

本特定事業による効果は発現していますか。あてはまるものを選んでくださ

い（１と２は重複回答可）。また、その内容・理由について具体的にご記入く

ださい。 

１．計画当初から期待していた効果が発現している 

２．計画当初には期待していなかった効果が発現している 

３．発現していない 

４．わからない 

⇒「１．」「２．」を選択した場合 → Ｑ２－２へ 

 「３．」「４．」を選択した場合 → Ｑ３へ 

 

Ｑ２－２ ＜Ｑ２－１で「１．」「２．」を選んだ地方公共団体への質問＞ 

本特定事業により発現した効果は、地域の活性化につながっていますか。経済

的効果と社会的効果の面から、具体的にご記入ください。 

・経済的効果（雇用の創出、産業への波及、費用の節減等） 

・社会的効果（地域の高齢者の社会参加や活力向上、住民のまちづくりへの

取組み意識の向上等） 
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Ｑ３ 

本特定事業の実施にあたって、地方公共団体としてどのような役割を果たし

ていますか。また、特定事業者に対して何らかの支援を行いましたか。具体的

にご記入ください。 

 

Ｑ４ 

本特定事業がより活用されるように、貴地域において工夫されていることが

あれば、具体的にご記入ください。 
 

Ｑ５ 

本特定事業が成功するための最も重要な鍵は何と考えますか。具体的にご記

入ください。 
 

Ｑ６ 

本特定事業の実施で、他地域ではおそらく発現しないと思われる、貴地域特有

の条件による効果等がありますか。具体的にご記入ください。 
 

Ｑ７ 

本特定事業をより効果的・効率的に推進するために、追加で緩和することが望

ましい規制事項等があれば、具体的にご記入ください。 

 

Ｑ８ 

本特定事業の将来に向けての展望など、ご自由にご記入ください。 

 

⇒ 質問票１は以上です。質問票２へ進んでください。 
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質問票２ 

 
 

質問票２（規制の特例措置ごとに異なる質問項目） 

                             

特例措置番号 １２１９ 

特定事業の名称 特殊な大型輸送用車両による港湾物流効率化事業 

特例措置の内容 保安基準に適合しない特殊な大型輸送用車両が、港湾内の

道路において、貨物の運搬を行う場合、車両の寸法、重量及

び走行性能のうち、地方運輸局長が車両ごとに指定した項

目について、保安基準を適用しないことにより、走行が可能

となる。 

 

まず、質問票１にある共通質問項目Ｑ１～Ｑ８までの回答を地方公共団体に

おいてご記入ください。 

次に、質問票２にあるＱ９に進んでください。Ｑ９～Ｑ１６については 特区

実施事業者からご意見を聴取の上、地方公共団体でご記入ください 。 
 
Ｑ９ ＜特区実施事業者 への質問＞ 

貴事業所において、車両の寸法、重量又は走行性能に関して本特例措置を適用

した車両の走行実績はありますか。 

 

 

 

 

 

 

⇒ 回答欄９ 

 

Ｑ１０ ＜Ｑ９で「2.ない」と回答した 特区実施事業者 への質問＞ 

本特例措置を活用していない理由及び本特例措置の内容や要件等に対するご

要望があれば併せてご記入ください。また、本特例措置を活用する予定の有無

についても併せてご記入ください。 

⇒ 回答欄１０ 

 

Ｑ９で「2.ない」と回答した地方公共団体への質問はこれで終わりで

す。ご協力ありがとうございました。 

 

 

 

 

 

 

1. ある    2.  ない 

次のＱ１０にお進みください。 

Ｑ１０を一つ飛ばし、Ｑ１１にお進みください。 
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質問票２ 

 
 

Ｑ１１ ＜特区実施事業者 への質問＞ 

車両の寸法、重量又は走行性能に関して本特例措置を適用した車両の走行経

路箇所を、地図を用いて具体的にお示しください。 

 

⇒ 回答欄１１ 

 

Ｑ１２ ＜特区実施事業者 への質問＞ 

車両の寸法、重量又は走行性能に関する本特例措置の適用により、1回で運べ

る貨物の数量（個数や重量）はどの程度増加しましたか。貨物の種類ごとの最

大輸送個数や重量を従前と比較してそれぞれご記入ください。なお、その貨物

が本特例措置の適用により新たに輸送可能となった貨物の場合は、その旨を

ご記入ください。 

（例） 最大輸送個数 貨物Ａ **個→**個 

    最大輸送重量 貨物Ａ **t→**t 

 

⇒ 回答欄１２ 

 

Ｑ１３ ＜特区実施事業者 への質問＞ 

車両の寸法、重量又は走行性能に関する本特例措置の適用を受けた車両によ

る輸送の通算回数及び頻度を、従前（本特例措置を適用しない車両による輸

送）と比較してご記入ください。 

（例） 輸送回数 通算**回（**回／年）→通算**回（**回／年） 

 

⇒ 回答欄１３ 

 

Ｑ１４ ＜特区実施事業者 への質問＞ 

車両の寸法、重量又は走行性能に関する本特例措置による輸送コスト低減効

果について、①輸送コスト削減額（通算及び年平均）、②輸送コスト削減率

（％）、③貨物 1個（あるいは１kg）の輸送にかかるコストの従来比等により

定量的に把握してご記入ください。また、④削減された輸送コストの費目につ

いても可能な範囲でご記入ください。 

（例） ①輸送コスト削減額  ****円（年平均 ****円） 

    ②輸送コスト削減率  **％ 

    ③輸送コスト(円/1個)  ****円→****円 

     輸送コスト(円/1Kg)  ****円→****円 

    ④削減されたコスト  燃料費、人件費（ドライバー、荷積み・荷卸

し作業員）等 

  ※他に低減効果がわかる指標があれば適宜ご記入ください。 

 

⇒ 回答欄１４ 
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質問票２ 

 
 

Ｑ１５ ＜特区実施事業者 への質問＞ 

車両の寸法、重量又は走行性能の規制が緩和されたことによるＣＯ２排出量

の低減効果について、①ＣＯ２排出量の削減量（ｔ）、②総排出量に対するＣ

Ｏ２排出量の削減率（％）をご記入ください。また、ＣＯ２排出量の削減によ

り得られた効果があれば併せてご記入ください。 

（例） ①ＣＯ２排出量の削減量 **t（**t／年） 

    ②ＣＯ２排出量の削減率 **％ 

 

⇒ 回答欄１５ 

 

Ｑ１６ ＜特区実施事業者 への質問＞ 

輸送コスト及び CO2 排出量の削減のほか、車両の寸法、重量又は走行性能の

規制が緩和されたことによる効果があれば具体的にご記入ください。また、こ

れらの効果が事業へ与えた影響があれば、その内容を具体的にご記入くださ

い。 

（例）・これまで輸送することができなかった貨物Ａの輸送が可能となった 

   ・本特例措置の効果を踏まえ、特区内における事業規模を拡大した 等 

 

⇒ 回答欄１６ 

 

Ｑ１７ ＜地方公共団 体への質問＞ 

本特例措置の適用が貴港湾の競争力向上に寄与しましたか。いずれかあては

まるものを選んでください。また、その内容を具体的にご記入ください。 

１ 寄与した  （記入例）港湾で取扱う貨物量が増加した。 

２ 寄与しない （記入例）特に寄与したとは思わない。 

 

⇒ 回答欄１７ 

 

Ｑ１８ ＜地方公共団 体への質問＞ 

本特例措置の適用が貴港湾内における他の交通に何らかの影響を及ぼしまし

たか。いずれかあてはまるものを選んでください。また、その内容を具体的に

ご記入ください。 

１ 影響があった  （記入例）交通事故の危険性が増した。 

２ 影響はなかった （記入例）特に影響はなかった。 

 

⇒ 回答欄１８ 

 

 

   質問はこれで終わりです。ご協力ありがとうございました。 
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令和３年度調査の概要 

 
１．関係府省庁名   

２．特例措置番号   

３．特定事業の名称  

４．弊害の発生に関する調査 

① 調査内容 特殊な大型輸送用車両が通行することにより生じる道路への

影響及び他の交通に与える影響について調査を実施 

 

１．自動車の運行管理状況の確認 

・運行実績 

・通行する道路が他の交通と分離され、道路を遮断する状況 

・運行状況及び交通事故（危険な状況に陥ったケースを含む）

の有無について調査 

 

２．道路への影響の確認 

・道路構造の損傷の確認 

・道路構造の維持管理の確認 

② 調査方法 １．運送事業者に対して運行実績、運行状況及び交通事故発

生の有無等について書面による調査を実施 

２．当該地区港湾管理者等に対して道路構造の損傷、維持管

理等の状況について書面及びヒアリングによる調査を実施 

③ 調査対象 ・運送事業者 

・当該地区港湾管理者等 

④ 実施スケジュール ・調査票の配布     令和３年 11 月 

・調査票の回収     令和４年１月 

・調査結果とりまとめ  令和４年１月 

５．担当連絡先 

① 所属 国土交通省自動車局／港湾局 

② 役職 係員／係長 

③ 氏名 木内 健太／小野田 武 

④ ＴＥＬ 03-5253-8590／03-5253-8673 

⑤ ＦＡＸ 03-5253-1639／03-5253-1651 

⑥ メールアドレス kiuchi-k557b@mlit.go.jp／onoda-t852a@mlit.go.jp 

 

国土交通省 

1219 

特殊な大型車両による港湾物流効率化事業 
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様式 運行実績票 （調査期間 平成20年9月～令和3年12月）

事業名：特殊な大型用車両による港湾物流効率化事業 （重量単位：kg）

往復 積載物重量 事故等の有無（注） 道路への影響の有無（注）

回数 （ヒヤリハットを含む）

1 ～

2 ～

3 ～

4 ～

5 ～

6 ～

7 ～

8 ～

9 ～

10 ～

11 ～

12 ～

13 ～

14 ～

15 ～

16 ～

17 ～

18 ～

19 ～

20 ～

（注）「有」の場合は、詳細資料を添付して下さい。

※適宜、行を追加して下さい。

番号 走行年月日 運行時間 自動車登録番号 積載物貨物名
道路遮断による影響
の有無（注）
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１．規制所管省庁：国土交通省 ２．特定事業の番号：1219 ３．特定事業名：特殊な大型輸送用車両による港湾物流効率化事業

４．弊害の発生に関する調査

調査内容 道路構造の損傷等の発生状況

①道路構造の損傷 有：□、無：□ （有の場合は、その状況が解る資料について添付下さい。）
○○○ ○○部○○課

調査票記入者：○○○○ ② ①で有と回答した場合 （約 ○○○回/月 等具体的な数値でお答え下さい）

連絡先： 回答：（記載事例）
TEL ***-***-**** 特殊車両による走行台数が１日当たり○○台と多く、・・・・・・・・・・・
FAX ***-***-**** ・・・・・・○○について頻繁に路面が損傷しており（別添資料に示すとおり）、・・・・
MAIL ***@***.***.**

③ ①で無と回答した場合 （道路構造の損傷が発生していない理由について、可能な範囲でお答え下さい）

回答：（記載事例）
特殊車両が走行することに伴い、原因者である、新日鐵との協議の上、○○○○しているところ。（別添資料参照）

その○○○○に基づき、道路構造について、○○○○しており・・・・・・・・・・・・・

④舗装の構造について （特区実施前と実施後での構造に変化が有る場合は、構造の違いが分かる資料を添付下さい）
変更有：□、変更無：□ （実施者：○○○○） ←（変更有を選択した場合のみお答え下さい）

⑤道路構造の維持管理 有：□、無：□ （有の場合は、その状況が解る資料について添付下さい。）

⑥ ⑤で有と回答した場合 （約○回/○月等具体的な数値でお答え下さい）

回答：記載事例）

⑦ ⑤で無と回答した場合 （道路構造の維持管理が発生していない理由について、可能な範囲でお答え下さい）

回答：記載事例）

⑧道路構造の損傷等の調査 （損傷等調査を実施しておりましたら、具体的な数値を用いてお答え下さい）

調査項目
実 施 者： ○○○○

頻 度： ○回／月 又は○回/運行 毎に、特殊車両が走行する路面の調査を実施している。

内容・方法： ○○○を用いて○○○の部分を○○○等している。（調査方法（例：目視）について具体的にお答え下さい）

補修頻度： 現在、特殊車両の運行が、○回/月（又は○回/運行）と、○○○であるため、○○している。

補修基準： ○○○を超えた場合に実施する。(基準：別添資料）

補修内容： ○○○の補修を実施。（これまでに補修実績のある場合は、その内容が分かる資料を添付してください。）

⑨特区実施に当たっての協議内容等の遵守について （取り交わしている協議内容の遵守状況をお答え下さい）

■ ○○○に関する協定
第○条 ○○○○については、△△により実施されているところであり、□□□している。
第○条 ○○○○については、△△により実施されているところであり、□□□している。

■ △△△に関する協定
第○条 ○○○○については、△△により実施されているところであり、□□□している。
第○条 ○○○○については、△△により実施されているところであり、□□□している。

⑩特殊車両通行による弊害について （これまでの運行実績より弊害の有無、内容等をお答え下さい）

特殊車両による走行台数が１日当たり○○台と多く、・・・・・・・・・・・、特区実施時間帯によっては、周辺道路の利用に・・・
地域住民や周辺道路利用者、運送事業者等より、・・・・・・・・・について・・・・・・等の苦情が出てきている。

⑪ その他 （上記以外で特段の事項が御座いましたら具体的にお答え下さい。）

令和３年度調査票（規制の特例措置用）

特殊車両による走行台数が１日当たり〇〇台と多く、・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・〇〇について頻繁に路面が頻繁に損傷しており、別紙資料に示すとおり、・・・・・・・・・・・・

特殊車両が走行することに伴い、原因者である□□(運送事業者）と協議の上、〇〇〇しているところ。（別添資料参照）
その〇〇〇(□協定書）に基づき、道路構造の維持管理については、〇〇〇しており、・・・・・・・・・・・・
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（別添） 

□ 特殊な大型車両による港湾物流効率化事業における障害の発生に関する調査 

    

 

（記入者 所属・氏名：                    ） 

 

※ 該当する番号に○を付すとともに、理由等具体的に記述をして下さい。 

※ 欄が足りない場合には、別紙等によりご対応下さい。 

 

Ｑ１ これまでに運行実績がありますか。    

①  ある  →Ｑ２へ 

 ② ない  →Ｑ４へ 

 

Ｑ２  運行状況についてご回答下さい。 

 

Ｑ２－１ これまでの運行実績をご回答下さい。（運行実績表（様式）も提出願います。）

    

① 運行は不定期であり、年間で数日の通行である。→Ｑ２－２へ 

② 運行は定期であるが、年間で数日の通行である。→Ｑ２－２へ 

③ 運行は定期であり、頻繁に通行している。   →Ｑ３へ 

 

 

Ｑ２－２ 運行実績が少ない理由をご回答下さい。           →Ｑ３へ 
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Ｑ３ 交通の状況等についてご回答下さい。 

Ｑ３－１ 交通事故（ヒヤリハットを含む。）やその他の交通に与える影響の有無につ

いてご回答ください。 

交通事故（ヒヤリハットを含む）が有る場合は、その詳細を記述して下さい。 

 

 

 

 

 

Ｑ３－２ 交通安全の確保など他の交通に配慮している点について、具体的に記述し

て下さい。 

例）現地における注意喚起、運行計画等へ安全確保に関する確認事項を記載、

荷物の固縛についての確認マニュアルの作成など 

 

 

 

 

 

 →Ｑ４－２へ 
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Ｑ４ 今後の運行計画等についてご回答下さい。   

＜Ｑ１で②を選択＞ 

Ｑ４－１ 運行実績がない場合、その理由を記述して下さい。 

   

 

 

 

 

 

 

Ｑ４－２ 今後（将来）の計画（導入予定の車両を含む。）を具体的に記述して下さい。 

 

 

 

 

 

 

ご協力ありがとうございました。 
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番号 1219
特定事業の名称 特殊な大型輸送用車両による港湾物流効率化事業
措置区分 告示・通達
特例措置を講ずべ
き法令等の名称及
び条項

・道路運送車両の保安基準第55条第１項、第56条第１項及び第57条第１項に規定す
る国土交通大臣が告示で定めるものを定める告示(平成１５年国土交通省告示第
1320号）
・基準緩和自動車の認定要領について（平成９年９月19日自技第193号）

特例措置を講ずべ
き法令等の現行規
定

道路運送車両の保安基準（以下「保安基準」という。）第55条に基づき、以下の場
合に限り、地方運輸局長の認定により基準の緩和を認めている。
①長大又は超重量で分割不可能な単体物品を輸送することができる構造を有する車
両については、保安基準第55条第１項に規定する告示に基づき、寸法、重量等の基
準の緩和を認めている。（ただし、保安基準第８条第１項に基づく車両の走行性能
に係る基準については、緩和は認められていない。）
②分割可能な貨物を運搬する車両については、特例８車種に限り、車両総重量（保
安基準第４条、上限36ｔ）及び軸重（保安基準第４条の２）の緩和を認めている。

特例措置の内容 港湾施設である道路（港湾法第２条第５項及び第６項に規定する道路をいう。以下
単に「道路」という。）において、貨物の流通の効率化を図る観点から保安基準に
適合しない専用架台輸送用大型車両等特殊な車両で貨物(分割可能な貨物を含
む。）の運搬を行おうとする場合、以下の要件を満たしていると地方公共団体が認
めて、内閣総理大臣に構造改革特別区域計画を申請し、その認定を受けたときは、
車両の寸法（長さ、幅、高さ）、重量（車両総重量、軸重、隣接軸重及び輪荷重）
及び走行性能（原動機の動力不足等により円滑な走行に支障を生じるおそれがない
と判断される場合に限る。）のうち、地方運輸局長が車両ごとに指定した項目につ
いて、緩和を受けることができることとする。
１．構造改革特別区域計画を作成する地方公共団体又は実施主体（自動車の使用
者）が、その責任において、道路を適切に管理するための措置（※１）を確実に実
施すること。なお、この判断は港湾管理者が行うこととする。
（※１）道路を適切に管理するための措置とは、以下のような措置をいう。
（ア）事前に道路の構造等の施設の安全性を確認すること。
（イ）必要に応じて、舗装の維持、修繕等に係る費用の負担等に関して互いに協議
すること。
２．港湾管理者、当該区域を所管する警察署、地方運輸局等の関係機関が調整した
方法により、通行する道路が他の交通と分離され、遮断（※２）されること。
（※２）具体的な遮断方法としては、物理的な遮断機等による遮断のほか、保安員
による遮断等でもよい。

同意の要件 特になし
特例措置に伴い必
要となる手続き

地方公共団体が構造改革特別区域計画について内閣総理大臣の認定を受けた後、実
施主体が地方運輸局長に対し本特例措置に基づく基準緩和の申請を行い、認定され
ること。
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１２１９ 特殊な大型輸送用車両による港湾物流効率化事業 
 
１．特例を設ける趣旨 

港湾施設である道路において、輸送の効率化を図るため、保安基準に一部

適合しない特殊な大型輸送用車両を用いる場合、当該車両が通行可能となる

よう車両の寸法及び重量等保安基準に関する特例措置を設けるものです。 
 
２．特例の概要 

港湾施設である道路において、道路運送車両の保安基準に適合しない特殊な

大型輸送用車両で貨物(分割可能な貨物を含む。）の運搬を行う場合、以下の要

件を満たせば、車両の寸法（長さ、幅、高さ）、重量（車両総重量、軸重、隣

接軸重及び輪荷重）及び走行性能（原動機の動力不足等により円滑な走行に支

障を生じる恐れがないと判断される場合に限る。）のうち、地方運輸局長が車

両ごとに指定した項目について、緩和を受けることができるようにするもので

す。 
 

① 構造改革特別区域計画を作成する地方公共団体又は実施主体（自動車の使

用者）が、その責任において、道路を適切に管理するための措置（※１）を

確実に実施すること。なお、この判断は港湾管理者が行うこと。 
（※）道路を適切に管理するための措置とは、以下のような措置をいう。 
（ア）事前に道路の構造等の施設の安全性を確認すること。 
（イ）必要に応じて、舗装の維持、修繕等に係る費用の負担等に関して互い 

   に協議すること。 
② 港湾管理者、当該区域を所管する警察署、地方運輸局等の関係機関が調整

した方法により、通行する道路が他の交通と分離され、遮断されること。 
 
３．基本方針の記載内容の解説 

・ 「道路の構造等の施設の安全性を確認すること」としては、例えば、道

路の舗装、道路の幅員、道路にある埋設物、道路の構造耐力などがあり

ます。 
・ 「必要に応じて、舗装の維持、修繕等に係る費用の負担等に関して互い

に協議する」とは、例えば、当該特例措置の緩和を受けた車両が通行す

る道路の維持、修繕等に係る費用の負担等に関して、港湾管理者、特区

計画を作成する地方公共団体及び実施主体が協議し、協定を結ぶことが

想定されます。 
・ 「道路が遮断される」としての具体的な遮断方法としては、物理的な遮
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断機等による遮断の他、保安員による遮断等の方法をいいます。 

・ 「地方運輸局長が車両ごとに指定した項目」としては、特区の基準緩和

申請の認定により指定することになります。 

 
４．特区計画及び添付書類の記載に当たって特に留意すべき点 

特区申請に当たり、通行する道路が他の交通と分離され、道路が遮断され

るとして、港湾管理者、当該区域を所管する警察署及び地方運輸局等の関係

機関と調整した年月日及びその方法の記載が必要です。 

 

５．当該特例に関して特に必要な添付書類 
特になし 
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番号
都道府
県名

申請地方
公共団体

名
特区の名称 区域の範囲 特区の概要

規制の特
例措置の

番号
規制の特例措置の名称 認定回

1 千葉県
千葉県、
木更津市

木更津港湾物流
効率化特区

木更津市の区域の一
部（木更津港木更津南
部地区公共埠頭周辺
地域）

木更津港は京葉工業地帯の一翼を担う港で、大
型船の接岸可能な公共岸壁（－１２ｍ）も整備され
ている。周辺に立地する鉄鋼関連企業は、近年、
中国を中心に輸出が好調で、企業内の専用埠頭で
は出荷能力に余裕がない状況にある。しかし、これ
まで陸上輸送の規制から大型公共岸壁の能力を
十分活かすことができなかった。このため、工場か
ら公共岸壁に至る間において特殊な大型車両（最
大積載量約１４０トン）を利用した効率的な貨物の
輸送を可能とすることで、公共埠頭の一層の利用
促進と企業の物流コスト削減を実現し、立地企業
の競争力の強化と産業の活性化を図り、市の基本
方向の１つでもある「活力あふれる産業づくり」の実
現を目指す。

1219
・特殊な大型車両による港湾
物流効率化事業

第１０回
平成18年3月31日認

定

2 福岡県 北九州市
北九州港湾物流
効率化特区

北九州市の区域のう
ち、戸畑区の区域の一
部（北九州港戸畑地区
公共埠頭周辺地域）

北九州港戸畑地区の新日鐵住金㈱八幡製鐵所
は、年間３百万トンの鉄鋼製品を所内専用岸壁で
船積し、国内外へ海上輸送しているが、出荷量増
加に伴う「専用岸壁の出荷能力不足」、小倉工場高
炉休止計画に伴う「同工場への素材鉄供給」及び
製品の多品種小ロット化に伴う「コンテナ出荷拡大
への対応」が課題となっている。
本特例措置により、戸畑工場と戸畑公共埠頭間

において、特殊大型車両の通行を可能とし、戸畑
公共埠頭を活用して、国内・小倉工場向け出荷能
力を確保する。また同地区にコンテナ出荷用倉庫
を建設し、ひびきコンテナターミナルを活用した輸
出ルートを拡充する。これらにより、地域産業の活
性化や雇用の確保を図る。

1219
・特殊な大型輸送用車両によ
る港湾物流効率化事業

第４７回
平成31年3月20日

規制の特例措置を適用した特区計画の一覧
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特例措置番号１２２８の関連資料 

 

① 評価対象となる規制の特例措置の概要・・・・・・・・・・・・・・・１ 

② 評価調査委員会の調査票案【審議事項】 ・・・・・・・・・・・・・２ 

③ 関係府省庁の調査票案【審議事項】 ・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

④ 評価対象となる規制の特例措置の基本方針別表 ・・・・・・・・・・１９ 

⑤ 評価対象となる規制の特例措置の認定申請マニュアル ・・・・・・・２０ 

⑥ 規制の特例措置を適用した特区計画の一覧 ・・・・・・・・・・・・２７ 

⑦ 参考：平成３０年度の評価意見 ・・・・・・・・・・・・・・・・・２８ 

⑧ 参考：評価・調査委員による調査結果（平成３０年度実施分）・・・・・２９ 

⑨ 参考：関係府省庁による調査結果（平成３０年度実施分）・・・・・・・３７ 

資料２-７ 







 

 

 

構造改革特別区域推進本部 評価・調査委員会 

令和３年度 規制の特例措置の評価に関する調査 
 

 

 

 

 

・本調査は、質問票１と質問票２により構成されています。 

・質問票１は、すべての特例措置について共通の質問です。 

・質問票２は、特例措置ごとに異なる質問です。 

・各設問の指示に従って、対応する回答票に記入してください。 
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質問票１（規制の特例措置に共通の質問項目）  

 

Ｑ１－１ 

本特定事業の現在の進捗段階は特区認定時の予定どおりですか。あてはまる

ものを１つだけ選んでください。 

１．予定より進んでいる 

２．予定どおりに進んでいる 

３．予定より遅れている 

⇒「１．」「３．」を選択した場合 → Ｑ１－２へ 

 「２．」を選択した場合 → Ｑ２－１へ 

 

Ｑ１－２ ＜Ｑ１－１で「１．」「３．」を選んだ地方公共団体への質問＞ 

予定より進んでいる（遅れている）理由を具体的にご記入下さい。特に遅れて

いる場合、以下の事項についてお気づきの点があればご記入ください。 

・本特定事業における要件・手続きに関する事項 

・本特定事業に関連する他の法制度等に関する事項 

・現場での事業運営上の事項 

 

Ｑ２－１ 

本特定事業による効果は発現していますか。あてはまるものを選んでくださ

い（１と２は重複回答可）。また、その内容・理由について具体的にご記入く

ださい。 

１．計画当初から期待していた効果が発現している 

２．計画当初には期待していなかった効果が発現している 

３．発現していない 

４．わからない 

⇒「１．」「２．」を選択した場合 → Ｑ２－２へ 

 「３．」「４．」を選択した場合 → Ｑ３へ 

 

Ｑ２－２ ＜Ｑ２－１で「１．」「２．」を選んだ地方公共団体への質問＞ 

本特定事業により発現した効果は、地域の活性化につながっていますか。経済

的効果と社会的効果の面から、具体的にご記入ください。 

・経済的効果（雇用の創出、産業への波及、費用の節減等） 

・社会的効果（地域の高齢者の社会参加や活力向上、住民のまちづくりへの

取組み意識の向上等） 

 

 

4



 
 

Ｑ３ 

本特定事業の実施にあたって、地方公共団体としてどのような役割を果たし

ていますか。また、特定事業者に対して何らかの支援を行いましたか。具体的

にご記入ください。 

 

Ｑ４ 

本特定事業がより活用されるように、貴地域において工夫されていることが

あれば、具体的にご記入ください。 
 

Ｑ５ 

本特定事業が成功するための最も重要な鍵は何と考えますか。具体的にご記

入ください。 
 

Ｑ６ 

本特定事業の実施で、他地域ではおそらく発現しないと思われる、貴地域特有

の条件による効果等がありますか。具体的にご記入ください。 
 

Ｑ７ 

本特定事業をより効果的・効率的に推進するために、追加で緩和することが望

ましい規制事項等があれば、具体的にご記入ください。 

 

Ｑ８ 

本特定事業の将来に向けての展望など、ご自由にご記入ください。 

 

⇒ 質問票１は以上です。質問票２へ進んでください。 
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質問票２（規制の特例措置別の質問項目）  

 

特例措置番号 １２２８ 

特定事業の名称 民間事業者による公社管理道路運営事業 

特例措置の内容 地方道路公社が PFI 法の規定により公社管理道路運営権を

設定する場合には、民間事業者に料金を収受させることと

し、民間事業者による公社管理有料道路の運営を可能とす

る。 

 

Ｑ９～１６は、特区認定を受けた＜地方公共団体＞ 

Ｑ１７～２４は、運営権を移管した＜道路公社＞ 

Ｑ２５～３２は、本特定事業を実施している＜運営権者＞ 

 への質問です。 
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Ｑ９ ＜地方公共団体への質問＞ 

本特定事業の平成 29 年度から令和２年度までの各年度における実績・成果を

記入願います。 

 ・運営権対価（目標、目標の根拠、実績） 

 ・通行台数（同上） 

 ・維持管理・運営業務の要求水準が達成されたか 

 ・利便施設等運営業務の要求水準が達成されたか 
⇒回答欄９ 

 

Ｑ１０ ＜地方公共団体への質問＞ 

本特定事業により、地域経済に好影響がありましたか。具体的にご記入下さ

い。 

⇒回答欄１０ 

 

Ｑ１１ ＜地方公共団体への質問＞ 

本特定事業により、対象道路の交通状況はどのように変わりましたか。具体的

にご記入下さい。 

⇒回答欄１１ 

 

Ｑ１２ ＜地方公共団体への質問＞ 

本特定事業により、対象道路の周辺地域は活性化されましたか。具体的にご記

入下さい。 

⇒回答欄１２ 

 

Ｑ１３ ＜地方公共団体への質問＞ 

仮に、本特定事業を全国展開（特区認定を受けなくても全国で実施可能）する

場合、どのようなことが考えられますか。特に以下に示す観点から具体的にご

記入ください。 

 ・貴地域以外で実施しても質問票１のＱ２及び本票Ｑ１～４で回答された

効果・問題等が発生するか 

 ・貴地域にどのような影響（メリット・デメリット）があるか 

⇒回答欄１３ 

 

Ｑ１４ ＜地方公共団体への質問＞ 

本特定事業の活用に関し、他の自治体、道路管理公社等から実施状況の問い合

わせ、ヒアリングや視察の依頼等はありましたか。ある場合、当該内容の概要
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についてご教示ください。 

⇒回答欄１４ 

 

Ｑ１５ ＜地方公共団体への質問＞ 

本特定事業の実施により、不適切な道路等設備の保全等、弊害は生じていま

せんか。 

⇒回答欄１５ 

 

Ｑ１６ ＜地方公共団体への質問＞ 

本特定事業に関して、道路利用者、周辺住民や事業の関係者（公社・運営権者

を除く）から意見が寄せられていましたらご記入下さい。（所属・氏名非公表） 

⇒回答欄１６ 

 

Ｑ１７ ＜道路公社への質問＞ 

本特定事業により、貴公社の財政に好影響がありましたか。具体的にご記入下

さい。 

⇒回答欄１７ 

 

Ｑ１８ ＜道路公社への質問＞ 

運営権の譲渡により、道路管理の質や効率性がどのように向上しましたか。具

体的にご記入ください。 

⇒回答欄１８ 

 

Ｑ１９ ＜道路公社への質問＞ 

運営権の譲渡により、Ｑ９及びＱ１０の回答以外に貴公社の事業全般に好影

響がありましたか。具体的にご記入ください。 

⇒回答欄１９ 

 

Ｑ２０ ＜道路公社への質問＞ 

運営権の譲渡により生じている又は懸念される問題点はありますか。具体的

にご記入ください。 

⇒回答欄２０ 

 

Ｑ２１ ＜道路公社への質問＞ 

仮に、本特定事業を全国展開（特区認定を受けなくても全国で実施可能）す

る場合、Ｑ９～１２で回答された効果や問題等が同様に発生すると考えられ
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ますか。また、それ以外の効果等が発生すると考えられますか。ご自由にご

記入ください。 

⇒回答欄２１ 

 

Ｑ２２ ＜道路公社への質問＞ 

道路運営権者と事前に取り決めた内容以外の事象が発生し、調整等を行った

ものがありますか。ある場合は、具体的な事象の内容、調整方法、調整結果、

調整が難しかった点についてご記入下さい。 

⇒回答欄２２ 

 

Ｑ２３ ＜道路公社への質問＞ 

需要変動の他に、災害や景気変動等、事業の計画として減収となる期間が想定

された場合、運営権者との費用負担についてはどのように調整することとし

ていますか。また、その費用負担が貴公社の事業に及ぼす影響の有無につい

て、ご教示ください。 

⇒回答欄２３ 

 

Ｑ２４ ＜道路公社への質問＞ 

本特例事業に関して、道路利用者、周辺住民や事業の関係者（運営権者を除く）

から意見が寄せられていましたらご記入下さい。（所属・氏名非公表） 

⇒回答欄２４ 

 

Ｑ２５ ＜運営権者への質問＞ 

本特定事業により、貴社の財政に好影響がありましたか。具体的にご記入下

さい。 

⇒回答欄２５ 

 

Ｑ２６ ＜運営権者への質問＞ 

運営権取得後、道路管理業務について改善を図った点はどのようなところで

すか。また、その効果はどのように現れていますか。具体的にご記入ください。 

⇒回答欄２６ 

 

Ｑ２７ ＜運営権者への質問＞ 

運営権取得後、ＰＡ等のサービス業務について改善を図った点はどのような

ところですか。また、その効果はどのように表れていますか。具体的にご記入

ください。 
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⇒回答欄２７ 

 

Ｑ２８ ＜運営権者への質問＞ 

地方道路公社と事前に取り決めた内容以外の事象が発生し、調整等を行った

ものがありますか。ある場合は、具体的な事象の内容、調整方法、調整結果、

調整が難しかった点についてご記入下さい。 

⇒回答欄２８ 

 

Ｑ２９ ＜運営権者への質問＞ 

需要変動の他に、災害や景気変動等、事業の計画として減収となる期間が想定

された場合、地方道路公社との費用負担についてはどのように調整すること

としていますか。また、その費用負担が貴社の事業に及ぼす影響の有無につい

て、ご教示ください。 

⇒回答欄２９ 

 

Ｑ３０ ＜運営権者への質問＞ 

運営において生じている又は懸念される問題点はありますか。具体的にご記

入ください。 

⇒回答欄３０ 

 

Ｑ３１ ＜運営権者への質問＞ 

仮に、本特定事業を全国展開（特区認定を受けなくても全国で実施可能）す

る場合、Ｑ１７～２２で回答された効果や問題等が同様に発生すると考えら

れますか。また、それ以外の効果等が発生すると考えられますか。ご自由に

ご記入ください。 

⇒回答欄３１ 

 

Ｑ３２ ＜運営権者への質問＞ 

道路利用者や周辺住民から本事業に関して意見が寄せられていましたらご記

入下さい。（所属・氏名非公表） 

⇒回答欄３２ 

 

質問はこれで終わりです。ご協力ありがとうございました。 
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令和３年度調査の概要 

 
１．関係府省庁名   

２．特例措置番号   

３．特定事業の名称  

４．弊害の発生に関する調査 

① 調査内容 現在コンセッションを行っている道路管理者である愛知県道

路公社に対し、運営権者が道路の維持管理等を行ったことに

よる影響及び今後の見込みについて調査を実施。 

１．運営権対価の支払いによる償還が予定通りか。今後の償

還見込み。 

２．愛知県道路公社運営時と運営権者運営時（コロナの影響

を受ける以前を含む）の通行台数及び料金収入を比較。

今後の見通し。 

３．維持管理・運営状況について愛知県道路公社の要求水準

の達成状況及び是正措置等を講じた案件がある場合は

具体的な内容。現在提示している維持管理における要求

水準以外で今後運営権者と協議が必要な案件。 

４．運営権者がコンセッションを行うにあたり運営権者の創意

工夫等で成果があったか。 

５．運営権者が交通の円滑化に資する取り組みを行っている

か。ある場合は具体的な内容。 

６．運営権者の運営により、地域活性化に資する取り組みは

あるか。ある場合その具体的な内容。 

７．コンセッションが影響して利用者からの苦情等があった

か。ある場合はその具体的な内容。 

８．愛知県道路公社及び運営権者において、コンセッション導

入により課題が生じているか。いる場合はその具体的な内

容。 

② 調査方法 愛知県道路公社に対しアンケート調査を行い、必要に応じて

ヒアリングを実施する。 

③ 調査対象 愛知県道路公社 

④ 実施スケジュール 調査票の配布     令和３年 11 月 

調査票の回収     令和４年１月 

調査結果とりまとめ  令和４年１月 

※必要に応じ、ヒアリングを実施。 

国土交通省 

１２２８ 

民間事業者による公社管理道路運営事業 

14



５．担当連絡先 

① 所属 国土交通省道路局高速道路課 

② 役職 係長 

③ 氏名 三井 直樹 

④ ＴＥＬ 03-5253-8499 

⑤ ＦＡＸ 03-5253-1619 

⑥ メールアドレス mitsui-n23g@mlit.go.jp 

 

 

【記載要領】 

 

① 調査内容 ※どのような弊害を想定し、何を明らかにするための調査か

を記入してください。具体的には以下のとおり。 

・特定事業の実施状況について 

・特定事業を実施できていない原因について 

・規制の特例措置の実施に支障がないかについて 

 

② 調査方法 ※原則書面の送付による調査とします（電子メールを含む）。 

※書面調査を行った上で、ヒアリング、現地調査等、必要に応

じて追加的に行う調査方法があれば記入してください。 

 

③ 調査対象 ※調査の対象となる全ての主体を具体的に記入してくださ

い。 

（認定地方公共団体、事業者の他、利用者等にも調査を行う

場合等、全ての対象を記入願います。） 

 

④ 実施スケジュール ※特段の事情がない限り、実施スケジュールは以下のとおり

お願いします。 

調査票の配布     令和３年 11 月 

調査票の回収     令和４年１月 

調査結果とりまとめ  令和４年１月 

なお、ヒアリング・現地調査を行う場合も、令和４年１月中にと

りまとめを終えるようにしてください。 
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（別添） 

□ 民間事業者による公社管理道路運営事業に関する調査     

（記入者 所属・氏名：                    ） 

 

※ 欄が足りない場合には、別紙等によりご対応下さい。 

※ 回答対応者が複数いる場合には、別紙等によりご対応下さい。 

 

Ｑ１ 運営権対価 

  運営権者による運営権対価の支払いにより、予定通りの償還を行っていますか。また、

今後の償還の見通しについても教えてください。 

 

 

Ｑ２ 路線別通行台数及び料金収入 

  以下の期間における路線別の通行台数及び料金収入を記述願います。 

 平成２７年４月～平成２８年３月までの実績値、計画値について（公社運営時） 

 令和２年４月～令和３年３月までの実績値、計画値及び今後の見通しについて（ARC

運営時） 

 平成３０年４月～令和元年３月までの実績値、計画値について（ARC運営時、新型

コロナウイルス感染症の影響を受ける以前） 

 

（次ページへ続く） 
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Ｑ３ 現在までの要求水準書の達成状況を教えてください。要求水準に達していないもの

がある場合は、具体的な内容、是正措置の有無及び是正方法を教えてください。要求水準

に達している場合でも、指示事項案件や再発防止を講じるよう要請した案件がある場合に

は、具体的な内容を教えてください。また、今後運営を行うにあたり、運営権者と協議が

必要な案件等はありますでしょうか。ある場合は具体的な内容及び対応方針を教えて下さ

い。 

 

 

Ｑ４ 運営権者のノウハウや創意工夫により、業務効率化につながる等、どのような成果

がありましたか。ある場合は具体的な内容を教えて下さい。 

 

 

Ｑ５ 運営権者の改築事業等で交通の円滑化に資するような取り組みを行っておりますか。

ある場合は具体的な内容を教えて下さい。 

 

（次ページへ続く） 
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Ｑ６ 運営権者の運営により、地域活性化に資する取り組みはされておりますか。されて

いる場合はその具体的な内容と成果を教えてください。（雇用の創出・地域住民の参加等） 

 

 

Ｑ７ 利用者から、コンセッションに関する意見（苦情等）はありましたか。ある場合は、

その具体的な内容を教えてください。 

 

 

Ｑ８ 愛知県道路公社及び運営権者において、コンセッション導入によって課題（事務手

続きの増加、責任分担の把握等）は生じていますか。生じている場合はその具体的な内容

を教えて下さい。 

 

 

ご協力ありがとうございました。 
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番号 1228
特定事業の名称 民間事業者による公社管理道路運営事業
措置区分 法律
特例措置を講ずべ
き法令等の名称及
び条項

・道路整備特別措置法（昭和31年法律第７号）第10条第１項、第11条第１項、第15
条第１項等
・民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成11年法律
第117号）第17条、第22条第１項、第23条第２項

特例措置を講ずべ
き法令等の現行規
定

地方道路公社は、国土交通大臣の許可を受けて、道路を新設し、又は改築して、料
金を徴収することができることとされており、公社管理道路において料金を収受で
きる主体は、地方道路公社に限定されている。

同意の要件 民間事業者が公社管理道路運営事業を実施することにより、公社管理道路の交通の
利便の増進に支障を生じないことが確認されること。

特例措置に伴い必
要となる手続き

１．公社管理道路運営権を設定した地方道路公社（以下「特定道路公社」とい
う。）は、公社管理道路運営権者が民間資金法第23条第１項の規定により収受する
利用料金の上限及びその徴収期間を定め、国土交通大臣の認可を受けなければなら
ない。これを変更しようとするときも、同様とする。
２．国土交通大臣は、上記１の利用料金の上限及びその徴収期間が道路整備特別措
置法第23条第１項（第５号に係る部分に限る。）に定める基準等に適合するもので
あると認める場合に限り、上記１の認可をすることができる。
３．上記１の認可については、道路整備特別措置法第10条第６項及び第16条の規定
を準用する。
４．地方道路公社が民間資金法第19条第１項の規定により公社管理道路運営権を設
定する際現に道路整備特別措置法第10条第１項若しくは第４項、第11条第１項若し
くは第４項又は第15条第１項若しくは第４項の規定により許可を受けている料金の
額及びその徴収期間（認定公社管理道路運営事業を開始する日以後の期間に限
る。）は、特定道路公社が上記１により認可を受けて定めた利用料金の上限及びそ
の徴収期間とみなす。
５．特定道路公社は、公社管理道路運営権者から民間資金法第23条第２項の規定に
よる届出を受けたときは、当該届出の内容を国土交通大臣及び当該公社管理道路運
営権者に係る公社管理道路の道路管理者に通知するとともに、公社の定款に定める
方法で公告しなければならない。
６．特定道路公社は、民間資金法第19条第１項の規定により公社管理道路運営権を
設定したときは、公社管理道路運営権者から当該公社管理道路運営権の設定の対価
を徴収しなければならない。
７．特定道路公社は、上記６の対価の額を定め、国土交通大臣の認可を受けなけれ
ばならない。これを変更しようとするときも、同様とする。特定道路公社は、当該
認可を受けようとするときは、上記１の認可に係る事項との整合性を確保した収支
予算の明細を記載した申請書を国土交通大臣に提出しなければならない。
８．国土交通大臣は、上記６の対価の額が、特定道路公社が収受する公社管理道路
運営権に係る公社管理道路に係る占用料その他の収入と併せて、当該公社管理道路
の新設、改築、維持、修繕その他の管理に要する費用を、当該公社管理道路に係る
利用料金の徴収期間の満了の日までに償うものであると認める場合に限り、上記７
の認可をすることができる。

特例措置の内容 １．地方公共団体が、その設定する構造改革特別区域において、公社管理道路（地
方道路公社（地方道路公社法（昭和45年法律第82号）第１条の地方道路公社をい
う。以下同じ。）が道路整備特別措置法（昭和31年法律第７号）第10条第１項の許
可を受けて新設し、又は改築した道路であって、同法第14条の規定により維持、修
繕及び災害復旧を行い、又は同法第15条第１項の許可を受けて維持、修繕及び災害
復旧を行うものをいう。以下同じ。）の交通の状況及びその近傍に立地する商業施
設その他の施設の利用の状況に照らし、当該施設を運営する事業と連携して民間事
業者が公社管理道路運営事業（公社管理道路の運営等（民間資金等の活用による公
共施設等の整備等の促進に関する法律（平成11年法律第117号。以下「民間資金
法」という。）第２条第６項に規定する運営等をいう。以下同じ。）であって、当
該公社管理道路の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を当該運営等を行
う者が自らの収入として収受するもの及びこれに附帯する事業をいう。以下同
じ。）を実施することが、当該公社管理道路の通行者及び利用者の利便の増進を図
るため必要であると認めて内閣総理大臣の認定を申請し、その認定を受けたとき
は、当該認定の日以後は、当該地方道路公社は、民間資金法第19条第１項の規定に
より公社管理道路運営権（当該認定に係る公社管理道路運営事業（以下「認定公社
管理道路運営事業」という。）に係る公共施設等運営権（民間資金法第２条第７項
に規定する公共施設等運営権をいう。）をいう。以下同じ。）を設定する場合に
は、道路整備特別措置法第10条第１項、第11条第１項及び第15条第１項の規定にか
かわらず、当該公社管理道路運営権を有する者（以下「公社管理道路運営権者」と
いう。）に当該認定公社管理道路運営事業に係る利用料金を自らの収入として収受
させるものとする。
２．地方道路公社は、公社管理道路運営権が設定されることとなる民間事業者を選
定しようとする場合には、認定公社管理道路運営事業に係る実施方針（民間資金法
第５条第１項に規定する実施方針をいう。以下同じ。）に、「構造改革特別区域法
（平成14年法律第189号）第28条の３第10項に規定する公社管理道路運営権の設定
の対価を徴収する旨及びその金額」を定めるものとする。
３．公社管理道路運営権者は、公社管理道路運営事業を開始する前に、実施方針に
従い、地方道路公社と、「供用約款の決定手続及び公表方法並びに利用料金の公表
方法」をその内容に含む認定公社管理道路運営事業に係る公共施設等運営権実施契
約（民間資金法第22条第１項に規定する公共施設等運営権実施契約をいう。）を締
結しなければならない。
４．公社管理道路運営権者が民間資金法第23条第１項の規定により利用料金を収受
する場合における利用料金は、実施方針に従い、かつ、構造改革特別区域法（平成
14年法律第189号）第28条の３第５項の規定により特定道路公社が国土交通大臣の
認可を受けて定めた利用料金の上限の範囲内で、公社管理道路運営権者が定めるも
のとする。
５．特定道路公社が民間資金法第19条第１項の規定により公社管理道路運営権を設
定した場合における道路整備特別措置法の規定の適用について、必要な技術的読替
えを行う。
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１２２８ 民間事業者による公社管理道路運営事業 

 

１．特例を設ける趣旨 

公社管理有料道路の通行者及び利用者（以下「利用者」という。）の利便の

増進を図るため、地方道路公社（以下「公社」という。）が公社管理道路運営

権を設定する場合には、民間事業者に料金を収受させることとし、民間資金等

の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法律第 117

号。以下「民間資金法」という。）に基づくコンセッション方式を活用して民

間事業者による公社管理道路の運営を可能とするものです。 

 

２．特例の概要 

地方公共団体が、その設定する構造改革特別区域において、公社管理道路の

交通の状況及びその近傍に立地する商業施設等の利用の状況に照らし、当該施

設を運営する事業と連携して民間事業者が公社管理道路運営事業を実施する

ことが、当該公社管理道路の利用者の利便の増進を図るため必要であると認め

て内閣総理大臣の認定を申請し、その認定を受けたときは、当該認定の日以後

は、当該公社は、民間資金法第 19 条第１項の規定により公社管理道路運営権

を設定する場合には、当該公社管理道路運営権を有する者（以下「公社管理道

路運営権者」という。）に当該認定公社管理道路運営事業に係る利用料金を自

らの収入として収受させるものとします。 

公社管理道路運営権者が収受する利用料金は、民間資金法第５条第１項の規

定に基づき公社が定める実施方針（以下「実施方針」という。）に従い、かつ、

公社が国土交通大臣の認可を受けて定めた上限の範囲内で、公社管理道路運営

権者が定めるものとします。 

 

３．基本方針の記載内容の解説 

（１）公社管理道路運営事業に係る利用料金の収受（特例措置の内容１）につ

いて 

① 特例措置の適用に当たっては、公社管理道路運営事業の実施主体である

民間事業者及び公社だけでなく、利用者も含めた３者にメリットがある枠

組みを構築することが必要です。このため、特例措置を講ずる目的として

「公社管理道路の通行者及び利用者の利便の増進を図る」ことを規定する

とともに、特区計画や民間資金法に基づく手続きを通じて、「民間事業者

が公社管理道路運営事業を実施することにより、公社管理道路の交通の利
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便の増進に支障を生じないことが確認されること」を同意の要件としてい

ます。 

② 「公社管理道路」については、公社が道路整備特別措置法（昭和 31 年

法律第７号）第 10 条第１項の許可を受けて新設し、又は改築した道路で

あって、同法第 14 条の規定により維持、修繕及び災害復旧を行い、又は

同法第 15 条第１項の許可を受けて維持、修繕及び災害復旧を行うものと

されており、当該特例措置は、民間事業者が自らの判断により道路の新築

又は改築を行うことを許容するものではありません。 

③ 「その近傍に立地する商業施設その他の施設」とは、公社管理道路の近

傍に立地する商業施設（サービスエリアやパーキングエリアを含む。）、レ

クリエーション施設、観光施設、物流施設、空港等をいいます。 

「当該施設を運営する事業と連携して」については、 

    ・民間事業者が公社管理道路の運営とあわせて、パーキングエリアの

商業施設等も運営すること 

    ・近傍の商業施設等の運営者と協議会を開催し、公社管理道路の利用

の促進を図ること 

   など、連携の取組みを幅広く想定しており、民間の運営による公社管理

道路の利用者へのサービスの向上の結果として、道路を通行してこれら

の施設を利用する者が増加し、地域の活性化の実現につながることが期

待されます。 

 

（２）公社管理道路運営権者による供用約款の決定等（特例措置の内容３）に

ついて 

① 公社管理道路運営権者による公社管理道路運営事業の適正な実施につ

いては、民間資金法第 22 条第 1 項の規定により締結する公共施設等運営

権実施契約（以下「実施契約」という。）と、第 28条の規定に基づく指示

等、第 29 条の規定に基づく公共施設等運営権の取消し等を通じて、公社

が公社管理道路運営権者を監督することによって担保することとなりま

す。 

  「供用約款」とは、公社管理道路運営権者と利用者との民事上の契約関

係を規律するものであり、公社管理道路運営権者は、実施契約を締結する

場合には、 

  ・供用約款の決定手続（例：公社に対する事前届出） 

21



  ・供用約款の公表方法（例：事業場において公衆に見やすいように掲示） 

  ・利用料金の公表方法（例：事業場において公衆に見やすいように掲示） 

 をその内容に含むものとし、公社は、当該契約に基づき、利用者保護の観

点から適切な内容の供用約款が定められ、利用料金とあわせて公表されて

いる旨を確認等することとなります。 

 

（３）公社管理道路運営権者による利用料金の決定手続（特例措置の内容４、

特例措置に伴い必要となる手続き１～５）について 

  ① 当該特例措置は、民間事業者が、利用料金を自らの収入として収受し

て公社管理道路の運営を行い、民間の創意工夫により当該公社管理道路

の利用者へのサービス向上を図るものであるため、公社管理道路運営権

者は、公社が認可を受けて定めた上限の範囲内で、弾力的に利用料金を

決定することができることとします。 

    その際、公社が定める利用料金の上限及びその徴収期間については、

道路整備特別措置法に定める料金の額の基準のうち上限に係るもの及び

料金の徴収期間の基準と同様の観点から、国土交通大臣が認可により確

認することとするとともに、当該認可に当たって、本来道路管理者であ

る地方公共団体の同意及びその議会の議決を必要とすることとしていま

す。 

  ② 公社が公社管理道路運営権を設定する際現に許可を受けている料金の

額及びその徴収期間については、上記の要件を満たすことが明らかであ

るため、公社が認可を受けて定めた利用料金の上限及びその徴収期間と

みなすこととし、改めて認可手続きを経ることは要しないこととしてい

ます。 

  ③ 公社管理道路運営権者は、公社が認可を受けて定めた上限の範囲内で、

具体的に利用料金を定める場合には、民間資金法第 23条第 2項の規定に

基づき、公社に利用料金の額を事前に届け出る必要があります。当該届

出を受けた公社は、その内容を国土交通大臣及び本来道路管理者である

地方公共団体に通知するとともに、公告しなければならないこととして

います。公告の方法については、公社の定款に定める方法とし、具体的

には、地方公共団体の公報への掲載等を想定しています。 

  ④ 民間事業者の創意工夫による公社管理道路の運営の結果として、利用

料金収入の増加や管理費用の縮減等により生じる収支差については、構
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造改革特別区域法施行令第６条第１項第３号の規定に基づき、利用料金

の上限の設定時と著しく異ならない範囲において、実施契約等に一定の

ルールを設けて、効率的・効果的な事業運営を促すインセンティブとし

て民間事業者に付与することが可能です。 

 

（４）国土交通大臣による運営権対価の額の認可（特例措置の内容２、特例措

置に伴い必要となる手続き６～８）について 

  ① 民間事業者が公社管理道路運営事業を実施する場合において、公社は、

利用者から徴収する料金収入に代わって、公社管理道路運営権者から徴

収する運営権対価収入により、当該公社管理道路の建設債務を償還する

こととなるため、公社は、公社管理道路運営権者から公社管理道路運営

権の設定の対価（以下「運営権対価」という。）を徴収しなければならな

いこととするとともに、国土交通大臣が運営権対価の額を認可すること

により、公社による建設債務の確実な償還を担保することとするもので

す。 

    運営権対価の額の認可基準は、当該額が、公社が収受する当該公社管

理道路に係る占用料等の収入と併せて、公社が要する当該公社管理道路

の新設、改築、維持、修繕その他の管理に要する費用を利用料金の徴収

期間の満了の日までに償うに足りる場合に限り、認可をすることができ

ることとします。 

  ② 公社は、当該認可を受けようとするときは、利用料金の上限及びその

徴収期間の認可に係る事項との整合性を確保した収支予算の明細を記載

した申請書を、国土交通大臣に提出しなければならないこととします。

収支予算の明細については、公社管理道路ごと、年度ごとに、徴収する

運営権対価の額、運営権対価を分割払いとする場合の利息の額、一括払

いとする場合の運用益収入の額、占用料等の収入の額、公社と公社管理

道路運営権者がそれぞれ負担する管理費用の額等の内訳を明らかにして

作成するものとします。 

  ③ 公社は、実施方針及び実施契約において、「運営権対価を徴収する旨及

びその金額」を定めることとし、当該契約に基づき確実に運営権対価を

徴収することとします。 

 

（５）その他（特例措置の内容５等） 
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① 当該特例措置に基づき公社管理道路運営権者が収受する「利用料金」に

ついては、道路整備特別措置法における「料金」に係る規定はそのまま適

用されないことから、必要な読替えを行った上で適用することとしていま

す。 

  なお、利用料金を不法に免れた者から収受する割増金を含め、未収の利

用料金については、公社管理道路運営権者が、民事上の手続きで請求する

こととなり、強制徴収の対象にはなりません。 

② 道路整備特別措置法における「料金」以外の規定は、現行どおり適用さ

れます。 

一般的に、道路法による道路の管理における事実行為については、民間

主体に事務委任することが可能であり、公社管理道路運営権者は、民間資

金法に基づき、公社管理道路の運営等に当たって必要な事実行為を行うこ

とが可能です。道路整備特別措置法第 17 条の規定に基づき公社が代行す

る道路管理権限のうち、 

・公権力行使に該当する権限（例：占用許可 等） 

・特別な管理の方法を定める権限（例：共用管理施設管理協議 等） 

・他の行政機関等と関与する権限・手続（例：都道府県公安委員会の意

見聴取・通知 等） 

については、公社管理道路運営事業を実施する場合も引き続き公社が行使

することとなりますが、この場合であってもこれらの権限に係る事実行為

（補助的事務、物理的行為等）を公社管理道路運営権者に委ねることは可

能です。 

また、公社管理道路運営事業を実施する場合であっても、公社管理道路

の管理の最終的な責任を負う主体は引き続き公社であり、道路整備特別措

置法第 46 条第 1 項、第 48 条第 1 項、地方道路公社法第 39 条等の規定に

基づき、国土交通大臣又は都道府県知事は、公社に対し、監督等ができる

こととなっています。 

③ 当該特例措置に関する国土交通大臣の権限は地方整備局長等に委任さ

れているため、認可申請、通知等の必要な手続きは、地方整備局等に対し

て行っていただくこととなります。 

 

４．特区計画及び添付書類の記載に当たって特に留意すべき点 

（１）特区計画（本体） 
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① 特区計画の認定申請は、公社の設立団体である地方公共団体が、単独又

は共同で行うことができます。 

② 「３ 構造改革特別区域の範囲」には、特例措置の対象とする公社管理

道路及びその近傍の地域等を具体的に明示するとともに、「添付書類（１）

区域の図面」において、当該公社管理道路及びその近傍に立地する商業施

設等で公社管理道路運営事業との連携が想定されるものを記載してくだ

さい。 

③ 「４ 構造改革特別区域の特性」には、特例措置の対象とする公社管理

道路の交通の状況、その近傍に立地する商業施設等の利用の状況など、当

該地域において規制の特例措置を講じる必要性を記載してください。 

④ 「７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的

社会的効果」には、特例措置の適用により「公社管理道路の利用者の利便

の増進」として期待される効果について、定量的な表現を用いて、定量的

な指標の根拠や検証方法を明らかにして記載してください。 

 

（２）特区計画（別紙） 

  ① 「２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者」は、公社管理

道路運営権を設定する公社及び公社管理道路運営事業を実施する民間事

業者となります。 

民間事業者については、特例措置の適用を受けて実施される民間資金法

に基づく手続き（民間事業者の選定、実施契約の締結等）を通じて特定さ

れることが想定されるため、「添付書類（２）特定主体の特定の状況」に、

これまでの調整状況、特定する方法、今後の予定等をできる限り具体的に

記載してください。 

また、特区計画の作成に当たり、これら関係者から聴取した意見につい

ては、「添付書類（４）関係者の意見」に記載してください。 

  ② 「５ 当該規制の特例措置の内容」には、 

・特例措置の必要性や要件適合性を認めた根拠（例：公社管理道路の交

通の状況、公社管理道路の近傍に立地する商業施設等の利用の状況、

当該商業施設等を運営する事業との連携として想定される内容及び

その確認方法） 

・特例措置に伴い必要となる手続の実施方法 

・「同意の要件」で求められている弊害の防止措置の内容（例：公社管
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理道路の交通の利便の増進に支障を生じないことの確認方法） 

   など、特例措置を適用するために必要な内容を記述してください。 

  ③ 「添付書類（３）工程表」については、民間資金法に基づく手続き（実

施方針の策定・公表、特定事業の選定、民間事業者の公募・選定、実施

契約の締結、公社管理道路運営事業の開始等）に関するスケジュールが

明らかになるように記述してください。 

 

５．当該特例に関して特に必要な添付書類 

  特になし 
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番号 都道府県名 市町村名 実施主体 区域の範囲 内容
規制の特
例措置の

番号

規制の特例措置の
名称

実施時期

1 愛知県 －

区域計画の認定後、愛
知県道路公社から、民
間資金等の活用による
公共施設等の整備等
の促進に関する法律
（ＰＦＩ法）に基づく公共
施設等運営権を付与さ
れた民間事業者

名古屋市、半田市、碧南市、
豊田市、常滑市、東海市、大
府市、知立市、日進市、長久
手市、阿久比町、東浦町、南
知多町、美浜町、武豊町の区
域
（※上記の有料道路８路線が
所在する市町の区域）

愛知県道路公社が管理する有料道路８路
線※について、公社管理道路運営権を設定
し、利用料金を自らの収入として収受させる
等、民間事業者による公社管理道路運営
事業を実施する。
※ 知多半島道路、南知多道路、知多横断
道路、中部国際空港連絡道路、衣浦トンネ
ル、猿投グリーンロード、衣浦豊田道路、名
古屋瀬戸道路

1228
・事業者による公社
管理道路運営事業

平成 28 年度より
実施

国家戦略特別区域で活用している計画の一覧
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評価意見 

 

① 別表１の番号 １２２８ 

② 特定事業の名称 民間事業者による公社管理道路運営事業 

③ 措置区分 法律 

④ 
特区における規制の

特例措置の内容 

地方道路公社がＰＦＩ法の規定により公社管理道路運営権を設定する場合

には、民間事業者に料金を収受させることとし、民間事業者による公社管理

有料道路の運営を可能とする。 

⑤ 評価 その他（２０２１年度に改めて評価を行う。） 

⑥ 
⑤の評価の判断の理

由等 

評価・調査委員会による調査では、 

・民間事業者への運営権譲渡以降、通行台数や運営権対価等収入が増加する

などの効果がある。 

・ＩＴを活用した「デジタル維持管理システム」の導入による管理業務の効

率化や、パーキングエリアの大規模リニューアルや各種企画の実施など、

民間のノウハウを活用したサービス改善の取組により利用者・売上の増加

につながっている。 

・契約時には想定していなかった事象が発生し、その費用分担について公社

と運営権者とで協議が行われている。 

・当該特例を活用しているのが、供用延長や料金収入が全国でも上位の優良

道路であり、特例の全国展開に当たっては各有料道路の経営状況などによ

り、得られる効果の程度に差が生じると考えられる。 

との回答があった。 

 

関係府省庁による調査では、 

・現在のところ、交通量・料金収入については概ね順調に推移している。 

・今後は、需要変動の他に物価変動や競合路線の影響により、計画上減収に

なる期間もあると見込まれており、減収分が公社負担となる可能性もある

ことから、現時点で正確な見通しは判断出来ない。 

との回答があった。 

また、関係府省庁としては、当該特例の活用事例は１件のみであり、かつ、

現時点では事業開始からわずか２年が経過した段階であることから、事業の

活用状況等について判断する段階には至っていない。従って、全国展開によ

る弊害の発生の有無について判断するのは時期尚早と考えているとのこと

であった。 

 

地域活性化部会の審議においては、大規模災害や景気変動等の事業への影

響については事例がないものの契約や監査が適正であれば問題はないと考

えられ、一般的に民間事業者の手法を活用することによる事業の合理化は見

込まれるものであり、関係府省庁はこの取組を促進すべきであるとの意見が

あった。 

⑦ 今後の対応方針 

関係府省庁は、現在認定されている特区における新たな効果・弊害の発生に

ついて引き続き情報収集するとともに、他の公社管理道路での民間事業者に

よる運営が進むよう情報提供・周知・助言を行う。また、大規模災害や景気

変動等が起きた場合にも事業の円滑な運営がなされるかどうかについても

検証を行う。関係府省庁はこれらの取組状況を２０２１年度に評価・調査委

員会に報告し、評価・調査委員会はその報告に基づき改めて評価を行う。 

⑧ 全国展開の実施内容 － 

⑨ 全国展開の実施時期 － 
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平成３０年度調査報告（規制の特例措置用）

１． 関係府省庁名 国土交通省
２． 特例措置番号 1228
３． 特定事業の名称 民間事業者による公社管理道路運営事業

４． 弊害の発生に関する調査

① 調査内容

現在コンセッションを行っている道路管理者である愛知県道路公社に対し、民間事業者が道路の維
持管理等を行ったことによる影響について調査を実施。
１．運営権者による運営権対価の支払いにより、予定通りの償還が行われているか。また、今後の償
還の見通し。
２．愛知県道路公社運営時と民間事業者運営時の交通量・料金収入を比較。
３．維持管理・運営状況について愛知県道路公社の要求水準を満たしているか。満たしていない場合
はどのような是正措置を行っているか。また、それに伴う協議が発生しているか。
４．運営権者のノウハウや創意工夫により、業務効率化につながる等成果があったか。
５．運営権者の改築事業等で交通の円滑化に資するような取り組みを行っているか。
６．運営権者の運営により、地域活性化に資する取り組みはされているか。
７．利用者から、コンセッションに関する意見（苦情等）はあったか。
８．愛知県道路公社及び運営権者において、コンセッション導入によって課題（事務手続きの増加、責
任分担の把握等）は生じているか。

② 調査方法

愛知県道路公社に対しアンケート調査を行い、必要に応じてヒアリングを実施する。

③ 調査対象

愛知県道路公社（１件）

④ 調査の実施時期
調査票の配布 平成３０年１０月１７日
調査票の回収 平成３０年１１月１日

⑤ 調査結果

現在のところ、交通量・料金収入について概ね順調に推移しているとのこと。
また、運営権者の創意工夫等により、文書のデジタル化やテレビ会議システムの導入等がなされて
いるとのこと。
一方、今後の見通しについては、需要変動の他に物価変動や競合路線の影響により、計画上減収に
なる期間もあると見込まれており、減収分が公社負担となる可能性もあることから、現時点で見通しを
判断出来ないとのことであった。

⑥

特区において適用
された規制の特例
措置による弊害の
発生の有無

これまでのところ、重大なトラブル等はなく事業がおこなわれているところ。
一方、愛知県道路公社からは、コンセッション導入から２年しか経過していない現時点では、今後の
運営状況や実施予定の地域活性化事業の状況等も踏まえる必要もあることから、判断出来ないとの
意見があった。

⑦
全国展開により発
生する弊害の有無

当該特例の事例は１件のみであり、かつ、上記の通り現時点では長期契約のうちわずか２年が経過
した段階であることから、事業の活用状況等について判断する段階には至っていない。従って、全国
展開による弊害の発生の有無について判断するのは時期尚早である。
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（別添） 

□ 民間事業者による公社管理道路運営事業に関する調査     

 

（記入者 所属・氏名：愛知県道路公社事業部事業課・横井嘉章  

愛知県建設部道路建設課有料道路室・伊藤将直） 

 

※ 欄が足りない場合には、別紙等によりご対応下さい。 

※ 回答対応者が複数いる場合には、別紙等によりご対応下さい。 

 

Ｑ１ 運営権対価 

  運営権者による運営権対価の支払いにより、予定通りの償還を行っていますか。また、

今後の償還の見通しについても教えてください。 

 

 

Ｑ２ 路線別通行台数及び料金収入 

  以下の期間における路線別の通行台数及び料金収入を記述願います。 

 平成２７年４月～平成２８年３月までの実績値、計画値及び今後の見通しについ

て（公社運営時） 

 平成２９年４月～平成３０年３月までの実績値、計画値及び今後の見通しについ

て（ARC運営時） 

  ※H28.10.1～愛知県道路コンセッション事業開始 

 

 

・これまでのところ、運営権対価一時金 150 億円（税抜）が運営開始初年度の平成 28

年度に支払われ、以降も予定通りの償還となっている。 

・今後の償還の見通しについては、需要変動の他に物価変動や競合路線の影響により、

計画上減収になる期間もあると見込まれており、減収分が公社負担となる可能性も

あることから、現時点で見通しを判断出来ない。 
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（次ページへ続く） 

 

 

Ｑ３ 現在までの要求水準書の達成状況を教えてください。要求水準に達していないもの

がある場合は、具体的な内容、是正措置の有無及び是正方法を教えてください。また、今

後運営を行うにあたり、運営権者と協議が必要な案件等はありますでしょうか。ある場合

は具体的な内容及び対応方針を教えて下さい。 

 

 

 

運営対象路線全体の状況は以下のとおり。 

・平成２７年４月～平成２８年３月までの計画値は約 5,032 万台で約１７４億円に対

して、実績値は約 5,152万台で約１７９億円であった。 

・平成２９年４月～平成３０年３月までの計画値は約 5,033 万台で約１５９億円に対

して、実績値は約 5,423万台で約１６８億円であった。 

・現在のところ、概ね順調に推移していると認識しているが、今後の見通しについて

は、需要変動の他に物価変動や競合路線の影響により、計画上減収になる期間もあ

ると見込まれており、減収分が公社負担となる可能性もあることから、現時点で見

通しを判断出来ない。 

・現在のところ、運営事業者の責めに帰すべき重大なトラブル等はなく事業が行われ

ている。 

・なお、実施契約書には、法令改正や不可抗力等が発生した場合の公社と運営権者の

間における費用の分担方法が規定されているが、明示されていない個別の事象に係

る取扱いについて協議を行っている。 

・また、今後の対応方針については、コンセッション導入から２年しか経過していな

い現時点では、今後の運営状況や実施予定の地域活性化事業の状況等も踏まえる必

要もあることから、判断出来ない。 
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（次ページへ続く） 

 

Ｑ４ 運営権者のノウハウや創意工夫により、業務効率化につながる等、どのような成果

がありましたか。ある場合は具体的な内容を教えて下さい。 

 

Ｑ５ 運営権者の改築事業等で交通の円滑化に資するような取り組みを行っておりますか。

ある場合は具体的な内容を教えて下さい。 

 

・従来は紙ベースで保管されていた膨大なアナログ情報をデジタル化した上で、維持

管理の担当者が直感的に情報を探し出せるグラフィカル・ユーザー・インターフェ

ースを使って、橋梁や函渠などの構造物の諸元や設計図、点検調書などを一元的に

格納・表示するシステムが開発されている。 

・モバイルカメラを活用したテレビ会議システムが導入されている。現場での点検作

業者と事務所の責任者がリアルタイムで繋がり、緊急時などの被害状況の早期把握

や点検者に対するＡＲＣ本社の技術バックアップ等が可能となった。 

・既存のコンクリートポンプ車をロボットの脚と腕として使い、手首から先の部分を

新たにアタッチメントとして開発、実用化している。先端冶具には各種のカメラ類、

センサー類をはじめ、照明や打音装置などを複数搭載でき、遠隔操作による近接目

視点検、打音検査の実施など安価な点検ロボットとなるように目指している。 
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（次ページへ続く） 

 

Ｑ６ 運営権者の運営により、地域活性化に資する取り組みはされておりますか。されて

いる場合はその具体的な内容と成果を教えてください。（雇用の創出・地域住民の参加等） 

 

・知多４路線においては、予定されていたＩＣ料金所のＥＴＣレーン増設工事（６カ

所）本年 11月に完了した。また、りんくうＩＣ出口追加工事及び武豊北ＩＣ新設工

事を進めており、今後、予定通りの工事が進捗するか見守っていく必要がある。 

・平成 29 年５月 10 日に衣浦豊田道路で発生した逆走死亡事故を受け、当初、要求水

準書で示された知多４路線の 43 ヶ所だけでなく、逆走の恐れがある６路線合計 84

ヶ所の逆走対策を本年４月までに完了させた。 
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Ｑ７ 利用者から、コンセッションに関する意見（苦情等）はありましたか。ある場合は、

その具体的な内容を教えてください。 

 

 

 

（次ページへ続く） 

 

Ｑ８ 愛知県道路公社及び運営権者において、コンセッション導入によって課題（事務手

続きの増加、責任分担の把握等）は生じていますか。生じている場合はその具体的な内容

・大府ＰＡ（上り）、阿久比ＰＡ（下り）等において、沿線自治体、地元企業・団体等

と連携した地域産品ＰＲイベントを実施した（南知多観光ＰＲイベント始め３０回

（平成 30年 10月末現在））。 

・愛知県、愛知県道路公社、愛知県警、沿線地域の自治体、多くの企業・団体、プロ

ライダーなどの後援・協賛・協力の下、交通安全＆地域ＰＲ一体型イベントを開催

した。サンタクロースの衣装をドライバーが着用し、オートバイ（自動二輪車）・車

が知多半島道路や南知多道路などを走行し、交通安全・地域の魅力をＰＲした。 

・大府ＰＡ（上り）、阿久比ＰＡ（下り）の建物の設計・デザインを世界的建築家隈研

吾氏が監修し、また、日本を代表する３人のシェフの監修による地元食材を使った

メニューや土産品など、魅力ある内容により利用者サービスの向上や地域の活性化

に向けて成果を上げている。さらに、情報コーナーの拡充やイベント開催エリアの

活用による「地域活性化と賑わいの創出」など利用者サービスの向上が図られてい

る。 

・一方、現時点では、運営権者が実施することとなっている地域活性化事業（路線区

域外の任意事業等）が開始されておらず、コンセッション導入から２年しか経過し

ていない現時点では、地域活性化の成果について判断出来る段階にない。 

 現在のところ、特段の意見等は寄せられていない。 
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を教えて下さい。 

 

ご協力ありがとうございました。 

・実施契約書には、法令改正や不可抗力等が発生した場合の公社と運営権者の間にお

ける費用の分担方法が規定されているが、明示されていない個別の事象に係る取扱

いについて協議を行っている。 

・また、今後の対応方針については、コンセッション導入から２年しか経過していな

い現時点では、今後の運営状況や実施予定の地域活性化事業の状況等も踏まえる必

要もあることから、判断出来ない。 
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参考資料１ 

 

構造改革特別区域推進本部 評価・調査委員会 委員名簿 
 

 

（令和３年 10月６日 現在） 

氏  名 職 業 等 

ふじむら ひろゆき 

◎ 藤村 博之 
法政大学経営大学院教授 
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ソシエテ・ジェネラル証券株式会社 

代表取締役社長 

いわさき くみこ 

岩崎 久美子 
放送大学教養学部教授 

くどう ひろこ  

工藤 裕子 
中央大学法学部教授 

わたなべ こういちろう 

渡邊 浩一郎 
公認会計士 

 

※ ◎は委員長、○は委員長代理 
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構造改革特別区域推進本部 評価・調査委員会専門部会 委員名簿 
 

（令和３年 10月６日 現在） 
 

医療・福祉・労働部会 
 

氏  名 職 業 等 

ふじむら ひろゆき 

◎ 藤村 博之 
法政大学経営大学院教授 

いわさき くみこ 

○ 岩崎 久美子 
放送大学教養学部教授 

わたなべ こういちろう 

渡邊 浩一郎 
公認会計士 

 

※ ◎は部会長、○は部会長代理 



参考資料２ 

教育部会 
 

氏  名 職 業 等 

いわさき くみこ 

◎ 岩崎 久美子 
放送大学教養学部教授 

しまもと こうじ 

○ 島本 幸治 

ソシエテ・ジェネラル証券株式会社 

代表取締役社長 

くどう ひろこ 

工藤 裕子 
中央大学法学部教授 

 

※ ◎は部会長、○は部会長代理 

  



参考資料２ 

地域活性化部会 
 

氏  名 職 業 等 

しまもと こうじ 

◎ 島本 幸治 

ソシエテ・ジェネラル証券株式会社 

代表取締役社長 

くどう ひろこ 

○  工藤 裕子 
中央大学法学部教授 

わたなべ こういちろう 

渡邊 浩一郎 
公認会計士 

 

※ ◎は部会長、○は部会長代理 
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構造改革特別区域基本方針（抄） 

 

平成 15 年１月 24 日閣議決定 

令和３年７月６日最終改正 

 

２．構造改革の推進等のために政府が実施すべき施策に関する基本方針 

（１）基本理念 

③評価の実施 

さらに、特区において実施される規制の特例措置は、その実施の見

込み等を踏まえあらかじめ定めた評価時期に、その実施状況に基づき

評価を行うことにより、特区の成果を着実に全国に広げていくことが

必要である。したがって、規制の特例措置の評価において、特段の問

題が生じていないと判断されたものについては、速やかに全国展開を

推進していくことを原則とする。 

特段の問題が生じているかは、規制の特例措置について全国展開を

行った場合に発生する弊害と効果により、判断するものとする。 

規制の特例措置の全国展開とは、現在、規制の特例措置により実現

している規制改革について、構造改革特別区域計画（以下「特区計画」

という。）の認定制度によらず、当該規制が本来規定されている法律、

政令又は主務省令（告示を含む。以下同じ。）（以下「法令」という。）

の改正等を行うことにより、全国規模で規制改革の成果を享受できる

よう措置することである。 

一方、地域性が強い規制の特例措置については、特区において当分

の間存続させることとする。 

地域性が強い規制の特例措置とは、特区として認定を受けて実施さ

れることにより、地方公共団体による総合的な取組とそれに対する国

の関係機関による援助・協力を推進でき、全国的な規制改革の突破口

というよりは、地域活性化策として意義が大きいものである。 

評価に当たっては、円滑な実施の観点から、供給者の視点のみなら

ず、消費者・需要家の視点をより重視して、規制の特例措置の要件、手

続、関連する規制等について、更なる提案を募集することなどにより、
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特区における実施状況等を踏まえて、必要な見直しを行うものとする。 

  なお、総合特別区域法（平成 23年法律第 81号）第 14条の２第４項

又は同法第 37 条の２第４項の適用を受けた規制の特例措置について、

適用を受ける同法第 12 条第１項に規定する国際戦略総合特別区域計

画又は同法第 35 条第１項に規定する地域活性化総合特別区域計画が

認定されている場合には、その実施状況に基づき評価を行う。 

 また、国家戦略特別区域法（平成 25 年法律第 107 号）第 10 条第４

項又は第５項の適用を受けた規制の特例措置について、適用を受ける

同法第８条第１項に規定する区域計画が認定されている場合には、そ

の実施状況に基づき評価を行う。 

さらに、規制の特例措置の適用を受けた特定事業が、地域再生法（平

成 17年法律第 24号）第５条第４項第 15号に規定する事項について地

域再生計画に記載され、同法第 17 条の 61 の規定に基づき特区計画の

認定があったとみなされた場合には、当該規制の特例措置について、

その実施状況に基づき評価を行う。 

 

④評価・調査委員会 

このような基本理念に基づき、特区制度を推進するために、構造改

革特別区域推進本部（以下「本部」という。）に、有識者からなる評

価・調査委員会が設置されている。この委員会では、規制の特例措置

の効果等を評価し、その結果に基づき、構造改革の推進等に必要な措

置について、構造改革特別区域推進本部長（以下「本部長」という。）

に意見を述べるとともに、本部長の諮問に応じて新たな規制の特例措

置の整備その他の構造改革の推進等のために講ぜられる施策に係る重

要事項について調査審議する。 

 

（２）提案の募集に関する基本方針 

③評価・調査委員会による調査審議 

ⅰ）本部長の諮問 

本部長は、内閣府と関係府省庁との調整によっては実現しなかっ

た提案のうち、経済的及び社会的に意義があり、専門的知見を活用
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し、又は情勢の推移を踏まえて更に検討を深めることにより、新た

に地域の特性に応じた規制の特例措置を講ずることができる可能性

があるものについて、評価・調査委員会に諮問することとする。 

なお、本部長は、提案のほか、他の関係機関から特区において規

制の特例措置を講ずべき事項について検討を要請された場合には、

この事項についても評価・調査委員会に諮問することができる。 

 

ⅱ）調査審議の方法 

評価・調査委員会で提案について調査審議する場合には、迅速か

つ適確に調査審議を行うため、必要に応じて、提案者、関係府省庁、

有識者等からの意見聴取又は現地調査を実施できるものとする。 

 

ⅲ）意見の扱い 

本部は、評価・調査委員会から本部長に意見が提出された場合に

は、上記②ⅰ）のア）～ウ）及びⅱ）の基準に基づき、評価・調査委

員会の意見に関する対応方針を決定するものとする。 

 

（３）評価に関する基本方針 

①評価のスケジュール 

毎年度原則として２月末までに行うものとする。 

 

②評価基準 

ⅰ）規制の特例措置の在り方に関する評価基準 

規制の特例措置の在り方について、以下の基準により評価を行う。 

ア）全国展開 

以下のいずれかの場合。ただし、イ）又はウ）の基準に該当する

場合を除く。 

ａ 弊害が生じていないと認められる場合 

ｂ 弊害が生じていても、規制の特例措置の要件、手続を見直

すことで弊害の予防等の措置が確保され、かつ、見直された

予防等の措置について特区における検証を要さないと認めら
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れる場合 

ｃ 弊害が生じていても比較的微小であり、規制の特例措置を

全国展開した場合の効果と比較検討し、効果が著しく大きい

と認められる場合 

イ）特区において当分の間存続 

地域性が強い、すなわち、特区として認定を受けて実施される

ことにより、地方公共団体による総合的な取組とそれに対する国

の関係機関による援助・協力を推進でき、全国的な規制改革の突

破口というよりは、地域の活性化として意義が大きいと認められ

る場合 

ウ）拡充 

規制の特例措置の要件又は手続が過剰なものになっていないか

等の観点からの提案（以下「拡充提案」という。）等に基づき、規

制の特例措置の要件又は手続を緩和又は変更する場合であって、

当該緩和又は変更した要件又は手続について特区における検証を

要すると認められる場合 

エ）是正 

弊害が生じていても、規制の特例措置の要件又は手続を見直す

ことで弊害の予防等の措置が確保され、是正又は追加された予防

等の措置について特区における検証を要すると認められる場合 

オ）廃止 

弊害が生じており、かつ、規制の特例措置の要件又は手続を見

直すことで予防等の措置を確保することが困難と認められる場合 

 

ⅱ）関連する規制等の改革に関する評価基準 

また、当該規制の特例措置に関連する規制等の改革について、関

連する規制等が妨げとなっていないか等の観点からの提案（以下「関

連提案」という。）等があった場合には以下の基準により評価を行

う。 

ア）提案の募集に基づき講ずることとなった措置 

ａ 特区において講ずることとなった規制の特例措置 
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ｂ 全国で実施することとなった規制改革 

ｃ その他提案を実現するための措置 

イ）関係府省庁において今後前向きに検討を進める規制等の改革 

 

③評価時期の設定 

評価時期は一律に定めるのではなく、特区において適用が見込まれ

る時期、その効果が判明することが見込まれる時期等を踏まえ、規制

の特例措置ごとに設定するものとする。 

そのため、関係府省庁の長は、規制の特例措置について、適用され

る特区計画が初めて認定された場合には、当該特区計画における目標、

特定事業の内容、開始の日等を踏まえ、当該特区計画の認定から１か

月以内に調査スケジュールを作成し、本部に提出しなければならない。 

評価・調査委員会は、関係府省庁から提出された調査スケジュール

を踏まえ、必要に応じて関係府省庁から意見を聴取した上で、規制の

特例措置の評価時期を検討し、本部長に意見を提出するものとする。 

本部長は、評価・調査委員会の意見を踏まえ、規制の特例措置の評

価時期を決定するものとする。 

 

④拡充提案・関連提案の募集 

評価を予定する規制の特例措置について、拡充提案及び関連提案を

募集するものとする。 

そのため、内閣府は、当該規制の特例措置の評価が開始されるまで

の間に、その旨を公表し、提案を募集する。その際、地方公共団体に対

して、積極的な提案を促すことに努めるものとする。 

拡充提案及び関連提案については、通常の提案と同じ検討基準及び

検討プロセスにより処理するものとし、その結果について、内閣府は、

評価・調査委員会に報告するものとする。 

 

⑤ニーズ調査の実施 

評価を予定する規制の特例措置のうち実施が少ないものについては、

評価に至る前に、内閣府は、更なる実施の可能性について調査（以下
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「ニーズ調査」という。）を行うものとする。 

評価・調査委員会は、ニーズ調査の結果、実施の増加が見込まれず、

また、拡充提案がない規制の特例措置については、予定していた評価

を行わないことができるものとし、その場合には、関係府省庁にその

旨通知するものとする。その際、内閣府は、あらかじめ関係府省庁の

意見を求め、その結果を評価・調査委員会に報告するものとする。 

また、評価を予定する規制の特例措置のうち、活用実績が無いもの

については、内閣府はニーズ調査を行わないことができるものとする。 

 

⑥評価の方法 

関係府省庁の長は、評価の対象となった規制の特例措置について、

③で決定された評価時期に、法第 47条第１項に基づき規制の特例措置

の適用状況について調査を行い、その結果を本部に報告しなければな

らない。 

関係府省庁の長は、調査に当たって、規制の特例措置による弊害の

発生の有無に基づき、全国展開により発生する弊害について立証責任

を有するものとし、また、弊害の発生の有無の判断に資する情報を最

大限把握するものとする。 

この関係府省庁の長の調査に加えて、評価・調査委員会は、規制の

特例措置を全国展開することによる効果、地域性が強い規制の特例措

置かどうか等について独自の調査を行うものとする。 

評価・調査委員会は、これらの結果等を踏まえ、規制の特例措置に

関する評価を行い、本部長に意見を提出するものとする。本部は、評

価・調査委員会の意見を踏まえ、対応方針を決定するものとする。 

 

ⅰ）調査票の作成 

評価に当たって、評価・調査委員会は、評価を予定する規制の特

例措置について、評価の開始の３か月前までに関係府省庁に通知す

るものとする。通知を受けた関係府省庁は、評価の開始の２か月前

までに調査の内容、方法及び対象を記載した調査票を作成して評価・

調査委員会に提出しなければならない。 



 

 7 

評価・調査委員会は、関係府省庁の調査票を踏まえて、評価・調査

委員会の調査票を作成するものとする。その際、評価・調査委員会

は、必要に応じて関係府省庁の調査票に対して意見を述べるものと

する。 

 

ⅱ）調査結果の取りまとめ 

評価の対象となった規制の特例措置について、これらの調査票は、

調査の対象となる規制の特例措置に係る特区計画の認定を受けてい

る地方公共団体（以下「認定地方公共団体」という。）、実施主体又

は関係者に対して時間的余裕を持って周知するものとし、調査結果

は、評価の開始から２か月後までに取りまとめるものとする。なお、

評価・調査委員会は、独自の調査に当たっては、認定地方公共団体、

実施主体又は関係者からの意見聴取又は現地調査を実施できるもの

とする。 

関係府省庁は、弊害について調査・報告する場合においては、そ

の弊害の予防のための運用の改善及び是正措置の可能性等も併せて

報告するよう努めるものとする。 

 

ⅲ）評価意見の提出 

評価・調査委員会は、関係府省庁の長の調査結果及び独自の調査

結果を踏まえ、また、必要に応じて関係府省庁から意見を聴取した

上で、②の評価基準に基づき評価を行い、本部長に意見を提出する

ものとする。 

本部は、評価・調査委員会の意見を踏まえ、②の基準に基づき、評

価に関する対応方針を決定する。 

 

⑦総合特区において適用された規制の特例措置の評価 

総合特別区域法第 14 条の２第４項又は同法第 37 条の２第４項の適

用を受けた規制の特例措置について評価を行う場合には、①から⑥ま

での事項に準じて評価を行うものとする。 
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⑧国家戦略特区において適用された規制の特例措置の評価 

国家戦略特別区域法第 10 条第４項又は第５項の適用を受けた規制

の特例措置について評価を行う場合には、①から⑥までの事項に準じ

て評価を行うものとする。 

 

⑨地域再生計画に記載され特区計画の認定があったとみなされた場合

の規制の特例措置の評価 

規制の特例措置の適用を受けた特定事業が、地域再生法第５条第４

項第 15号に規定する事項について地域再生計画に記載され、特区計画

の認定があったとみなされた場合の当該規制の特例措置について評価

を行う場合には、①から⑥までの事項に準じて評価を行うものとする。 

 

（５）関係府省庁の対応状況のフォローアップに関する基本方針 

内閣府は、提案を受けて全国で実施された規制改革及び現行制度で対

応可能と判断された事項並びに全国展開された規制の特例措置について、

その実施に当たり問題が生じていないかフォローアップ調査を行い、問

題が生じている場合には、関係府省庁と調整を行う。 

また、内閣府は、関係府省庁との調整によっては実現しなかった提案

について、関係府省庁の協力を得つつ、定期的にフォローアップを行い、

実現に向けた取組が成されるものについては、内閣府のホームページに

掲載するとともに、当該提案をした者に対し通知する。 

 

（６）構造改革実現のための窓口機能の強化と関連する施策との連携に

関する基本方針 

②国家戦略特区制度との連携 

 構造改革の推進のため、国家戦略特区制度と相互の有機的な連携を

図るものとし、国家戦略特別区域法第５条第７項の規定による募集に

応じ行われた提案であって、同法第 38条の規定に基づき、構造改革の

推進等に資するものとして法第３条第４項に規定する提案とみなされ

たものについては、同項の規定に基づき、必要な措置を講ずることと

する。 
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３．特区計画の認定に関する基本的な事項 

（１）特区計画の認定に関する基本方針 

⑩認定特区計画の実施の状況の調査及び措置要求 

規制の特例措置が特区内において適切に実施されているか、特区計

画に記載されているような効果をあげているか、について調査し、必

要に応じて規制の特例措置の是正又は廃止や、特区計画の改善の要求

又は認定の取消しに係る判断の材料とする。 

このため、内閣総理大臣は、必要に応じて認定地方公共団体におけ

る特区計画の実施の状況について調査を行い、特区計画の変更等が必

要であると認められる場合には、法第８条第１項に基づく措置を講ず

るものとする。なお、内閣総理大臣が法第８条第１項に基づく措置を

講ずる場合には、本部を通じて評価・調査委員会の意見を求めるもの

とする。 

また、関係府省庁の長は、必要に応じて規制の特例措置の実施状況

について調査を行い、当該規制の特例措置の適正な適用を地方公共団

体に求めることが必要であると認められる場合には、法第８条第２項

に基づく措置を講ずるものとする。なお、関係府省庁の長が法第８条

第２項に基づく措置を講ずる場合には、本部を通じて評価・調査委員

会の意見を求めるものとする。 

 

⑪認定特区計画の取消し 

法第８条第１項又は第２項に基づく措置等にもかかわらず、規制の

特例措置の実施による弊害等の発生が認められること、規制の特例措

置の効果が認められないこと等により、特区計画の認定の取消しが必

要な場合には、内閣総理大臣は当該地方公共団体に対して法第９条に

基づく措置を講ずるものとする。内閣総理大臣が法第９条に基づく措

置を講ずる場合には、本部を通じて評価・調査委員会の意見を求める

ものとする。 

 

４．構造改革の推進等に関し政府が講ずべき措置についての計画 

（２）評価等に基づき政府が講ずることとなった措置 
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①全国展開することとなった規制の特例措置 

特区で実施する規制の特例措置について、本部において上記２．（３）

②ⅰ）ア）の評価基準に基づき評価の対応方針が決定されたもの及び

関係府省庁が自ら全国展開するとしたものについては、別表１から削

除するとともに、実施時期、全国展開の実施内容を明示して、別表２

として決定し、必要な法令の改正等を行うものとする。なお、関係府

省庁が自ら全国展開しようとする場合には、内閣府は必要に応じて関

係府省庁とともに評価・調査委員会にその旨報告するものとする。 

関係府省庁は、その作成する規制の特例措置を定める法令の改正案

と別表２の内容が合致したものとなるよう、内閣府と所要の調整を行

うものとする。 

上記法令の改正等に当たって、関係府省庁は、既に認定されている

特区計画において実施されている規制の特例措置について、実施主体

に対して新たな許認可の申請を求めない等の実施の継続が円滑に行わ

れるよう措置しなければならない。 

なお、関係府省庁は、別表２に定める事項及びこの内容に合致して

定められる法令で規定する条件以上のものを、通達等により付加しな

いものとする。 

 

②拡充、是正又は廃止等をすることとなった規制の特例措置 

本部において２．（３）②ⅰ）ウ）、エ）又はオ）の評価基準に基づ

き評価の対応方針が決定されたもの及び関係府省庁が自ら拡充すると

したものについては、別表１を改定するとともに、必要な法令の改正

等を行うものとする。なお、関係府省庁が自ら拡充しようとする場合

には、内閣府は必要に応じて関係府省庁とともに評価・調査委員会に

その旨報告するものとする。また、規制の特例措置の前提となる制度

自体が廃止又は抜本的に変更されることにより、規制の特例措置の必

要性もなくなる場合には、内閣府は必要に応じて関係府省庁とともに

評価・調査委員会にその旨報告するものとする。 

関係府省庁は、その作成する規制の特例措置を定める法令の改正案

と改定される別表１の内容が合致したものとなるよう、内閣府と所要
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の調整を行うものとする。 

なお、関係府省庁は、別表１に定める事項及びこの内容に合致する

よう定められる法令で規定する条件以上のものを、通達等により付加

しないものとする。 

 

③関連する規制等の改革 

本部において規制の特例措置に関連する規制等の改革を実施するも

のとして評価に関する対応方針が決定された場合及び関係府省庁が自

ら関連する規制等の改革を実施するとした場合は、特区において講ず

るものについては上記（１）①と同様の取扱いを、全国で実施するも

のについては上記（１）②と同様の取扱いを、その他のものについて

は上記（１）③と同様の取扱いを、それぞれ行うものとする。なお、関

係府省庁が自ら関連する規制等の改革を実施しようとする場合には、

内閣府は必要に応じて関係府省庁とともに評価・調査委員会にその旨

報告するものとする。 

 

（３）透明性の確保 

特区制度の運用に当たっては、制度の各プロセスにおいて、第三者の

目を通じた客観的な評価を可能とするため、インターネット等を活用し、

関係資料をできる限り公開することとする。 

具体的には、提案の募集・検討に関する事務、関係府省庁との調整状

況、規制の特例措置の追加等に関する基本方針の変更、特区の認定に関

する事務、規制の特例措置の評価等に関係する会議の構成員、会議資料、

議事録等に関する資料については、本部のホームページ等を活用し、迅

速に公開することを原則とする。 




